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オムロンのコア技術

Sensing & Control +Think
　オムロンは創業以来、時代に先駆けた価値を生み出すために、独自のコア技術を進化させてきました。

「Sensing ＆ Control + Think」はオムロンが誇る全社共通のコア技術です。

　「Sensing」とは現場の知見に基づき、人やモノの状態・情報から必要なデータを取得することです。
「Control」とは、「Sensing」によって得られた情報をもとに、現場に適切なソリューションを提供す
ることです。
　2011年からこの「Sensing ＆ Control」に「人の知恵」を表す「+ Think」を加えました。AI、IoT
などの技術革新が進む中で、より賢く価値に変換させる必要があるからです。

　オムロンは「カーボンニュートラルの実現」「デジタル化社会の実現」「健康寿命の延伸」を解決すべ
き社会的課題と捉え、4つのドメイン「インダストリアルオートメーション」「ヘルスケアソリューション」 

「ソーシャルソリューション」「デバイス& モジュールソリューション」を注力する事業領域として、これ
からも社会に貢献できる価値を最大限に生み出すべくコア技術の強化と進化に取り組んでいきます。
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ちにくいといった心理的負担を、IE改善士が保有するノウハウや知識をモデル化しフィードバックすること
で、人の習熟度向上を実現する、「知能化され人を支援する現場」です。
　3点目は、需要変動に対し、人それぞれの習熟度、またその時の機械の状態に応じて、人と機械の最適な
配置と作業分担を実行し生産する、「自在に協調する現場」まで高めていきます。

　前述の2つを下支えするのが「デジタルエンジニアリング革新」です。エンジニアリングチェーンにおけ
る、設計・立上、そして保全にまつわる人の業務にフォーカスし、オムロンユニークなセンシング＆コント
ロール＋Thinkの技術をベースに製造現場や設備をデジタル空間で再現することで、業務プロセスの革新に
貢献していきます。実現ポイントは3点です。
　1点目は、生産設備の設計、立上げにおいて、生産設備のデジタルツインを実現しリアルな現場業務をバー
チャルで再現し、組織・企業を超えた協業を可能とする設計環境を提供することで、調整期間の大幅短縮を
実現する「現場と融合したバーチャル設備設計」です。
　2点目は、作るモノの品質や設備の健康状態をデジタル空間で見える化し、今まで見えなかった設備の潜
在リスクを顕在化させ、先回りした保全を可能にすることで永続的なモノの安定供給を実現させる、「匠を
超えたデジタル保全」です。
　3点目は現場全体のエネルギーを含めた全てが、有機的に意味ある形で繋がり合い、発生する物事の因果
を繋ぐプラットフォームとなる「現場全体が繋がり合うスマート製造管理」で、最適な再エネも組み合わせ
たエネルギーマネジメントの在り方の提供を目指します。

　これら経済的価値と社会的価値が融合したシステムを、皆様へお届けすることがオムロンの使命と考えて
おります。しかし、より一層複雑化するモノづくり課題の解決には、オムロン1社だけでは限界があります。
皆様と共にi-Automation!-Nextを創造させていただきたいと考えており、お力添えいただけますと幸いに存
じます。

オムロン株式会社
執行役員

インダストリアルオートメーションビジネスカンパニー 商品事業本部長

巻頭言



　ロボットは、人々の暮らしを支える製品製造の裏方か
ら、人々に直接サービスを提供する領域にも進展する時代
になってきたので目にする機会も増えましたが、まだまだ
身近にその姿を多く見かける状態ではありません。
　ロボットの歴史には諸説ありますが、古くは 12 世紀頃
のフランスのパリを中心に「オートマタ」という機械仕掛
けで動く人形が作られた時期までさかのぼり、800 年以上
の歴史になります。産業用ロボットは、1961 年に開発さ
れたアメリカのユニメーション社の「ユニメート」、同じ
くアメリカの AMF 社の「バーサトラン」が世界で初めて
実用化された産業ロボットとされており、その歴史は半世
紀以上になります（1）。
　誕生から、既に多くの時間が経過した過程で、様々な研
究によってロボットを構成する機構、アクチュエータ、制
御装置、安全の為のセンシング、音声認識、画像認識、自
己位置推定などの技術は進化を続け、性能や機能面は大き
く進化したと言えます。
　ロボットが作業する際の “人とロボットの距離” に着目
してみますと、黎明期のロボットは柵によって隔てられた
位置に存在し、意思疎通、すなわち相互関係の成り立ちが
無いところで稼働する存在でしたが、近年はロボットとの
距離を縮める研究が盛んになされており、人と共存（coex-
istence）する、人と協調（collaborate）する事を目指す多
くの技術が開発されています。共存は、ロボットと人が同
じモノを作るために作業を分担で行うイメージで、モノに
は別々に触れる距離感になります。協調は、同じモノに一
緒に触れて互いに協力し合って何かを作るイメージで、既
に協調ロボットと言われる、人に対する安全性を高めたロ
ボットが製造現場で稼働する事例が見られるようになりま
した。
　しかし、まだ人と人の間に入り込んで活用されている度
合いは限られており、活用したいと望むところに気軽に入
り込めていない状況と言えます。オムロンの企業哲学であ

る、『機械にできることは機械にまかせ、人間はより創造
的な分野での活動を楽しむべきである』 の状態にはなって
おらず、ロボットをもっと人に近づけるためにはロボット
を受け入れるための敷居を下げなければなりません。

　我々、オムロンのロボット開発チームは、より理想に踏
み込んで「人とロボットがお互いに共進化（coevolution）
することを実現する」という目標を追っています。
　共進化の意味は、生物が他の生物に適応していく過程
で、両方の生物がお互いに進化しあうことです。お互いに
進化し合うには、相互作用が必要で、人とロボットの間に
おいては、ロボットは人の役に立つ機能・性能だけでな
く、人との心理的距離を近づけ、ロボットを異物と感じさ
せないエモーションの繋がりが必須になると思います。
　そのために世の中の進化が著しい技術で知られる人工知
能（AI）、高速データ処理、高速通信（5G など）の技術
に、我々の蓄積したセンシング（人を観察する）技術とコ
ントロール（動くモノを制御する）技術を掛け合わせ、機
能・性能向上はもちろん、エモーションも相互理解し合う
状態の実現を目指します。

　いろいろな電子機器の性能が向上し、AI が発達して人
に取って代わる仕事が増えてくると言われますが、人の心
を動かしたり心を整えたりする事に関係する仕事、例えば
ソーシャルワーカー、訓練士（視覚など）、医師、看護師、
振付師、小学校の教師、心理カウンセラー、聖職者、経営
者などはロボットや機械で置き換わる事が難しいと言われ
ています。人の気持ちや心に繋がる仕事を担うには、“心”
が必要です。ロボットに心を持たせるのは高いハードルで
すが、人の心に接する心遣いが出来るロボットを創造する
チャレンジをしたいと考えています。効率重視で稼働す
る、無骨で脅威を受ける姿や、何をしようとしているかわ
からない状態のロボットと働くより、気の置けない心遣い

人とロボットが近づく
未来を目指して

オムロン株式会社 技術・知財本部 副本部長
兼 ロボティクス R&D センタ長

関 根  淳 一

技術展望
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が出来るロボットの方が、人に受け入れてもらえるはずだ
と思うからです。
　「心遣い」には「思いやり」と「配慮」のニュアンスが
含まれます。心遣いが出来るためには相手となる人を良く
見て理解（センシング×AI）する事が基本で、その情報か
ら行動（Control）するためには人の意図にシンクロし、や
わらかく動く必要があります。単に法制上の安全担保だけ
ではなく、人が恐怖を感じないロボットにしなければなり
ません。
　世界的に、日本人の心遣いやおもてなしは非常に有名で
す。茶道に由来する「一期一会」の考えに基づくおもてな
しのエピソードは多数あります。身近なちょっとした心遣
いの例ですが、狭い通路で雨傘を差して人とすれ違う時に
は相手を見て傘を傾げ、それを見た相手も反対に傘を傾げ
スムースに通れるようにする仕草を自然に見かけます。モ
ノの運搬などで自ら移動するロボットには、このような心

遣いの動作を導入したいと考えています。

　もう一つロボットに重要なエッセンスとして、ロボット
への動作教示方法の研究を重視しています。パーソナルコ
ンピュータの言語やロボット専用言語で動作するプログラ
ムを作る事から脱却し、友達に用事を頼む感覚で、特別な
変換の必要ない教示方法をとることができるようにするこ
とが、気軽に接するには必須と考えるからです。

　我々は、オムロンの持つ「Sensing ＆ Control + Think」
技術を生かして、「人が中心」をコンセプトに気の置けな
いロボットを開発して世の中にもっとロボットが受け入れ
られ、人と共進化する状態を実現したいと望んで研究を加
速していきます。

（1） 出典：産業用ロボット技術発展の系統化調査 - kahaku.go.jp

島川 はる奈 ほか� FA 統合開発環境における生産設備の仮想化技術
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　産業革命当初、Factory Automation（FA）は、人間の作業
の置き換えからスタートした。その後、エレクトロニクス
の進展により、FA は人よりも高速でかつ高品質になる。
近年はもはや FA なしには製品は作れない。
　ただし、数多くのエンジニアリングがひとつの生産ライ
ンに投入されるため、一般に FA は高価である。生産ライ
ンを立ち上げた後も、高速で高品質を維持するためのエン
ジニアリングは欠かせない。旧来はこの問題を、ボリュー
ムで解決した。数多く作ることで一個当たりの費用を抑え
る。しかし VUCA 時代といわれる不確実性の高まりの中
で、こうした方法にも限界がでてきた。
　デバイス、自動機、そして生産ラインという階層で考え
た場合、一般に生産ラインは、生産するモノが分からなけ
れば設計できない。ならば、生産するモノが分かってか
ら、設計し設置し安定稼働するまでの期間を短縮し、同時
に費用を抑えればよい。さまざまなエンジニアリングをユ
ニット化しパッケージ化しておき、必要に応じてブロック
のように組み替えるというアプローチである。
　ここで、人と機械の共生、共進化がクローズアップされ
る。なぜなら、変化が見通せない環境においては、結局の
ところ “人” が、現場目線で総合的に状況を判断し、その
都度それぞれの状況に対応してブロックを組み替える必要
があるからである。
　ただし、こうした汎用化、フレキシブル化とは異なるア
プローチ、すなわち逆に専門に特化し密結合した生産技術
のアプローチも同じくらい重要である。前者はマーケット
に生産ラインを適合させるのに対して、後者は生産ライン
にマーケットを同期させる。
　これは、いわゆるプロダクトアウトの発想ではなく、
シェアリングの発想として位置付けることができる。すな
わち、生産ラインをひとつの企業が占有するのではなく、
複数の企業がもつマーケットの変動に応じて時分割的に共
同利用するという考え方である。今風に言えば、工場を

サービスとして提供する FaaS（Factory as a Service）とな
ろうか。
　もちろん、生産技術の専門家からは、そんな生易しい問
題ではない、とお叱りを受けるだろう。また、都合よく次
の借主が現れる保証はなく、グローバル規模のファクト
リーマーケットの整備も必要となるだろう。しかし、視点
を 30 年後に移せば、そのようなハードルはなくなっている
はずだ。製造業のサービス化といわれる流れの中で、むし
ろ FaaS になっていない理由をさがすことのほうが難しい。
　200 社以上の企業が所属するインダストリアル・バ
リューチェーン・イニシアティブ（IVI）では、“つながる
ものづくり” を基本コンセプトとして、FA 技術の新たな
展開について議論するとともに、毎年 15 ～ 20 件の実証実
験を、企業の垣根を越えたメンバーによって実施してい
る。そこであらためて感じるのは、競争と協調のバランス
の大きなトレンド変化である。
　いうまでもなく、競争は技術を進歩させ人々の暮らしを
豊かにしてきた。しかし近年、格差の拡大やカーボン
ニュートラルへの対応など、競争という軸だけでは解決で
きない課題が増えている。国連が提唱する持続可能な開発
目標（SDGs）は、競争によって解決するテーマもあるが、
むしろ過度な競争による弊害を喚起する内容でもある。
　FaaS の前提となっているシェアリングの発想は、こう
した観点からも、あらたな時代の流れであるといってもよ
い。そこでは競争と協調のバランスを保ちつつ、健全で持
続可能な成長と進化を可能とする具体的な方法論や行動指
針が求められる。FA はこうした新たな時代の要請にどう
向き合うべきなのか。
　まずは、FA を必要とする地域は地球上にあらゆるとこ
ろに存在するという現実からスタートしたい。そうした地
域のさまざまなニーズに答えるインクルーシブでユニバー
サルなデザインとする必要がある。そして、さまざまな国
や地域の FA の現場が自律的に機能するために、あらゆる

FaaSによるファクトリートランス
フォーメーション（FX）

一般社団法人 インダストリアル・バリューチェーン・イニシアティブ 理事長
兼 法政大学デザイン工学部 教授

　西 岡  靖 之

寄稿
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ステークホルダーを巻き込んだプラットフォームが必要と
なる。そして、そうした事業がしっかりとした収益につな
がるようなビジネスモデルとエコシステムのデザインが欠
かせない。
　シェアリング可能な FA は、必然的に継続的なモニタリ
ングが必要となり、世代を超えたハードウェア、ソフト
ウェアのデリバリー体制が求められる。これを社会インフ
ラとして協調的なしくみのなかで構築し、FA 企業がシェ
アリングサービスとして FX を仕掛けるというのが、まず

は 2030 年へ向けたひとつのシナリオだろう。
　すでに自動車では、CASE すなわちコネクテッド（つな
がる化）、オートノマス（自律化）、シェアリング（共有
化）、そしてエレクトリック（電動化）が猛烈な勢いで現
実のものとなっている。電動化を、カーボンニュートラル
に置き換えれば、そのまま自動車を “工場” に置き換える
ことができるのだ。FA を起点とするファクトリートラン
スフォーメーション（FX）によるわくわくする未来の始
まりである。

島川 はる奈 ほか� FA 統合開発環境における生産設備の仮想化技術
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Contact : NING Xiaoguang xiaoguang.ning@omron.com

歩行軌道の AI 予測技術を適用した製造現場での 
ロボット衝突回避技術
寧 霄光

　近年、製造現場において人とロボットが同じ空間で作業することを実現するために、人との衝突を安全に回避す
るロボットの軌道計画技術開発が複数の研究機関や製造業等で進んでいる。しかし従来の技術は、ロボットが回避
動作を実施する前に作業動作を一旦停止しなければならないため、人と密接する際にロボットが頻繁に停止し、生
産性が著しく低下する問題がある。
　本研究では、この問題を解決するために必要な技術の 1つとして、製造現場における人の数秒先の体幹位置の予
測技術に取り組んでいる。
　今回、従来の AI による歩行軌道の予測技術を製造現場での人体幹位置予測に適用する手法を考案し、製造現場の
1事例を用いて性能評価を行った。その結果、4s先の体幹位置の予測を0.4msの処理時間で実現でき、現段階の技術
課題も判明した。また、比較評価実験により、本手法はオーソドックスな時系列解析手法より予測精度が優れてお
り、処理速度が 10 倍以上速いことが分かった。

Robot Collision Avoidance Technology at Manufacturing 
Sites that Applies AI Prediction Technology for Walking 
Trajectories
NING Xiaoguang

In order to enable humans and robots to work in the same shared space at manufacturing site, robot trajectory 
planning technologies have been developed for robots to avoid collisions with humans during operation. 
However, by the conventional technologies, since the operation must be temporarily stopped before the robot 
performs the collision avoidance, the robot frequently stops when it comes into close contact with a person, and 
the productivity is significantly reduced.

 In this research, as one of the technologies necessary to solve the above problem, we are working on an inno-
vative technology for predicting the position of the human body in a few seconds ahead at the manufacturing site.

This time, a novel method has been proposed by applying an AI-based human walking trajectory prediction 
technology to the prediction of the human body position at the manufacturing site, and evaluated the performance 
using one case at the manufacturing site. As a result, the proposed method is able to predict the body position 4 
seconds ahead in a processing time of 0.4ms, and a technical issue has also been identified. In addition, 
comparative evaluation experiments revealed that this method has better prediction accuracy and a processing 
speed of 10 times or more faster than the orthodox time series analysis method.

1.	 まえがき
　近年、製造業において技能人材確保が深刻になってき
た1）。この課題を解決するために、人手作業の製造現場の
一部をロボットで置き換え、従来の人とロボットを隔離し

ていた安全柵を撤廃し、人とロボットが共存しながら作業
を行う生産方式が注目されている。
　産業用ロボットを導入する際の安全確保の手段として
は、一般的に安全柵や安全センサを用いて人とロボットを
隔離する手段と、人と衝突しても人に怪我をさせない PFL
（Power and Force Limiting）協働ロボットを採用するとい
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う二つの手段がある2）。前者は、柵や安全設備でロボット
専用の作業スペースを確保するため、スペース効率が低下
したり、フレキシブルなレイアウト変更が困難となったり
する課題がある。後者は、柵レスで人と共存できるが、ロ
ボットの速度と動力が常に制限され、稼働中に人との衝突
によりロボットの動作停止が頻繁に発生するなど、産業ロ
ボットの本来の生産性が発揮できない課題がある。
　上記課題を解決するために、近年は、センサにより人の
動きを検出し、ロボットが人の動きに合わせて、人と衝突
しないように動作軌道計画を行う技術が注目されてい
る3）4）。これにより、柵レスで人と共存する際に、衝突に
よるロボットの停止が低減できると考えられている。
　この技術に関するほとんどの研究は、人の動きをリアル
タイムに検出し、その情報に基づいて人とロボットの位置
関係を監視する手段をとっている。この手段によると、人
とロボットは事前に設定された、人の安全確保に必要な距
離以上に近づく場合、つまり、過接近の場合、ロボットの
動作を停止させて、必要な距離を確保できる新軌道を生成
してロボットの動作を再開する。
　一方、この方策においては、人とロボットの過接近が検
知された時に、新軌道がまだ決まっていないため、ロボッ
トが衝突防止のために実行中の動作を停止しなければなら
ない。従って、狭い作業空間にロボットが人と密接して作
業する場合、過接近が頻繁に発生するため、ロボットの作
業が頻繁に中断されるという問題がある。
　上記の問題を解決するための必要な技術の 1つとして、
製造現場における人の動きを予測する技術に取り組んだ。
この技術により、直近将来の人位置情報の取得ができ、人
とロボットの相対位置関係の予測が可能になる。そのた
め、過接近が実際に発生する前に新軌道生成を完了するこ
とが可能になり、ロボットが停止せずに新軌道に切り替わ
るようになる。これにより、従来の衝突回避動作の停止問
題が低減され、ロボットがスムーズに人との衝突を回避す
ることが実現できる。
　なお、本研究では、製造現場においてロボット近傍で作
業を行う人の動きを、①各作業場所間での体幹の移動と、
②止まって手作業する際の手の動きの2つのステップに分
ける。現段階は、上述①の人の体幹位置の予測を取り組ん
でいる。
　人の歩行による体幹位置の変化、つまり歩行軌道は、環
境や個人差など多くの影響を受け、理論計算で導くことが
非常に難しいため、近年は人工知能（AI）を用いた予測技
術の開発が進んでいる。
　従来技術は、混雑した空間における複数人の歩行軌道
を、画像データを用いて予測するといった用途で使用され
ており、数秒後の人位置の予測が実現できている5）6）。
ニューラルネットワークを使ったアルゴリズムにより、大
量な学習データを用いるため、予測の処理時間が数秒か

かっており、また、予測距離誤差が約 1m である。
　一方、これらの技術は、自動車の自動運転用途など、
オープンな空間での歩行軌道予測のために適用されている
が、製造現場の閉鎖的な空間への適用に関する研究はまだ
進んでいない。また、予測処理に時間がかかりすぎるた
め、ロボットの動作に合わせたリアルタイムな処理ができ
ない課題がある。
　本研究は、前述したスムーズな衝突回避を実現するため
に、従来の AI による歩行軌道の予測技術を製造現場での
人体幹位置予測に適用する手法とその効果を検討した。検
討に際しては、まず必要な予測性能指標と目標値を定義
し、それらを達成するために、従来技術を製造現場に適用
するためのアプローチを考案し、それをベースに具体的な
適用手法を提案した。また、製造現場の1事例を用いて適
用手法の効果と課題を検証した。これらの内容について、
本論文で紹介する。
　人とロボットが協働作業するための技術なので、安全化
設計も重要なポイントとなるが、本論文では、AI による
予測技術に焦点を当てているため、安全化の仕組みについ
ての説明は割愛する。実際には、安全関連部と AI による
人予測アルゴリズムを別系統で構成することにより安全性
は実現できていることのみ、ここでは述べておく。

2.	 予測性能指標と目標値
　前述の人と密接する際にロボットの作業が頻繁に中断さ
れる問題を解決するための、人の位置予測によりスムーズ
に衝突回避を行う概念を、図1に具体化した。このフロー
において、数秒後の人位置を予測し（a）、その情報を用い
て将来の人とロボットの位置関係を計算し、過接近が発生
しそうかを判断する（b）。YESの場合に衝突を回避するよ
うにロボットを制御する（c と d）。
　稼働中に人の安全を確保するために過接近の判断を常に
行わなければならないため、a と b は短周期で連続的に実
行される必要がある。また、スムーズな衝突回避を実現す
るために、過接近が実際に発生する前に、つまり、人体幹
位置予測（a）の予測時間内にa～ dの処理が全部終わるこ
とが重要なポイントである。
　従って、このフローを実現する上で、図1の処理フロー
の（a）人体幹位置予測の性能が重要となる。この性能を
表す指標として、「予測処理時間」「予測可能時間」「予測
距離誤差」を定め、それぞれの目標値を以下のように定義
した。

・予測処理時間
1回の予測処理の所要時間である。前述の短周期で連
続的に実行することのために、この指標を極力短縮さ
せる必要がある。
本研究では、オムロン製レーザスキャナ（形 OS32C）
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により、予測に必要なデータを 40ms 周期で取得する
（2.3 節で詳細を説明する）。それと連動して予測処理
を連続的に行うために、予測処理の処理時間目標を
40ms 以下と設定した。

・予測可能時間
予測処理により予測が可能な直近将来の時間である。
前述のように、この指標の目標値は、図 1の a ～ d の
処理の所要時間により設定するべきである。
本研究では、システムの構成により、a ～ d の処理時
間を表 1に記載するように見積もった。これらの値
は、実装ハードウェアの性能により変動する可能性が
あるが、研究段階は厳密な評価を省略し、厳しめに設
定した。
これらの所要時間の合計にデータ伝送などのバッ
ファー時間を加えて、予測可能時間の目標を1.2sに設
定した。

・予測距離誤差
人体幹位置の予測値と真値の距離である（図 2）。体
幹位置は、体幹中心点の位置で示す。これについて 3
章で説明する。この指標は、予測結果の正しさを示
し、前記フローの b で予測結果を用いて過接近を判断
する際に、予測アルゴリズムによる誤差として考慮さ
れるべきである。
本研究では、事前机上計算により、 “密接” とみられ
ており、ロボット第1関節回転軸を中心とした2メー
トル半径の円柱領域内に人が作業する場合、スムーズ
な衝突回避を実現するために 100mm 以下の予測距離
誤差内であれば効果が得られるという結果を得てい
る。このため、目標値を 100mm 以下と設定した。

図 1　スムーズな衝突回避処理フロー

表 1　実験用の歩行軌道の設定

図 1で
の番号

処理
時間
［ms］

処理時間の決め方

a   40 予測処理時間の目標値（2 章）により
設定した

b   10
汎用 PC で過接近判断処理のプログラ
ムを実行した際の実績数値を参考に
設定した

c 100

専用処理ハードウェアで Probabilistic 
roadmap 法による 6 関節ロボットの
軌道計画処理3）の所要時間実績数値を
参考に設定した

d 800 オ ム ロ ン 製 協 働 ロ ボ ッ ト（TM5 シ
リーズ） の加減速性能により設定した

図 2　予測距離誤差の定義

3.	 製造現場適用のためのアプローチ
　AI を歩行軌道の予測技術に使用する際に、一般的な使
い方としては、歩行軌道の変化に影響する個人・環境因子
を特徴量とし、それらが含まれる学習データを使って、特
徴量による歩行軌道の変化に関する法則性を学習器に学習
させる。学習済の学習器を用いて、同様な特徴量が含まれ
る予測のためのインプットデータを解析することにより、
歩行軌道の変化を算出する。
　従来の AI による歩行軌道の予測技術は、複雑な環境に
おける複数の歩行軌道に着目し、正確な予測結果を得るた
めに、障害物の位置や同行する人数など多くの特徴量を考
慮する。予測時に、それらが含まれる大量のインプット
データを解析するため、数秒の予測処理時間がかかる。こ
のため、前章で定義した予測処理時間の目標値である
40ms に対しては大きなギャップがあり、そのままのアル
ゴリズムでは適用できない。
　この問題に対して、本研究では、特徴量の数を最小限に
することにより、予測処理時間を短縮させるようにした。
　具体的には、本研究の予測対象となる製造現場における
人は、ほとんどの場合は平らな地面で歩行し、高さ方向上
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の位置変化が微小のため、体幹の位置は体幹中心点の
投影、つまり、体幹中心点の座標値（x, y）により表すこ
とが可能となる（図 3）。従って、体幹中心座標（x, y）を
歩行軌道の予測に最低限必要な特徴量として使用すること
にした。手作業の時間のばらつきなどの因子を特徴量に加
えたら歩行軌道の予測精度がさらに良くなる可能性がある
が、予測処理時間とはトレードオフの関係になるため、予
測処理時間優先で今回は考慮から外した。今後、さらなる
改善にこの特徴量が必要であれば、次のステップにおいて
検討する予定である。

図 3　体幹中心座標

4.	 予測手法の詳細

4.1	 概要
　前述した学習特徴量の数を最小限にするアプローチを
ベースに、AI による歩行軌道の予測技術を製造現場にお
ける人の体幹位置予測に応用する手法を提案した。手法の
概要を下記観点で説明する。

・特徴量
3章で記載するように、人の体幹中心座標の x と y を
特徴量とする。

・学習データ
体幹中心座標の時系列データを学習データとする。こ
れらにより学習器に体幹中心座標変化の法則性を学習
させる。

・学習器
力学系学習木手法7）に基づく Deep Binary Tree（DBT）
学習器（株式会社エイシング製の機械学習パッケー
ジ）を学習処理部として採用した。
DBT は、少量データによる高速な学習処理が得意で
あり、計算量が小さく組み込みシステム上でも利用し
やすいことなどの特徴がある。本研究においても学習
データは少ないので、最終的にロボットシステムに組
み込みやすく、かつ高速処理が可能な DBT を採用し
た。

・予測アルゴリズム
製造工程を繰り返す人の体幹中心座標の時系列データ
をリアルタイムに取得し、それを上記学習データによ
り事前に学習済の学習機に入力することで、直近将来
の体幹中心座標値を出力データとして取得する。
また、教師ありの AI 技術の特徴として、予測用の入
力データが有効であるほど正確な予測が可能のため、
学習器事前学習の段階で、入力データの形式に関する
パラメータのチューニングを行い、予測距離誤差の改
善を図る。

・システム構成
図 4に示すように、本研究では、3台のレーザスキャ
ナ（形OS32C）が人の腰と同じ高さに配置され、腰周
りの体幹輪郭点群の座標値を 40ms 周期で連続的に検
出する。検出データが周期ごとに予測アルゴリズムが
実装された予測処理用 PC に送信され、点群の中心点
の座標値 x と y 計算し、それを点群が検出された時刻
の体幹中心座標値とする。この方法で取得された体幹
中心座標値の時系列データが学習・予測データ蓄積部
に蓄積されて、処理部で解析される。

図 4　体幹位置予測システム構成図

4.2	 詳細アルゴリズム
　本研究で提案した適用手法のアルゴリズムに関して、処
理フローを用いて詳細を説明する。図5に示すように、本
手法の処理フローはA～Cの三つのセクションで構成され
る。

セクションA（人体幹中心座標検出）
　本セクションは、前述（4.1 節）のシステム構成で記載
したように、体幹中心座標値（x, y）を取得し、蓄積する。
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セクションB（学習器の学習）
　本セクションは、セクションAで蓄積された人体幹中心
座標データにより、DBT 学習器を体幹中心座標変化の法
則性、つまり過去体幹位置と将来体幹位置との関連性を学
習させる。また、より正確な予測結果を得るように入力
データの形式に関するパラメータをチューニングする。
　本セクションの処理は、図6を用いて説明する。図の体
幹中心座標値 （x, y） の記号はその座標値が取得される時
刻を示す。例えば、（xn, yn） は時刻 n で取得された体幹中
心座標値を表す。
　まず、学習器に過去体幹位置と将来体幹位置との関連性
を学習させる。具体的には、図6の B-1に示すように、セ
クションAで蓄積されたデータの一部を学習用のデータと
して取得する。データ取得された時刻（図の例は時刻 p）
ごとに、以前に取得されたデータを学習入力データとし、
以降に取得されたデータを学習出力データとして抽出し、
データペアを作成する。これらの学習データペアを学習器
に学習させる。ここでは、入力データの形式は、データの
数（k）とデータ間の時間間隔（a）で決められ、後述する
ようにチューニングされる。出力データの数（l）と時間
間隔（b）はチューニングせず、予測要件に応じて設定す
る。
　次に、図6のB-2部分に示すように、セクションAで蓄
積されたデータの一部を誤差評価用データとして取得し、
B-1 で学習済の学習器により体幹位置を予測する場合の予
測距離誤差を評価する。評価方法に関しては 5.2 節で説明
する。
　また、入力データ形式パラメータの k と a に対して一定
の範囲内でグリッドサーチを行い、図 6の学習（B-1）と
評価（B-2）を繰り返すことで、最小の予測距離誤差を得
られる k と a の値を見つける。

セクションC（人体幹中心座標予測）
　本セクションは、セクションBにより取得した学習済の
学習器と、k と a の値を用いて、直近将来の人体幹中心座
標を予測する。
　以下に、処理の詳細を図 7により説明する。
　セクション A から現在時刻（図の例は時刻 t）までの体
幹中心座標の時系列データを取得し、セクションBで決め
られた kとaの値を用いて予測用の入力データを作成する。
これを学習済の学習器に入力し、直近将来（図の例は、
l×b 秒先）の体幹中心座標を取得する。
　この予測結果を用いて、直近将来のロボット位置情報を
加えたら、前述の回避処理フロー（図 1）のブロック b で
人とロボットの直近将来の位置関係が推測でき、過接近が
発生するか判断が可能になる。

図 5　予測技術適用手法の処理フロー

図 6　セクション B での処理の詳細
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図 7　セクション C での予測処理の詳細

5.	 性能評価
　本章では、製造現場の1事例としてU字型製造ラインを
模擬した実験環境において、前述の AI による歩行軌道予
測技術の適用手法を予測可能時間、予測処理時間、予測距
離誤差の観点で評価した結果を説明する。
　5.1 節で実験の条件、5.2 節で評価方法、5.3 節で実験の
結果と考察を説明する。

5.1	 実験条件

実験環境セットアップ
　当社工場の小型電子部品組立用のU字型製造ラインを参
考にして実験環境のレイアウトを設計した。図8にこのレ
イアウトの鳥瞰図を示す。図 8に示すように、U 字型に設
置される作業台により囲まれ、ドットで示してあるエリア
において、人が作業のために歩行で移動する。
　歩行エリアを全部カバーできるように、体幹輪郭検出用
のレーザスキャナが 3か所に設置される。
　人体幹中心の座標系については、作業台①～③の並び方
向を X 軸、その垂直方向を Y 軸と設定した。

図 8　実験環境レイアウト鳥瞰図

実験用の歩行軌道
　当社工場のU字型製造ラインにおいて、小型電子部品組
立作業を行う作業員の歩行軌道に基づき、以下の4つの実
験用歩行軌道の構成インデックスを抽出した。また、複数
の作業工程を調査した結果により、それぞれの代表的な値
を決めた。

・軌道形状
歩行軌道の形状である。本実験では、1直線、Z字型、
通路交差の 3つの形状を定義した（図 9～図 11）。図
の中の、矢印線は人の移動を示し、丸点が始点、矢印
が終点である。線の番号は移動の順番を示す。

・速度
人移動時の歩行速度である。本実験では、低速（約
1000mm/s）と高速（1600mm/s）の2段に設定した。高
速の速度値は、人ロボット協調安全規格（ISO10218-1/
TS15066）で指定された値を使用した。

・移動距離
移動の距離、つまり図 9～図 11 の矢印線の長さであ
る。本実験では、600mm と 1200mm の 2種類に設定
した。

・停止時間
作業台で手作業のために、移動の停止時間、つまり図
9～図 11 の矢印線の間の停止時間である。本実験で
は、2s と 10s の 2種類に設定した。

　上記インデックスの組み合わせで、6種類の歩行軌道を
設定した（表 2）。現場で一番多く見受けられる #1 を標準
パターンとし、#2 ～ #6は #1をベースとしながら、1つだ
けのインデックスを変化させるように設定した。この設定
によって、個別の軌道インデックスと予測結果の関連性を
評価できると考えた。
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図 9　1 直線の軌道形状

図 10　Z 字型の軌道形状

図 11　通路交差の軌道形状

表 2　実験用の歩行軌道の設定

# 軌道形状 速度
［mm/s］

移動
距離

［mm］

停止
時間
［s］

学習用
データ数

評価用
データ数

1 1 直線 約 1000   600   2 9102 4551
2 Z 字型 約 1000   600   2 8663 4332
3 通路交差 約 1000   600   2 9207 4603
4 1 直線 約 1600   600   2 6332 3166
5 1 直線 約 1000 1200   2 4477 2239
6 1 直線 約 1000   600 10 9637 4818

予測処理に関するパラメータの設定
　・入力データ形式に関するパラメータ（k と a）の

チューニング範囲
本実験では、k は［1, 100］の範囲に 1 刻みで、a は
［0.04s, 4s］の範囲に 0.04s 刻みでチューニングした。

　・出力データの形式（l と b）の設定
本実験では、予測出力データの数（l）を30、50、100
の3パターンに、データ間の時間間隔（b）を0.04sに
設定した。l と b の組合せにより、予測可能時間（l x 
b）を 1.2s、2s、4s とした。

5.2	 評価方法
　前記の実験環境において、1人の作業員が前記の実験用歩
行軌道に沿って、各軌道の移動を 30回繰り返す。その間に、
前述の予測システム（図 4）により、作業員の体幹中心座標
値データを取得し、30回の内の 20回のデータを学習用デー
タとして用い、学習器を学習させる。残りの10回のデータを
評価用データとして用いて、各軌道に対して、1.2s、2s、4s
先の体幹中心座標値を予測し、以下の方法で、予測性能指標
を評価した。各軌道の学習・評価用データの数は表2に示す。

・予測処理時間の評価方法
実験する際に、本技術の予測処理の部分（図5のセク
ション C）の所要時間をループごとに計測する。この
時間の最大値を予測処理時間とする。

・予測距離誤差の評価方法
各軌道に対して、体幹中心座標が取得される時刻ごと
に、実測座標値と予測座標値の相対距離を算出し、最
大値を予測距離誤差とする。本実験では、距離分布の
「平均値 +3σ」を最大値とする。
レーザスキャナの計測距離ばらつきによる影響が大き
く、センサの計測ばらつきを扱うのに一般的に 3σで
評価することから、「予測距離誤差」に関しては 3σで
評価している。

5.3　実験結果
　3.1節、3.2節に記載した方法に従い、評価実験を行った
結果を表 3にまとめる。

表 3　DBT 手法の評価結果

軌道 #1 軌道 #2 軌道 #3 軌道 #4 軌道 #5 軌道 #6
予測
時間
［s］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

1.2 132 0.1 304 0.2 131 0.2 150 0.2 110 0.1 279 0.2
2 130 0.2 416 0.3 113 0.3 153 0.2 112 0.1 303 0.1
4 151 0.3 544 0.2 123 0.2 184 0.2 109 0.2 345 0.4
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　予測距離誤差について、予測時間が長いほど誤差が大き
くなる場合が多く、1.2s先予測の場合の最大誤差が304mm
となり、本研究の目標値に対しては乖離がある。4s先まで
予測する場合の最大誤差が544mmとなり、軌道 #2で発生
したことを確認できた。
　予測処理時間について、全ての実験ケースでの処理時間
が1ms以下になり、最大値が0.4msであることを確認でき
た。 目標の40msをクリアし、本研究の予測システム構成
で40ms周期の連続予測処理が可能であることが分かった。
　今後の改善のために、実験データを用いて誤差に対する
影響因子を追究した。表4に各軌道の1サイクルあたりの
停止回数と合計停止時間を示す。比較的大きな誤差が現れ
る軌道として、軌道 #2 は 1 サイクルあたりの停止回数が
多く、#6 は 1 サイクルあたりの停止時間が長いことが分
かった。これにより、予測対象軌道の1サイクルあたりの
停止回数・停止時間が予測距離誤差に影響を与えている可
能性があることが分かった。

表 4　歩行軌道 1 サイクルあたりの停止回数と時間

軌道 # 停止回数 合計停止時間［s］
1 4   8
2 6 12
3 3   6
4 4   8
5 2   4
6 4 40

5.4	 従来手法との比較
　DBT を用いた本研究の予測手法の予測結果と比較するた
めに、5.1の実験条件で取得した6つの軌道の体幹中心座標

の時系列データを用いて、5.2の評価方法に従って、オーソ
ドックスな時系列解析手法を用いた予測と評価を行った。
　オーソドックスな手法として、ARIMA モデルと LSTM
を採用した。
　ARIMA モデルは、自己回帰和分移動平均モデルの略
で、統計学で時系列解析に用いられる代表的な手法であ
る8）。今回は Python の Darts ライブラリを使用した。単変
量解析が可能のため、体幹中心座標XとYの学習器を別個
に作成し、予測を行った。
　LSTM は Long short-term memory の略で、RNN の一種で
より長期系列に対応できるようにしたのが特徴である9）。
今回は Python の Darts ライブラリを使用した。多変量の予
測が可能であるため、DBT と同様に体幹中心座標 X と Y
を 1つの学習器で同時に予測した。
　3つの手法（ARIMA モデル、LSTM、DBT）により、6
つの軌道に対する予測距離誤差と処理時間の評価結果を表
5に示す。
　距離誤差に関しては、ほぼ DBT ＜ LSTM ＜ ARIMA で
あることが確認できた。軌道 #4 においては DBT の距離誤
差がLSTMより著しく低く、他の軌道においてはLSTMと
同等或いはやや低いことが分かった。
　処理時間に関しては、DBT ＜ LSTM ＜ ARIMA である
ことが全軌道で確認でき、DBT の予測処理は LSTM より
10 倍以上速いことが分かった。

6.	 むすび
　本研究では、スムーズな人ロボット衝突回避を実現する
ために、人体幹位置予測技術の性能指標と目標値を定義
し、体幹中心座標を特徴量とすることをベースに、AI に
よる歩行軌道の予測技術を製造現場の人体幹位置予測に応
用する手法を提案した。

表 5　3 つの予測手法の評価結果

軌道 #1 軌道 #2 軌道 #3 軌道 #4 軌道 #5 軌道 #6
予測
時間
［s］

学習器
距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

距離
誤差

［mm］

処理
時間
［ms］

1.2
ARIMA 620 54.1 612 41.3 296   42.7 232 30　 178 51.2 432 40.3
LSTM 135   9.3 309   8.9 131     8.9 253   7.9 126   7.9 278   7.9
DBT 132   0.1 304   0.2 131     0.2 150   0.2 110   0.1 279   0.2

2
ARIMA 781 62　 787 42.8 355 100.2 219 25　 218 51.9 595 52.0
LSTM 137 13　 436 12.8   99   12.8 278 11.3 128 11.3 312 11.2
DBT 130   0.2 416   0.3 113     0.3 153   0.2 112   0.1 303   0.1

4
ARIMA 901 48.5 900 42.7 366   43.7 224 40.2 148 42.9 770 32.8
LSTM 145 22.9 589 22.8 104   22.9 350 20.3 118 20.2 369 20.2
DBT 151   0.3 544   0.2 123     0.2 184   0.2 109   0.2 345   0.4
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　U 字型製造ラインの模擬環境によりその手法の効果を評
価した。結果として、0.4msの処理時間で4s先の人体幹位
置が予測可能であり、最大の予測距離誤差が 544mm であ
ることが分かった。また、比較評価実験により、本手法は
オーソドックスな時系列解析手法より予測精度が優れてお
り、処理速度が 10 倍以上速いことが分かった。
　本手法の予測距離誤差に関して、目標を達成することが
できない、改善が必要であることが判明した。これについ
ては、予測対象軌道の停止回数・停止時間が長いことに起
因しており、次の行動予測が難しくなっている。対策とし
て、例えば作業員の視線の追跡や停止時の手作業状態の監
視など、次のアクションが推測できる情報を予測処理に加
えることによって AI の判断精度を向上し、予測距離誤差
が改善できないかと考えている。
　今後は、予測距離誤差を改善し、製造現場事例を増やし
て評価することにより、本手法の実用性と汎用性を向上す
る。さらに複数人対応や手の動きの予測などの技術獲得を
目指して研究を進め、最終的に、人の動き予測技術により
スムーズな人ロボット衝突回避を実現し、安全性と生産性
が高度に両立する人ロボット協働生産環境の実用化に貢献
していく所存である。
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ソフトエラー耐性を強化した高信頼性安全システム
の開発
樋口 敏之

　ソフトエラー起因でのシステム異常により設備が緊急停止することなく、安全機能を維持しながら設備が稼働し
続ける信頼性の高い安全システムを開発したので報告する。
　半導体デバイスの高集積化および微細化に伴い、メモリにおける一過性のビットエラー（ソフトエラー）が問題
となっている。ソフトエラーにより半導体メモリに保存されているデータが一時的に書き換わることで、システム
の一時的な停止やシステムダウンを引き起こす恐れがある。半導体製造工場のように 24時間稼働して高価な材料を
取り扱う設備においては、そのような一時的なシステム停止でも過大な利益損失が発生する。
　一方で、半導体製造装置などに多く使用されている安全 PLC （Programable logic controller） は、安全制御に関連す
るすべての半導体集積回路やメモリ回路に対して自己診断を行い、異常な動作を検出した場合は直ちに装置を停止
するように制御する。そのため、ソフトエラーに対してもデータ化けが発生すると、安全 PLC は装置を停止させて
しまうことから、安全機能は維持しつつ不要な停止を抑え生産性を継続する対策が求められている。
　この課題に対して、安全性を損なうランダムハードウェア故障を検出して安全状態を維持する機能の実現だけで
はなく、ソフトエラーによるデータ化けを検出して、さらにデータの修復を行う機能も実現する技術を開発した。
　本論文は、そのソフトエラーによるデータ化けを検出してデータの修復を行う機能の具体的な方策と、その効果
の検証結果についてまとめる。

Development of Highly Reliable Safety System with 
Enhanced Tolerance against Soft-Error
HIGUCHI Toshiyuki
We report on the development of a highly reliable safety system that ensures that the equipment continues to 
operate while maintaining the safety function without making an emergency stop due to the system error caused 
by the soft error.

As semiconductor devices become more highly integrated and miniaturized, transient bit errors (soft errors) in 
memories are a problem. If data stored in the semiconductor memory is temporarily modified due to a soft error, a 
short time breakdown or a system down may occur. In equipment that operates 24 hours a day and handles expen-
sive materials in a semiconductor manufacturing factory, temporary stoppage can cause excessive profit loss.

On the other hand, Safety PLCs (Programable logic controller), which are often used in semiconductor manu-
facturing equipment, perform self-diagnosis on all semiconductor integrated circuits and memory circuits related 
to safety control, and immediately stop the equipment when abnormal operation is detected. Even if data is gar-
bled due to a soft error, the safety PLC will stop the equipment. Therefore, there is a need for measures to main-
tain productivity while maintaining safety functions and suppressing unnecessary outages.

In response to this issue, we has realized the technique not only the function of detecting random hardware 
failures that impair safety and maintaining the safety state, but also the function of detecting data corruption due 
to soft errors and recovering data.

This paper describes the specific measures for the function of recovering data by detecting data corruption due 
to the soft error, and the verification results of the effect.
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1.	 まえがき
　工場内における機械設備からの人体保護を目的とした安
全システムの構築において、各種の安全 PLC （Programable 
logic controller） が採用されている。安全 PLC とは、IEC 
615081）を代表とする国際安全規格の認証を取得した安全
制御のためのコントロールユニットである。作業者の安全
を確保するために安全 PLC が利用されることから、機械
設備の危険な状態を安全 PLC 自体の故障により検知でき
ず、安全だと判断して機械の稼働を許可させるように動作
してはならない。そのため、ハードウェアおよびソフト
ウェアに冗長性と多様性をもたせ、安全制御に関連する部
品を常時自己診断し、安全性を損なうランダムハードウェ
ア故障を検出した場合には機械設備を安全側に停止するよ
うな機能が安全PLCには施されている。これにより、一般
の PLC に対して安全性と信頼性を格段に高めている。
　安全 PLC は、安全回路のソフトウェア化や安全ネット
ワークによる省配線により、大規模で複雑なアプリケー
ションにおいてより柔軟な安全システムを実現することを
可能としている。そのため、大容量のプログラムを高速に
処理する半導体デバイスが安全 PLC には実装されている。
安全 PLC は、安全制御に関連するすべての半導体集積回
路やメモリ回路に対して自己診断を行い、異常な動作を検
出した場合は直ちに装置を停止するように制御する。
　近年の半導体デバイスの高集積化および微細化に伴い、
メモリにおける一過性のビットエラー（ソフトエラー）が
注目されている。ソフトエラーは、例えば α粒子や宇宙線
中性子の衝突によって生じる。また、微細な異物による
データ化けや、外部との入出力制御装置などから単発的に
飛び込むノイズによるデータ化けも同様に問題となってき
ている。これらのソフトエラーにより、半導体メモリに保
存されているデータが一時的に書き換わることで、システ
ムの一時的な誤動作やシステムダウンを引き起こす恐れが
ある。半導体製造工場のように 24 時間稼働して高価な材
料を取り扱う設備においては、そのような一時的なシステ
ム停止でも過大な利益損失を発生させるため、その対策が
求められている。
　ソフトエラーによるビット反転を検出する診断、および
ビット反転の発生したデータの修復については、Error 
Correction Code（以下、“ECC” という）を利用することに
より実現できることが一般的に知られている。しかし、そ
のような ECC 機能による対策を安全 PLC に適用するため
には、ECCを生成・チェックする特別なハードウェアが搭
載されたメモリや MPU に変更しなければならないためコ
スト高となる。また、デバイスの変更により安全PLCの故
障分析と安全性評価を再度実施しなければならず、機種毎
にそのハードウェア開発と評価が別途必要となる。
　そこで、ソフトウェアによる対策だけでソフトエラー耐
性強化をはかる安全 PLC の開発に取り組んだ。ソフト

ウェアによる対策を施すことは、追加のハードウェア回路
を必要としないためコストアップとならないことや、既存
の安全 PLC やその他の安全コンポーネントにも展開でき
る、という利点がある。

2.	 ソフトウェアによる対策の課題
　安全 PLC を含む多くの既存の安全コンポーネントは
MPU を冗長化している。データ化けを検出する方策とし
て、図 1に示すように MPU 間でデータをチェックする方
法を採用している。これは、データの比較によりデータ化
けを含む MPU の異常状態の検出が可能であるが、データ
化けの修復までは行ってはいないことが現状である。

図 1　MPU 間でのデータチェック

　そこで、従来技術として各 MPU で変数データを 3重化
してチェックする方法が挙げられる。3重化によるチェッ
クは、データ化けを検出して、さらにデータの修復を行う
方策として高い効果が見込まれる。しかし、3重化による
変数データのチェックは、予めプログラム上で変数データ
が定義されている必要があり、スタック領域といった一時
的にしか使われないデータに対しては保護できないリスク
がある。また、3重化によるチェックは変数データの読み
書き時に行われるため、使用頻度の低い変数データに対し
てはチェック間隔が長くなり、複数の変数データでデータ
化けが発生し修復されない可能性がある。

3.	 対策
　前述の課題に対して、各 MPU にてデータ化けを検出し
てデータの修復を行う機能の実現のため、以下の3つのソ
フトウェアによる対策の検討を行った。

①　変数データの 3重化
②　スタック領域の保護
③　周期検査によるエラー累積予防

3.1　変数データの 3重化
　プログラムのソースコードにて、メモリで扱うデータを
読み書きする記憶域として変数が定義される。代表的なプ
ログラム言語としては C 言語があるが、今回の開発では
C++言語を使用した。そのC++言語で変数として宣言され
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る Static変数およびAuto変数に対して、プログラム上で冗
長化された変数として扱うように宣言することとした。そ
して、対象となる変数を演算処理で使用する前に多数決判
定を行う。これにより、変数のデータ化けを検出し、デー
タの修復を行うことができる。図2に変数データの3重化
処理の詳細を示す。

図 2　変数データの 3 重化処理

　3つのデータのうち、いずれのデータも一致しない場合
はエラーとする。図 3に多数決処理の詳細を示す。

図 3　変数データの 3 重化処理

3.2	 スタック領域の保護
　メモリを用いて演算処理を実行するプロセッサは、レジ
スタを内蔵する。レジスタは、計算やメモリの特定アドレ
スを指すポインタ用途などに使用される。メモリ上にはそ
のレジスタのデータを一時的に保存するスタック領域があ
る。プログラムのメインルーチンを実行中に関数処理（サ
ブルーチン）が発生すると、メインルーチンを中断させる

ためにスタック操作が行われる。スタック操作には以下の
2つの処理がある。

（1）サブルーチン処理開始時に、プロセッサに内蔵され
ているレジスタに保持されたデータをRAM（Random 
Access Memory）のスタック領域に一時退避させる
操作（Push 操作）。

（2）サブルーチン処理終了時に、スタック領域に退避さ
せたデータをレジスタに復帰させる操作（Pop操作）。

　スタック操作によってデータが一時退避されるスタック
領域についてもソフトエラーが起こり得る。しかしなが
ら、サブルーチン処理に伴うスタック操作のコードは、コ
ンパイラによって自動生成される。そのため、汎用のコン
パイラを用いる場合、スタック操作に対して 3.1 項に記載
の変数データの 3重化処理を適用することができない。
　そのため、サブルーチン処理の先頭でスタック領域に退
避させたデータの複製を RAM 上に作成することで冗長化
し、サブルーチン処理終了時に冗長化されたデータを
チェックすることとした。
　図 4、5にスタック領域の 3重化処理の詳細を示す。な
お、3重化されたデータをチェックする多数決処理は図 4
に示す方法と同様である。

• funcY の functionEntry 処理において、funcY 呼び出し
前のスタックポインタ（=prevSP）と funcY 呼び出し
後のスタックポインタ（=nowSP）を比較し、増加し
たデータのコピーを RAM 上に作成する。

• funcYの実行を終了する直前に functionExit処理にて増
加したデータとコピーしたデータとを用いて多数決判
定を行う。

図 4　スタックポインタの読み出し
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図 5　スタックの 3 重化

3.3	 周期検査によるエラー累積予防
　3.1 項に記載の変数データの 3重化処理は、プログラム
の実行によって変数を読み出す際に、その読み出しに該当
するアドレスのデータは修復される。ただし、各変数が読
み出される頻度は、プログラムに依存する。読み出される
頻度の高い変数については、データの修復される機会が多
くなる。しかし、読み出される頻度の低い変数について
は、データの修復される機会が少なくなり、エラーが累積
することで RAM 上の 3重化された変数のアドレスのうち
複数のアドレスに対してソフトエラーが起こり得る。
　そのため、メインルーチンおよびサブルーチン処理で実
施される演算処理などのタスクの実行とは別に、ダミーの
処理部を設け、予め定められた周期毎に変数を読み出すダ
ミー処理を実行することとした。
　図 6にタスク実行部とダミー処理部と書込読出処理部を
示す。書込読出処理部の第 1～第 3アドレスはメインメモ
リのアドレスを示し、第 1アドレスはオリジナルの変数
データ、第2と第3アドレスはコピーの変数データを示す。

図 6　タスク実行部とダミー処理部と書込読出処理部

　図 7にダミー処理部によるデータ化け修復の例を示す。
変数 A1 が使用されるタスクの発生頻度は低いが、一定周
期毎にダミー処理が実行される。そのため、変数 A1 が使
用される次のタスクまでにデータ化けが発生してもデータ
は修復され、エラーの累積予防が可能となる。

図 7　ダミー処理部によるデータ化け修復

4.	 検証
　前述した「変数データの3重化」「スタック領域の保護」
「周期検査によるエラー累積予防」の 3 つの方策による
データ化け対策の効果を検証するためには、ソフトエラー
を発生させてデータ化けが発生したメモリの修復度合いと
システム異常の発生頻度を計測する必要がある。そこで、
以下の2つの方法により確認を行った。これらにより、短
期間で加速的にソフトエラー評価を行うことができる。

• 疑似ソフトエラー処理による評価
• α線照射試験による評価

4.1　疑似ソフトエラー処理による評価
　疑似ソフトエラー処理による評価は、擬似的にビット化
けを発生させるソフトウェアバッチ処理をプログラムに実
装して行う評価である。RAM エリア全体に対して網羅的
にビット化けを発生させ、システム異常発生時のビット化
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けが発生した箇所を特定することができるよう、その評価
方法と構成の検討を行った。
　図8に疑似ソフトエラー処理による評価構成を示す。以
下の手順により、ビット化けの位置情報と異常情報とが対
応付けされてデータベースに蓄積することができる。

① パーソナルコンピュータにて安全 PLC の内のメイ
ンメモリ内のビット化けを発生させる1ビットの位
置を指定する。

② 安全 PLC 内のソフトウェアバッチ処理にてメイン
メモリの指定された位置の1ビットのデータを反転
させる。1ビットのデータを反転させた後の所定時
間内に発生した異常に関する異常情報を収集する。

③ パーソナルコンピュータは、安全 PLC から異常情
報を取得する。

④ パーソナルコンピュータは、①において指定した位
置に関する位置情報と③において取得した異常情報
とを対応付けてデータベースに登録する。

図 8　疑似ソフトエラー処理による評価構成

　表1は、データベースに登録された位置情報と異常情報
の一覧の例である。データベースを参照することで、シス
テム異常発生時の原因分析とソフトエラーが発生したとき
の影響を容易に確認することができる。

表 1　位置情報と異常情報のデータベース

No. アドレス bit
位置 変数名 異常

ID

ソースコード
（ファイル名、

行番号）
1 0x200010AC 1 val_A 30 file_A.c, 867
2 0x20006000 7 val_B 57 file_B.c, 620
3 0x20007032 3 val_C 42 file_C.c, 500
4 0x20009A00 4 stuck 30 file_B.c, 827

… … … … …

N 0x20002000 5 val_X 77 file_A.c, 712

　表2に疑似ソフトエラー処理による評価結果を示す。同
一のハードウェアを用いて、ソフトエラー対策を実装する
前のソフトウェアと対策後のソフトウェアとのそれぞれに
擬似的にビット化けを発生させるソフトウェアバッチ処理
を実装してランニング試験を行った。結果、対策前のユ
ニットに対するソフトエラー対策を実装したユニットのシ
ステム異常発生率比は 0.00082 となった。

表 2　システム異常発生回数

対策前の
ユニット

ソフトエラー対
策後のユニット

a．ビット化けを発生させ
た回数 77,465 回 289,636 回

ｂ．システム異常の発生
回数 1,630 回 5 回

ｃ．システム異常の発生
割合（b/a） 0.021041 0.000017

ｄ．対策前後のシステム
異常発生率 1 0.00082

4.2	 α線照射試験による評価
　JEDEC JESD892）には、以下の 3つのソフトエラー評価
試験が規定されている。

　JESD89-1：フィールドテスト
　JESD89-2：放射性物質を用いた α線照射試験
　JESD89-3：加速器を用いた中性子線照射試験

　フィールドテストは、多数のサンプルを長期間かけて評
価を行うため、コスト高で時間もかかる。加速器を用いた
中性子線照射試験は、中性子線照射が可能な施設が限られ
ており、容易には行うことができない。一方で、放射性物
質を用いた α線照射試験は、線源があれば短時間で実施す
ることが可能である。今回は、実際にソフトエラーを発生
させてソフトウェアによる対策効果を早期に確認するた
め、簡易的に加速試験が行える α線照射試験を参考にし
た。
　図 9、10 に試験構成を示す。メモリが搭載されている
MPU に対して α線源を直接照射し、製品の動作を観測す
る。

• 製品にMPUが実装された状態で、MPUのパッケージ
表面を開封して内部の IC チップを露出させる。

• IC チップ上面に α線源である 241Am（アメリシウム）
を配置する。

• 製品を動作させ、挙動を観測する。システム異常が発
生した回数と時間を計測する。
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図 9　α 線照射試験構成

α 線の配置前 α 線の配置後

図 10　疑似ソフトエラー処理による評価構成

　表3に既存のユニットとソフトエラー対策を実装したユ
ニットの α線照射試験結果を示す。結果、既存のユニット
に対するソフトエラー対策を実装したユニットのシステム
異常発生率比は 0.0012 となった。

表 3　システム異常発生回数（α 線源との距離：21mm）

既存の
ユニット

ソフトエラー対
策後のユニット

ａ．累積照射時間 76 分 13,000 分

ｂ．システム異常の発生
回数 5 回 1 回

ｃ．システム異常の発生
間隔（b/a） 15.2分/回 13,000分/回

ｄ．対策前後のシステム
異常発生率 1 0.0012

　なお、疑似ソフトエラー処理による評価と α線照射試験
による評価とで、システム異常発生率比が異なっている。
これは、ソフトウェアを実装して動作するユニットの
MPU のパッケージ表面を開封して試験を行うため、試験
に用いたユニットを同一のハードウェアで比較試験ができ
ていないことが挙げられる。また、アメリシウムから放射
される α線の流速量（α粒子の数）がアメリシウムとMPU
との距離によって変化するため、α線の流速量は α線源を

固定する治具の精度に依存する。今回は簡易的な固定方法
で試験を行ったため、同一の α線の流速量で比較できてい
ない可能性がある。これらは今後のソフトエラー評価を行
う上での課題である。

5.	 むすび
　今回はハードウェアの追加をせずにソフトウェアの変更
だけでソフトエラーの耐性強化をはかる安全 PLC の開発
に取り組んだ。
　「変数データの 3重化」「スタック領域の保護」「周期検
査によるエラー累積予防」の3つのソフトウェアによるソ
フトエラー対策は、メモリに対して網羅的にソフトエラー
を発生させる疑似ソフトエラー評価により、対策前のシス
テム異常発生率に対して 0.0009 以下に低減できることを
確認した。また、α線照射試験により、実際の放射線が発
生する環境においても、ビット化けを修復して動作し続け
ることが確認できた。本技術を用いることで、ソフトエ
ラーによるシステムダウンの発生頻度を約 1/1,000 に改善
できる効果が見込める。
　今回は安全 PLC を対象としたが、ソフトウェアによる
方策を用いていることから他の安全コンポーネントへの展
開と応用が容易である。国際安全規格で要求される安全性
を損なうランダムハードウェア故障を検出して安全状態を
維持するといった安全コンポーネントとしての機能の実現
だけでなく、この技術を用いることで、ソフトエラーによ
るデータ化けを検出して、さらにデータの修復を行う機能
もソフトウェアにより実現できる。そして、ビット化けに
よるシステム異常が発生することなく動作し続ける信頼性
の高い安全システムの構築が可能となる。
　今後の課題としては、データ化けの監視および修復を行
う処理時間の短縮と高速化である。この技術は、ソフトエ
ラーによる影響が懸念される大容量のメモリを扱うネット
ワーク機器を扱ったアプリケーションに対しても同様の効
果が期待できる。ネットワークを含めた安全システム全体
の応答時間の高速化と合わせて検討していく。そして、安
全機能を維持しながら設備が稼働し続ける高信頼性安全シ
ステムの更なる創出により、生産性の向上に貢献していき
たい。

参考文献
1）IEC61508:2010. Functional safety of electrical / electronic / pro-

grammable electronic safety-related systems.
2）JEDEC JESD89:2006. Measurement and reporting of alpha particle 

and terrestrial cosmicray-induced soft errors in semiconductor 
devices.
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機械学習を用いた外乱補正による加工精度向上の検討
長林 洋輔，藤井 高史，山本 紳太郎

　製造現場では生産性を維持・向上しながら加工精度を向上することが要求されている。それに伴い近年では、製
造現場での材料や機械のばらつき・変動が無視できなくなっている。
　製造現場では、このような外乱影響を抑制するために様々な制御手法の工夫や、現場作業者による生産装置の調
整を行うことで加工精度の悪化防止に取り組んでいる。
　一般に外乱影響の抑制にはフィードバック・フィードフォワード制御が用いられているが、フィードバック制御
は外乱による影響が現れてから補正を行うため、効果が不十分となる場合がある。また、数式モデルを用いた外乱
補正を行うフィードフォワード制御の場合、使用環境に依存するような制御対象では予測誤差が大きくなり、加工
精度が悪化するという問題がある。
　そこで、本論文では機械学習を活用した外乱補正による加工精度の向上手法について提案する。提案手法をサー
ボプレス機の下死点補正制御に用い、従来手法に対して MSE（平均二乗誤差）が 1/6 となる加工精度の向上を確認
した。

Consideration of Improve the Machining Accuracy by 
Disturbance Correction Using Machine Learning
NAGABAYASHI Yosuke, FUJII Takashi and YAMAMOTO Shintaro

At the manufacturing site, it is required to improve the processing accuracy while maintaining and improving the 
productivity. As a result, in recent years, variations and fluctuations in materials and machines at manufacturing 
sites cannot be ignored.

At the manufacturing site, in order to suppress such disturbance effects, various control methods are devised 
and production equipment is adjusted by field workers to prevent deterioration of processing accuracy.

Generally, feedback / feedforward control is used to suppress the influence of disturbance, but the effect of 
feedback control may be insufficient because the correction is performed after the influence of disturbance 
appears. Further, in the case of feedforward control that performs disturbance correction using a mathematical 
model, there is a problem that the prediction error becomes large and the machining accuracy deteriorates in the 
controlled object that depends on the usage environment.

Therefore, in this paper, we propose a method for improving processing accuracy by disturbance correction 
using machine learning. Using the proposed method of bottom dead center correction control of the servo press, it 
was confirmed that the machining accuracy was improved so that the MSE (Mean Squared Error) was 1/6 of the 
conventional method.

1.	 まえがき
　製造現場では生産性を維持・向上しながら加工精度を向
上することが要求されている。それに伴い近年では、製造
現場での材料や機械のばらつき・変動（以降、2M 変動）
のような外乱の影響が無視できなくなっている。例えば、

プレス加工では加工精度が品質特性として特に重要視され
ている。プレス加工における加工精度は主に材料板厚のば
らつきや製造装置の状態変化が影響し、加工精度が悪化し
た際には、製造装置の調整を行うことで加工精度の改善を
行っている1）。
　一般に外乱影響の抑制には、フィードバック・フィード
フォワード制御が用いられる。しかし、フィードバック制
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御は与えた操作量の結果から補正を行うという原理上、外
乱による影響が現れてからしか補正を行うことが出来ない
ため、不良品の発生に繋がる。また、フィードフォワード
制御は外乱による影響が現れる前に、影響を抑えるように
補正を行うための適切な補正量が必要となる。しかし、外
乱補正に数式モデルを用いる場合、2M 変動のような使用
環境に依存する制御対象への適用は、予測誤差が大きくな
り加工精度の悪化に繋がる。
　このような背景から反復学習制御により、外乱影響を抑
制する補正を行い、製品の加工精度悪化を防止する手法が
検討されている2）。反復学習制御は、同様の条件が繰り返
される場合において試行を繰り返すことで性能を向上可能
な手法である。しかし、装置劣化や加工による温度上昇等
のような経時変化する外乱に対しては原理上学習が進ま
ず、外乱補正は困難となる。
　そこで本稿では、従来手法の課題を克服した、機械学習
を活用した外乱補正手法を提案する。本提案手法により、
経時変化する外乱を含む、2M 変動による製品の加工精度
の悪化を事前に防ぐことができる。
　本実験では、提案手法を弊社製 AI搭載マシンオートメー
ションコントローラ3）（以降、AIコントローラ）に実装して
効果を確認した。AI コントローラはマシンオートメーショ
ンコントローラに製造装置の制御と AI技術が共存し、時系
列データの収集、特徴量算出、外れ値検知機能を持つ。

2.	 課題
　2M 変動の複数外乱 d が加工部のツール・ワークに印加

されるフィードバック制御系を図1に示す。本稿での外乱
は従来手法では対応できない経時変化するものも含む。品
質特性基準値 qrから加工機の設定値 sを生成し、品質特性
値 q をフィードバックし、目標値生成から目標値 o を出力
する。制御器は目標値 o と制御量 y から操作量 u を出力し
てメカを制御し、ツールを通じてワークの加工を行う。
フィードバック制御系の場合、品質特性値 q を用いて自動
または手動で目標値の調整を行い、品質特性値 q のばらつ
きが小さくなる制御を実現する。しかし、フィードバック
制御系では外乱の影響が品質特性値 q に現れてから設定値
s の補正が行われる。そのため、加工材の個体差や気候や
季節、日時のような同一条件とすることが困難な使用環境
の差によっては、即座に適切な補正が行われず、良好な品
質特性値 q が得られない。
　このため本稿では図 2のようにツール・ワークに印加さ
れる 2M 変動の外乱 d を入力、補正量 c を出力とする補正
器を用い、設定値 s を補正するフィードフォワード制御系
を考える。
　補正器には製造時に起こりうる 2M 変動の外乱 d に応じ
た、品質特性値 q のばらつきが小さくなる適切な補正量 c
を出力することが求められる。しかし、2M 変動の外乱 d
は使用環境に大きく依存し、経時変化するため、一般的な
数式モデルを用いた外乱補正を行うフィードフォワード制
御や反復学習制御は適用できない。
　そこで、フィードフォワード制御において困難となる補
正器の設計を、機械学習を用いて容易に設計する手法につ
いて以降で説明する。

図 1　フィードバック制御系

図 2　フィードフォワード制御系
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　なお、外乱は十分に小さければ品質に影響は無く、極め
て大きいと制御系での補正は不可能となることは自明であ
る。そこで、本稿では 2M 変動の外乱 d は、不良品を発生
しうる大きさがあり、かつ、制御系の設計で想定されてい
る範囲は越えないものと想定する。

3.	 提案手法

3.1	 補正器の構成
　図3に提案手法となる補正器の構成を示す。補正器は特
徴量演算部と予測器からなり、計測した 2M 変動の外乱 d
から適切な補正量 c を予測する構成とする。

図 3　補正器の構成

　特徴量演算部は、品質特性値に影響を与える 2M 変動の
外乱 d をセンサで計測し、平均値、最大値等の特徴量化を
行う。予測器は教師あり学習アルゴリズムを用いた予測モ
デルにより特徴量 f に応じて補正量 c を出力する。

3.2	 補正器の構築手順
　補正器の構築ではまず、従来手法（熟練者による設定や
フィードバック制御等）による生産データ（補正量 c、セ
ンサで計測した2M変動の外乱d、および品質特性値q）の
収集を行う。なお、品質特性値 q を制御に用いないにもか
かわらず、収集する理由について補足する。収集したデー
タは、従来手法に基づくため必ずしも良品ではなく、不良
品のデータも含まれる場合がある。また、良品であっても
品質特性値にはばらつきがあり、規格上下限に近いデータ
も含まれている。そのため、収集したデータ全てを学習
データとして用いると品質特性値 q が大きくばらつく補正
量 c を出力する予測モデルとなり、加工精度の向上は見込
めない。そこで、データ前処理で、収集したデータの中か
ら品質特性値 q のばらつきが小さいデータセットを選別し
て学習を行う。なお、予測器の学習はオフラインにて行
い、生成した予測モデルおよびデータ前処理で選択した特
徴量 f の演算を制御装置に実装する。

（1）データ収集
従来手法で製造した際の品質特性基準値qr、品質特性
値 q、センサで計測した外乱 d、および従来手法によ
り決定した補正量 c を含む生産データを収集する。

（2）データ前処理
本稿では、生産設備の繰り返し動作区間をフレームと
呼ぶ。収集したデータは時系列データのため、フレー
ムの特定区間毎に平均値、最大値等の統計的な特徴量
を算出し、対応する補正量 c と紐付けてデータセット
とする。特徴量演算部で用いる特徴量 f の選択には、
因果分析や重要度解析等を使用することができる。
データセットの中から品質特性値 qが品質特性基準値
qr から大きく外れているデータを削除し学習/評価
データに分割する。なお、品質特性基準値qr、品質特
性値 qは以降の処理に使用しないためデータセットか
らは削除する。

（3）予測器の学習
特徴量 f から補正量 c を予測する回帰モデルを学習す
る。回帰には様々な手法があるが、本稿では高速に予
測処理を実行可能な機械学習アルゴリズムである力
学系学習木（Dynamics Learning Tree, DLT）4）を用い
た。

（4）評価
評価データを用いて予測精度の評価を行い、予測モデ
ルの性能評価を実施する。

　以上の手順で構築した補正器を、図 2のフィードフォ
ワード制御系に用いることにより、外乱 d の影響を打ち消
す補正値 c が適切に決定され外乱抑制制御が可能となる。

4.	 実験

4.1	 実験対象
　本実験では、AI コントローラ上に本手法を実装し、放
電精密加工研究所製サーボプレス機「ZENFormer nano」に
接続して下死点位置制御によるプレス加工を行った。
　「ZENFormer nano」は増力機構にボールねじを採用した
4軸直動式サーボプレスとなっており、スライドを面でコ
ントロールし、μm単位での制御が可能となっている。図4
に金型レイアウトを示す。サーボプレス機には、金型温
度、製品厚等の各種状態を測定するセンサを取り付けてい
る。順送加工により材料は左から右へと流れる。なお材料
厚はロール交換時に事前に測定されているものとする。
　板厚 1.00±0.05［mm］、幅 32.0±0.20［mm］の一般的
な冷間圧延鋼板である SPCC-SD を使用して図 5のフラン
ジを製造し、中央のくぼみの厚さを 0.6±0.01［mm］とな
るようにプレス加工する。
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図 4　金型レイアウト

図 5　製造物

　また、図 1、2に示した制御系との対応および本実験に
おいて共通となる条件・設定値を表 1に示す。

表 1　実験条件

項目 対象 条件・設定値
品質特性基準値

qr 目標製品厚 0.6±0.01［mm］

品質特性値
q 製品厚 ―

設定値
s 下死点設定値 84.200［mm］

補正量
c 下死点補正量 ―

制御量
y スライダ位置 ―

外乱
d 金型温度、材料厚 ―

― 成形速度 30［mm/s］

― 下死点停止時間 500［ms］

― 実験開始時の周囲
温度 20 ～ 20.9［℃］

4.2	 補正量算出
　本実験では図 1の補正器の役割を人が担う（a）手動補
正、（b）参考文献 1）の手法を用いた自動補正、（c）提案
手法を用いた自動補正による加工精度や誤差を比較する。

（a）手動補正（従来手法）
定期的に抜き取り、4箇所の製品厚をマイクロメータ
で計測し、4箇所の平均製品厚が0.6±0.003［mm］を
超えた際に、作業者が下死点補正量を現在の補正量∓
0.003［mm］に手動で設定する。

（b）自動補正（従来手法）
プログラムにより、連続する100ショットの製品厚の
平均値と目標値の差分が±0.003［mm］を超えた際
に、下死点補正量を現在の補正量∓0.003［mm］に自
動で設定する。

（c）提案手法
金型温度と材料厚から特徴量 f を演算し、予測器によ
り下死点補正量を毎ショット算出する。なお金型温度
は制御中の測定のためショット毎に変動するが、材料
厚はロール毎の事前測定のためショット毎には変わ
らないものとする。

4.3	 提案手法の補正器の構築
　3.2 補正器の構築手順に従い、（b）自動補正による生産
データを収集し、補正器の構築を行う。本実験では収集し
た生産データのうち、製品厚が 0.6±0.003［mm］以内の
データを学習データとして用いる。特徴量演算は外乱 d の

(31) 31



平均値を用いる。なお、補正器構築のための生産データ
は、実験結果に示すデータ以外にも複数の材料ロールで収
集を行っている。学習データの範囲を表 2に示す。

表 2　学習データ範囲

項目 学習データ
材料厚［mm］ 0.9940 ～ 1.0182

金型温度［℃］ 19.2 ～ 26.5

4.4	 実験結果
　（a）手動補正、（b）自動補正、（c）提案手法をそれぞれ
4000 ショット行った実験結果について述べる。

（1）外乱傾向
各手法実験時の平均材料厚を表3に示す。材料ロール
の厚さの規格は 1.00±0.05［mm］である。各手法で
の実験毎に使用した材料ロールは異なるため平均材
料厚も異なっている。

表 3　平均材料厚

項目 （a） 手動補正 （b） 自動補正 （c） 提案手法
平均材料厚
［mm］ 0.9996 0.9968 1.0061

　図6に各手法実験時の金型温度の変化を示す。いずれも
時間が経つにつれて温度が上昇する傾向がみられるが、実
験日時の違い等の影響もあり、実験開始時の金型温度や温
度上昇の仕方に違いがある。

図 6　生産数による金型温度の変化

（2）補正結果
各補正手法を実行した結果の補正量を図 7 に示す。
（a）手動補正、（b）自動補正に比べ、（c）提案手法で
は補正量が金型温度の変動に細かく追随できている
ことが分かる。各手法の下死点補正量の初期段階の違

いは材料厚と金型温度が反映されている。（a）、（b）
の従来手法ではフィードバックによる遅れのため、初
期値は 0であり適切な補正量に達するのに（c）提案
手法よりも時間がかかっている。

図 7　生産数による下死点補正量の変化

（3）品質特性値の比較
それぞれの下死点補正手法を適用し、品質特性値であ
る製品厚を測定した結果を表4および図8に示し、以
下で性能を比較考察する。

表 4　製品厚

項目 （a） 手動補正（b） 自動補正（c） 提案手法
平均［mm］ 0.5966 0.5978 0.6005

標準偏差
［mm］ 0.0012 0.0010 0.0008

MSE［mm2］ 1.272×10－5 0.585×10－5 0.096×10－5

工程能力指数
（Cpk） 1.89 2.56 3.75

図 8　生産数による製品厚の変化
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（a）手動補正
工程能力指数は 1.89 と工程能力としては十分である
が、生産初期の製品厚が目標下限側にあり、少ない頻
度での抜き取りによる補正のため、目標製品厚から
偏った製品厚となった。目標下限値を超える突発的な
製品厚の変動は材料厚や金型温度に極端に大きな変
化がないことから、一時的なゴミの噛み込みや潤滑状
態による影響が考えられる。

（b）自動補正
図 9に実験開始時付近の製品厚を示す。（a）手動補正
に比べ加工精度は高いが、同様に偏った製品厚となっ
た。目標製品厚への収束に時間が掛かかっているの
は、補正に製品厚100ショットの平均値を用いた補正
量とする手法のためと考えられる。

図 9　製品厚（自動補正）

（c）提案手法
（b）自動補正に比べ、平均製品厚は0.0017［mm］、製
品厚のばらつきを示す標準偏差は 0.0002［mm］改善
している。また、生産開始時から目標製品厚中心に分
布する結果となっており、金型温度や材料ロールの変
更による影響を補正量に適切に反映していると考え
られる。その結果、より目標製品厚0.6［mm］に近い
製品厚とり、（b）自動補正に対しMSEは1/6に改善し
た。

5.	 むすび
　本稿では、従来手法では十分に抑制できない外乱に対し
て、機械学習による補正量予測を用いた外乱補正手法を提
案した。本手法をサーボプレス機下死点位置制御によるプ
レス加工に適用し、従来の自動補正に対してMSEが1/6と
なる加工精度の向上を確認した。
　本手法では、機械学習を用いて使用環境により異なる
2M 変動の傾向に対しても適切な補正量を予測し、従来手
法よりも高い精度で制御できることを示した。本実験では
従来手法においても工程能力は十分であったが、本手法を

適用することで、工程能力の不足している工程の改善効果
が得られる。また、従来よりも寸法許容差の小さい高精度
な製品を製造できるようになると考えられる。
　本実験では材料厚と金型温度の2つの外乱のみを考慮し
たが、機械学習では一般に、変数が多くなると必要な学習
データ量が増加することや、次元の呪いの問題等があり、
予測モデルの構築が困難となる課題がある。そのため、今
後はより多くの変動要因を持つ対象での実験も必要と考え
られる。また、本手法の汎用性、安定性、安全性について
も今後、シミュレーションや別の対象への実装による評価
を通じて検証を行っていく。
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データ抽象化を用いた制御アルゴリズム簡単化による
ロボットの多種ワーク高速ハンドリングの実現
阿部 将佳，川上 真司，金井 聡庸，齊藤 ゆみ

　近年、日本をはじめとする製造業からサービス業へのシフトが進んだ国において、質が高い労働者の人件費が高
騰しており、人手が中心となっていた中品種中量生産現場におけるロボットの自動化ニーズが高まっている。そこ
で我々は、中品種中量生産の組立前工程で必須となるキッティング工程に着目し、生産性を落とさず人の置き換え
が可能となるよう、 （1）人同等以上の速度で、 （2）位置姿勢を合わせながら、（3）多様な部品を決められた場所に並
べられるロボット技術の実現性を検討した。
　既存技術で課題となる多様な部品への対応のうち、ハードウェア面の課題は我々の既存ハンドを改良することで
対応した。本稿では、部品の品種毎に対応が必要となりプログラム工数が増大するソフトウェア課題に対して、ロ
ボットのタスク実行に必要な抽象化データと、ロボットが取得するセンサデータを自動で抽象化データに変換し制
御に用いるアーキテクチャを定義し、プログラム工数の増大なくタスクを完遂できるロボットによる高速ハンドリ
ング手法を紹介する。また、本手法を用いてキッティングの実システムを構築し、 （1）～（3）を達成したことも報告
する。

Realization of the High-Speed Robot Manipulation for 
Variety Parts by Data Abstraction and Simplified Control
ABE Masayoshi, KAWAKAMI Shinji, KANAI Akinobu and SAITOH Yumi

In recent years, the labor cost of high-quality workers has been rising in Japan and other countries that have 
shifted from manufacturing to services, and there is a growing need to automate robots in medium- to low-
volume production, which has been done mainly by hand. Therefore, we focused on the kitting process, which is 
essential in the pre-assembly process of medium- and low-volume production, and examined the feasibility of a 
robot technology that can (1) perform at a speed equivalent to or faster than that of a human, (2) adjust its 
position and orientation, and (3) arrange various parts in a predetermined location, so that it can replace human 
workers without reducing productivity.

Among the issues with the existing technology, the hardware issues were addressed by improving our existing 
hand. In this paper, we define the abstract data required for robot task execution and an architecture that 
automatically converts the sensor data acquired by the robot into abstract data for control, in order to solve the 
software problem that requires support for various parts and increases the manpower required for programming. 
This paper introduces a high-speed handling method using a robot that can complete tasks without increasing the 
programming effort. We also report the construction of an actual kitting system using our method and the 
achievement of (1) to (3).

1.	 まえがき
　従来、産業ロボットは、自動車業界の塗装や溶接など、
精度と効率を要求される繰り返し作業を中心に活用されて

きた。一方、様々な種類の物を扱い、位置誤差の補正など
環境に合わせて作業することが要求される現場では人が主
に従事してきた。近年、日本をはじめとする製造業から
サービス業へのシフトが進んだ国においては、質が高い労
働者の人件費が高騰しており、出荷現場における完成品の
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箱詰めや食品工場における食品の整列など、形状が似た製
品を扱う少品種多量生産現場の工程で産業ロボットの導入
が進み始めている。今後は、ロボットの中品種中量生産現
場への適用が期待されている。そこで、本研究では中品種
中量生産のデジタル機器の組立工程の前工程として必須と
なるキッティングに着目し、自動化を検討した。人からロ
ボットに置き換えて、生産性を維持するためには、（1）人
同等以上の速度で、（2）（部品の）位置姿勢を合わせなが
ら、（3）多様な部品を決められた場所（以後、「プレイス
場所」と呼ぶ）に並べられる能力がロボットに求められ
る。
　従来、部品（ワーク）を人同等以上の速度でハンドリン
グするために、ワークに応じた治具の設計で対応してき
た1）。また、ロボットが作業に応じて自律的に位置姿勢を
合わせる（補正する）ために、センサを用いたフィード
バック制御が検討されてきた2）。しかし、いずれの方法で
も、人同等以上の速度による位置姿勢誤差の補正という
（1）（2）を両立したワークのハンドリングができていな
い。これに対し、環境との接触を積極的に活用するソフト
ロボティクスという研究領域があり、この領域における、
環境との接触を活用して位置姿勢誤差を推定および補正す
る手法を利用すると、人同等以上の速度で組立タスクを実
行できることをKarakoらが実証している3）。しかし、この
手法はリング状のワークのシャフト挿入タスクのみに対応
しており、ワークやプレイス方法の多様性には対応出来な
い。
　本研究では、人同等以上の速度で位置姿勢誤差を推定し
補正する Karako らの研究3）を先行研究とし、多種ワーク
対応性の向上を本研究の目的とする。多種ワーク対応にお
いて課題となるのは、（a）多種ワークに対応したハード
ウェアの実現と、（b）ワーク個別に制御プログラムを実装
することに伴い増加する人的コストの削減であるが、（a）
の課題に対しては、先行研究3）で開発したハンドを多種
ワーク対応向けに改良して対応した。（b）の課題に対して
は、キッティング中に得られるセンサデータを階層化し、
キッティングタスクに共通で、かつ、ワークや姿勢に依存
しない抽象度の高いデータを出力するアーキテクチャを定
義し、このワークや姿勢に依存しない抽象データからアー
ム・ハンドへの指令データを生成することで対応した。ま
た、（a）、（b）の解決手法を用いたキッティングシステム
を構築し、人同等以上の速度で、位置姿勢を合わせなが
ら、多様な部品を決められた場所に置くことができること
も確認した。
　本稿は、課題（b）の解決手法を中心に報告する。2章で
多種ワークに対応して人同等以上の速度で位置姿勢ずれを
自律的に補正する制御系を実現するセンサデータの抽象化
手法と、この抽象化したデータを用いた制御系について記
述する。3章でキッティングシステムを構築するにあたっ

て前提としたハードウェアと動作戦略、そして、実際に実
装した抽象化したデータと、システムについて記述した
後、4章で構築したシステムによるキッティング作業の評
価結果を示す。そして5章でまとめと今後の展望について
述べる。

2.	 提案する手法
　本研究では、キッティングの要件である人同等以上の速
度で位置姿勢誤差を補正するために、Karako らの環境を
活用して位置姿勢誤差を推定し補正する手法3）を採用し、
残る課題となる多種ワーク対応性向上の課題に取り組む。
様々なワークを扱う課題は、様々なワークを把持可能な
ハードウェア面の課題と、ワークやプレイス場所ごとに制
御プログラムを実装し調整するソフトウェア面の課題に分
けられるが、前者のハードウェアに対しては、開発済みの
ハンドに機能追加したハンドを用意して対応した（詳細は
3章を参照）。本章では、後者の制御ソフトウェアの実装
と調整について記述する。

2.1	 方針
　先行研究3）においてワークやプレイス場所ごとに制御プ
ログラムを実装することになる原因は、ワークやプレイス
場所に依存したデータを用いているためである。そこで
我々は、ワークやプレイス場所が変わっても同じ制御プロ
グラムでキッティング作業を実行できるように、ロボット
に装着した様々なセンサデータや、アームやハンドのモー
タの角度データといった未加工データを直接扱わず、キッ
ティングの自動実行に必要で、かつ、ワーク依存性・作業
依存性のない抽象データに変換し、この抽象データで制御
することにする。

2.2	 抽象データの要件定義
　2.1 節の方針で重要となる抽象データの要件を、キッ
ティングの自動化に求められる以下の要件から定義する。

要件 1．アームは、ワークやプレイス場所に合わせて自
律的に位置姿勢を補正すること

要件 2．ハンドは、早い作業でもワークを落とさないよ
うに安定して把持すること

要件 3．人同等の時間でキッティングすること

2.2.1	 要件 1から導く抽象データ
　図 1に示すように、（a）ピック時において、上位システ
ムから与えられたハンド把持位置（必ずしもハンドの中心
に一致しない）でワークを把持できるように、「ハンド把
持位置とワーク想定把持位置」の位置姿勢を合わせるよう
にアームを制御する。プレイス時においては、「ワークを
把持した状態のハンドを、ワークを含めて一体的なハンド
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とみなし、把持したワークの面や辺、角あるいは重心」と
「プレイス場所のガイドや印」の位置姿勢を合わせるよう
にアームを制御する。このように制御することで、ピック
時とプレイス時のそれぞれで個別のプログラムを作成する
ことなく、同じ制御で位置姿勢誤差を補正できるようにな
る。また、（b）指を動かした際に指の高さが変わるため、
アームはその高さの変化に追従する必要がある。
　（a）のピックとプレイス時における位置姿勢を合わせる
ために、上位システムやセンサから得られる位置姿勢に関
する情報を利用する。センサは、「2対象間の位置姿勢誤
差相当値 ΔΔ ∈∈x R( )6 」を測定可能なセンサ（たとえばビ
ジョンセンサ）や「ハンドが受ける外力相当値 f Rhnd ( )∈∈ 6 」
を測定可能なセンサ（例えば力覚センサ）を利用する。ハ
ンドが受ける外力を測定するセンサは、ワークにハンドが
接触したことや、把持したワークがガイドに接触したこと
を感知することで位置姿勢を合わせる用途で利用する。位
置姿勢誤差を推定し補正する場合、ΔΔ x  は最終的に誤差量
が0になるよう制御するので、数十％のスケール誤差が含
まれていても問題なく機能する。また、 f hndは、接触して
いない時は 0で、接触力に合わせて増減すれば良いので、
数十％のスケール誤差が含まれていても問題なく機能す
る。このため、これらセンサには、厳密なキャリブレー
ションは不要である。これら 2つの「2対象間の位置姿勢
誤差相当値 ΔΔ x」と「ハンドが受ける外力相当値 f hnd」
は、ワークや作業に依存しないため、それぞれ抽象データ
の 1つとする。
　次に（b）の指の動きに合わせてアームの高さを追従す
るために、「指の角度情報 qijact」を利用する。この角度情
報はワークや作業に依存しないため、抽象データの1つと
する。

図 1　各把持方法におけるピック・プレイス時の位置誤差

2.2.2	 要件 2から導く抽象データ
　ワークを複数の指で把持する場合は、指がワークから受
ける外力が、その接触点/面において法線方向に生じてい
る状態が、その指配置における最も安定性の高い状態とし
て必要である4）。また、吸着など指単独で把持する場合
は、「上位システムから指定された把持位置でワークの想
定把持位置を吸着把持している状態」が安定した把持状態
である。どちらの場合も、安定して把持できていないと、
指に対してワークが傾き、各指について指の面の部位（例
えば、指先と指根本）によって受ける力に偏りが出る。
　このため、ハンドがワークを想定通りに把持できている
かどうかを把握するため、「指 i の指の面における力の偏
り」を観測する。この値は偏りがないときは0となり、偏
りがあるときはその偏りの大きさに応じて増加する値であ
る。この「指 i の指の面における力の偏り相当値 Δfi fng」
は、ワークや作業に依存しないため、抽象データの1つと
する。
　本節の最初に記載したように、複数の指で把持する場合
は、「それぞれの指に一定以上の力がかかっていること」
を感知する必要がある。この「指 i が受ける外力」は、指
が受ける外力に応じて増減し、外力がないときは0になる
値であればよい。また、0を少し超えた値を保つように制
御するので、推定している力に数十％のスケール誤差を含
んでいても機能し、センサの厳密なキャリブレーションは
不要である。この「指 i が受ける外力相当値 Δfi fng」は、
ワークや作業に依存しないため、抽象データの 1つとす
る。

2.2.3	 要件 3から導く抽象データ
　人は、腕を動かしながら独立して指を動かし、作業に
よっては腕と指を連携して動かすことで、効率的に作業す
る。本システムも、同様の仕組みを採用する。このため、
アームとハンドには、独立に動作できるように指令値を個
別に入力する。また、必要に応じてお互いの作業の達成を
待ってから、連携して次の作業を実行開始できるように、
それぞれの「作業の達成度合い」を出力する。アームもハ
ンドも、現在値が制御の目標値に近づくと速度を落とすこ
とに着目し、「作業の達成度合い」として、作業依存性の
ない「アーム速度の絶対値 | |varm 」と「ハンド各指の角速
度の絶対値の平均 | |qact 」を抽象データの 1つとして採用
する。

2.3	 提案方針に基づく制御系の構成

2.3.1	 タスクの実現
　2.2 節に記載の要件 1、要件 2 の抽象データを用いて
フィードバック制御をおこなう。この制御はワークや作業
に依存せず、目標状態に達するとアームとハンドの動きが
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止まる。この動きが止まることは、要件3の抽象データが
「0」となることに等しいため、目標状態に達したことの判
定は、要件 3の抽象データにより行う。この制御により、
たとえば「ワークの場所にアームを移動する」、「ワークを
把持する」といった、キッティングを構成する1つ 1つの
動作が実現できる。この1つ 1つの動作を本稿では「制御
フェーズ」と呼ぶ。この「制御フェーズ」を複数用意し、
順に実行することで、キッティングなどの「タスク」を実
現する。（図 2の左側）
　図2の右側に示すように、各制御フェーズの処理は、そ
の制御フェーズに依存するパラメータ（2.3.4 節で詳述）
を、すべての制御フェーズで共通の処理に代入することで
実現する。制御フェーズ共通の処理では、2.1 節の方針に
基づき、センサが出力する未加工データ層のデータを一
旦、抽象データ層のデータに変換し、抽象データ層で指令
値を生成して、再び、アームおよびハンドのモータへの未
加工データ層の指令値に変換する構成となっている。「未
加工データ層」はセンサや、アームおよびハンドのモータ
が扱うデータを処理し、「抽象データ層」はワークや作業
に依存しないデータを処理する。

2.3.2	 指令値の生成
　「制御フェーズ」では、センサが出力する未加工のセン
サデータは、「抽象データ化」機能により、2.2節に記載の

要件を満たす抽象データに変換する。「抽象データ化」機
能には、センサデータから 2.2 節に記載の要件を満たす抽
象データを算出する式を定義している（本研究で作成した
キッティングシステムにおける抽象データの定義は 3.3 節
を参照）。
　アームへの指令値である「位置姿勢誤差補正速度ベクト
ル xcmd 」は、「アーム指令値生成」機能で、抽象データ 
f hnd、ΔΔ x、qiact を用いて以下のように生成する。

 
x = r + K f + K x

is ave J q q

cmd d fh hnd xa

hv

i=1..n
i
act

i
cmd

f

 



ΦΦ ΦΦ ΦΦ

ΦΦ

ΔΔ

− ( )( )  （1）

　ここで、rdΦΦ
 はフェーズごとに設定するアームの目標速

度、K fh
ΦΦ  と K xa

ΦΦ  はフェーズごとに設定する単位換算行列
（∈ ×R6 6）、と ishvΦ  はその項を実行するか否かのフラグ（実
行する場合は 1、実行しない倍は 0）、nf はハンドの指の
数、ave() は引数となるベクトルの要素ごとに平均値を計
算する関数、すなわち、ai を任意のベクトルとしたときに
以下の式で定義される関数である。

 ave a n a
i n

i f ii

n

f

f

=1 =1
= 1 /

..
( ) ∑  （2）

　qiact は指 i の各軸 j の角度 qijact からなる角度のベクトル、
J qiact( ) は指 i のハンド各軸の角速度からハンド各指の先端
速度への対応を表すヤコビ行列、qicmd  は指 i の各軸 j の指
令角速度 qijcmd  からなる角速度のベクトルである。

図 2　提案方針に基づく制御系の構成
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　xcmd  の生成式は、先行研究3）におけるアーム指令値を
定義した以下の式の J −−1( )θθ  にかかる括弧内の式を多種
ワーク対応のキッティング用に拡張したものである。

    θθ θθc = 0J r G p V ed C
−− ++ ΔΔ1( ) ( )⋅ −  （3）

　我々が提案する xcmd  の生成式において、位置姿勢誤差
を認識できている場合は rdΦΦ == 0、K fh

ΦΦ = 0 とし、 K xxa
ΦΦ ΔΔ  の

項で誤差補正を行うための指令値を生成する。また ave()
の項は各指 i の指先速度の平均値を表しており、指による
摘まみ上げ動作による位置変化に追従することで指先の位
置を一定に保つための項である。指先を動かしたときに位
置を一定に保つ必要がない場合は ishvΦ = 0 とする。
　次に、ハンドの各軸への指令値である「把持安定化角度
ベクトル qicmd」は、「ハンド指令値生成」機能で、抽象
データ Δfi fng、 fi fng を用いて以下のように生成する。

 q q k f dt k f dtij
cmd

ij
d

ij
f f

i
fngt

ij
ff

i
fngt

= − +∫ ∫ΦΦ ΦΦ
ΔΔ

ΦΦΔΔ
0 0

 （4）

　ここで、qijdΦΦ は指 i の軸 j のフェーズごとの目標角度、
kijf f

Φ
Δ  と kijffΦ はフェーズごとに設定する単位換算係数であ

る。
　qijcmd の生成式は、先行研究の手法3）におけるハンドの目
標角度 qdj の算出に相当する。qijdΦΦ の位置に指を動かした
後、複数の指で把持する場合は項 k f dtij

f f t
i
fng

Φ
Δ Δ∫0  で片側の

指が押し勝たない位置になるよう調整し、項 k f dtij
ff t

i
fng

Φ ∫0  
で一定の力で把持するように角度を調整している。吸着な
ど単独の指で把持する場合は k kij

f f
ij
ff

Φ
Δ

Φ= = 0 とする。
　アームやハンドの各軸モータを動作させるために必要な
指令値の単位には、これらの指令値ベクトルから実際に使
用しているモータドライブのインタフェースに合わせて変
換する。

2.3.3	 アームとハンドの連携実行の実現
　アームとハンドを独立して動かすことが求められるた
め、アームとハンドへの指令値は同時に出力する。一方
で、必要なときにはアームとハンドが連携して次の動作を
同時に開始できるように、「抽象データ化」機能は、アー
ムとハンドそれぞれの「作業の達成度合い」である「アー
ム目標達成度 | |varm 」、「ハンド目標達成度 | |qact 」を出力し
ている。「目標達成判定」機能が、これらの目標達成度と
「許容誤差 ε εΦ Φ

arm hnd, 」を参照して、次の「制御フェーズ」
に進めるかどうかを決める。アームとハンドを同じタイミ
ングで動作させたい制御フェーズにおいて、アームとハン
ドの目標達成度のどちらか一方が「許容誤差 ε εΦ Φ

arm hnd, 」を
超えている場合、「目標達成判定」機能は、現在の「制御
フェーズ」の識別子を出力し、両方の目標達成度が目標を
達成する場合、次の「制御フェーズ」の識別子を出力し、
制御全体は次の「制御フェーズ」に移行する。

2.3.4	 制御フェーズごとのパラメータ
　「制御フェーズ」を、「ワークの場所にアームを移動す
る」、「ワークを把持する」といった動作を実行できるも
のに特徴づけるデータが「制御フェーズ用パラメータ」
である。本手法において、ユーザもしくは上位系が設定
するのはこのパラメータのみである。このパラメータに
は、前述の目標達成を判断するための「目標値 r qd

ij
d

Φ Φ, 」
や「許容誤差 ε εΦ Φ

arm hnd, 」と、2.2 節に記載の要件を満た
す抽象データから指令値を生成する際の単位変換係数 
K Kfh xa

ΦΦ ΦΦ, , , ,is k khv
ij
f f

ij
ff

Φ Φ
Δ

Φ が存在し、「制御フェーズ」ごとに
固有の値を設定する。「制御フェーズ」が実現する動作は、
基本的な動作になるため、こうしたパラメータは、一度設
定すれば様々なタスクで流用できる。
　「制御フェーズパラメータ抽出」機能が、現在の「制御
フェーズ」に基づき、該当する「制御フェーズ用パラメー
タ」を、「抽象データ化」や「目標達成判定」などの各機
能に出力する。

3.	 システムの実現
　本研究では、2章で提案した制御系を実装し、人同等速
度で動作するキッティングシステムを構築した。本章では
このシステムについて記述する。

3.1	 前提としたハードウェア
　本節では、システム実現のために利用した機器について
記述する。

3.1.1	 吸着機構と複数センサを備えた柔軟ハンド
　人同等速度で動作するキッティングシステムを構築する
にあたり、先行研究3）で開発したハンドに対し、以下の機
能要件を追加した改良ハンドを作成した。

1． 1 つのハンドで、対象とする様々なワークを把持で
きること

2． 2.2 節の要件を満たす抽象データを算出できるよう
に、把持/非把持の各状態で、ハンドに対するワーク
の相対的な位置姿勢誤差を認識できること

　まず 1つ目の要件に対応するため、各指に大小の吸着
パッドによる吸着機構を取り付け、4種類の把持方法で図
3に示す範囲のワークを把持できるようにした。
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図 3　対象ワークの把持方法

　次に、2つ目の要件を満たすように、掌の中心にビジョ
ンセンサ用カメラを、各指の吸着パッドに、その押込量 1
軸、姿勢2軸の合計3自由度の変形量を静電容量変化によ
り取得可能な吸着パッドセンサ5）を取り付けた（図 4）。
これにより、非把持状態、把持状態のそれぞれでワークと
の位置姿勢誤差を取得できるようにした。

3.1.2	 ms オーダーで処理可能なシステム構成
　先行研究 3）が提案する手法では、システムの高速性を
確保するため、制御周期を1msとしている。我々が今回作
成するシステムも、この方針に倣い、制御周期の目標値を
ms オーダーとした。構築したシステムを図 5に示す。
　このシステムの特徴は以下の 3点である。

1． ビジョンセンサ用カメラからの画像データはデータ
量が多いので、一旦、USB3.0 で接続した専用 PC で
処理して必要な特徴量だけを 1ms 以内で抽出し、そ
の特徴量のみをリアルタイムコントローラに送信
し、トータルでレイテンシー含め 2ms 以内で処理

2． コントローラやマイコン間は 100BASE-T の Ethernet
で接続し、各プロセスが最大のスループットを発揮
できるようにデータ送受信時のトランスポート層の
プロトコルをコネクションレス型の UDP にする

3． ハンドマイコンの処理を可能な限り早くするため
に、モータへの指令値出力後のモータ内処理とセン
サからのデータ受信によるハンドマイコン処理を並

図 5　本研究で構築したシステムの構成図

図 4　本研究で用いたハンド
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列に処理できるようにピンアサイン。またセンサ
データを必要な精度に落とすことで処理を高速化。
以上により、1サイクル 2ms 周期での処理を担保

3.2	 キッティング制御プログラムの作成と動作戦略
　図2の「タスク」における、各「制御フェーズ」は、例
えば、「ワークの上に移動しながらワークに当たるまで
アームを下ろす」や「吸着パッドによりワークを吸着把持
する」といった、1つの目標を達成する動作である。こう
した動作を実現できる「制御フェーズ用パラメータ」を設
定し、「制御フェーズ」の実行順序をタスクに設定するこ
とで、キッティングを実行できる制御プログラムを作成し
た。
　この「制御フェーズ」の実行順序を設定することは、ロ
ボットの動作戦略を策定することにあたる。今回、この動
作戦略の策定にあたり、先行研究3）による環境を活用して
位置姿勢誤差を推定し高速に補正する考え方を採用する。
すなわち、①「ロボット側に受動変形要素を持たせること
による、指先とワーク、ワークと環境との高速接触時の衝
撃緩和」と、②「ワークと環境の幾何学的拘束と受動要素
との力のつり合いによって現れる受動要素の、変形量観測
に基づくワークと環境間の幾何学的関係性の推定」と、③
「①②を活用した高速位置姿勢合わせ制御」を行う。今回
のハンドでは、受動要素は吸着パッドであり、受動要素の
変形量計測は吸着パッドセンサで行う。
　これらを利用すると、ワークの高さ情報が不確実な中で
の把持も、吸着パッドの受動変形に頼ることで高速にハン
ドをワークに接触させることが可能となる。また、把持し
たワークをガイドに合わせて置く際も、高速にワークをガ
イドに接触させることが可能となり、事前にわかっている
ワークとガイドの幾何学情報を用いることで、ワークとガ
イド間の相対的な位置姿勢ズレ関係の推定や、それに基づ
くズレ解消制御が可能となる。

3.3	 抽象データの定義
　本節では今回作成したキッティングシステムにおける各
抽象データの定義を示す。

3.3.1	 2 対象間の位置姿勢誤差相当値 ΔΔ x
　2対象間の位置姿勢誤差相当値 ΔΔ x  は、以下のように定
義し、6次元ベクトルである。

 ΔΔ == −− ΔΔ ++ ΔΔx is X is K R camVFB VFB CAM arm( )1 Φ Φ  （5）

　ここで、isVFBΦ  は実行中のフェーズにおいてカメラによ
る位置姿勢誤差補正（Visual feedback）を実行するか否か
のフラグ（実行する場合は 1、実行しない場合は 0）、
ΔΔX R( )∈ 6  はそのフェーズにおける目標位置姿勢と現在位
置姿勢の差分、K Rcam ( )∈ 6 6××  はセンサに対する単位変換行

列、R Rcam ( )∈ 6  はロボットの姿勢に応じて決まり、カメラ
の座標系をロボットの座標系に合わせる回転行列、ΔΔcam 
はカメラによる Visual feedback 実行時のセンサ値であり、
ピック時は「ハンド把持位置とワークの想定把持位置」、
プレイス時は「把持したワークの重心とプレイス場所の
印」に関する、カメラ上の画素における2点間の距離誤差
と把持姿勢に対する対象の姿勢誤差（水平方向2軸と鉛直
軸回りの回転方向の3自由度のセンサ値を含み、残る3自
由度の値は 0）である。

3.3.2	 ハンドが受ける外力相当値 f hnd 
　ハンドが受ける外力相当値 f Rhnd ( )∈∈ 6  は、以下のよう
に定義したベクトルである。

 f ave k n phnd

i n

p
i
p

i
f

=
=1..

( ) （6）

　ここで、k pは吸着パッドの変形量から力に単位変換する
ための係数、n Ri

p ( )∈∈ 6  は指 i の吸着パッドの面に対する法
線単位ベクトル（把持安定化ベクトル計算の都合4-6要素
目を0にした6次元ベクトル）、piは指 iの吸着パッドセン
サが測定した吸着パッドの変形量である。

3.3.3	 指 i の指の面が受ける力の偏り相当値 Δfi fng

　指 i の指の面が受ける外力の偏り相当値 Δfi fng はスカラ
量であり、以下のように定義する。

 ΔΔ ΔΔ ΔΔf k h x ave pi
fng hnd

i i
hnd

i n
i

f

= ⋅
=

| ( ) |
..1

 （7）

　ここで、khnd は吸着パッドの変形量から力に単位変換す
る係数、h Ri ( )∈∈ 2  は指 i の可動面における水平方向のみの
単位ベクトル、ΔΔ ∈∈x Ri

hnd ( )2  は指 iの可動面における目標位
置と実際の指先の位置の誤差ベクトル、Δpi は指 i のパッ
ドセンサの指先の値と、指の根本の値の差分、· はベクト
ルの内積演算である。
　複数の指で把持する場合で、押し勝っている指がある
と、その指が目標位置よりもより内側に入り込み、位置誤
差 ΔΔxihnd  とパッドの歪み Δpi  となって表れる。この指 i の
方向成分だけ取り出したものを外力の偏り相当値として定
義した。

3.3.4	 その他の抽象データ
･ 指 i が受ける外力相当値 fi fng：スカラ量。吸着パッド
センサが測定した吸着パッドの変形量 pi を用いる

･各指の現在角度 qijact：スカラ量。ハンドの各軸モータ
のエンコーダから取得する

･アーム目標達成度 | |varm ：スカラ量。アームの手先速
度であり、アームのヤコビ行列から算出する

･ハンド目標達成度 | |qact ：スカラ量。ハンド各軸の角
速度の絶対値の平均値であり、モータから取得した角
速度から算出する
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3.4	 構築したキッティングシステム
　本研究では、3.3 節で定義した抽象データ算出の式を、
図 2の「抽象データ化」機能に実装し、3.2 節で作成した
制御プログラムを 3.1.2 節に記載のシステムのリアルタイ
ムコントローラで実行できるようにし、3.1.1 節に記載の
ハンドを使用したキッティングシステムを構築した。そし
てこのシステムの周りに、ピックするワークを配置するコ
ンベアとプレイス先となるワーク置場を備えた移動ロボッ
トを配置した（図 6）。

4.	 評価
　本章では3章で構築したシステムに対して実施した評価
実験について記述する。評価実験では、キッティング工程
の要件として設定していた、（1）人同等以上の速度で、
（2）位置姿勢を合わせながら、（3）多様な部品をプレイス
場所に、並べる事ができることを確認する。評価で用いる
ワークは、社内の生産現場での活用を想定して、オムロン
製品である PLC （Programmable Logic Controller） とサーボ
ドライバを構成する部品とした。評価における目標値を表
1に示す。位置姿勢誤差の対応性の目標値である±10mm
は、本システム外に設けられた部品検出用のカメラから先
見的に与えられる部品位置と真の部品位置の最大誤差とし
て設定し、1.5deg.は、水平方向に20cm移動した際に高さ
が 5mm 変わるような傾斜であり、アルミフレームなどで
作業台を作成した場合に生じうる最大の角度誤差として設
定した。位置誤差補正の目標値は、次の組立工程で問題に
ならないと想定される 1mm 以内とした。高速性に関する
目標値は、著者が同じ環境で実際に実行した時の時間が平
均 3.8 秒、最大 4.6 秒であったので、同等程度として 4秒
を設定した。

表 1　評価項目に対する評価実験の目標値

評価項目 目標

1. 高速性 1 ワークあたり 4 秒以内でキッティン
グできること

2. 位置姿勢誤差
対応性

ワークとプレイス場所として与えられ
た位置姿勢情報と真の情報に誤差（±
10mm、±1.5deg.）があっても、誤差
を自律的に 1mm 以内に補正し、キッ
ティングできること

3. 多種ワーク対
応性 図 7 の赤枠内のワークに対応

図 7　構築したキッティングシステムの目標対象ワーク

　本研究では、各評価項目を確認するため、以下の2つの
評価実験を実施した。

実験 1．形状が異なるが、把持方法が同じであるワーク
を、1つの制御プログラムで把持できることを
確認する実験

図 6　提案手法により構築したキッティングシステム
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実験 2．異なる把持方法のワークに対して、先見的に与
えられた位置姿勢情報に±10mm、±1.5deg. の
誤差があっても自動的に位置姿勢を補正して 4
秒以内の時間でキッティングできることを確認
する実験

4.1	 実験 1
　今回のハンドでは4種類の把持方法がある。このうち吸
着による把持方法の2種類は実験2で評価する。また、図
8に示すワークで、2つの指でつまんで把持するワークは
存在しない。このため、実験 1では、3つの指によるつま
み把持で1つの制御プログラムでの把持可否について評価
する。

図 8　実験 1, 2 で用いたワーク

　評価で用いるワークとして、最も重くかつ重心が偏って
いるものと、密度が大きくかつ質量が大きいものと、薄く
凸凹した形状のもので最も重いものという、安定把持が難
しい3つのワークを選定した（図8）。これら3つを把持で
きれば、他は同様の大きさで、より軽いものになるため、
いずれも把持できると想定している。なお、図8には赤枠
の境界に、今回選定していない 150mm の大きさのワーク
が存在しているが、これはつまみ把持では把持困難な薄い
ワークであり、吸着により把持するものであるため、対象
としていない。
　実験の結果、図 9のように、3つのワークすべてで把持
できることを確認した。

図 9　実験 1 の実行結果

4.2　実験 2
　今回用意したワークの中に2指つまみ把持により把持す
るワークが存在しないため、2指つまみ把持を除く 3種類
の把持方法でキッティングの評価実験を実行した。各把持
方法で特に把持が難しいと想定されるワークでキッティン
グが成功すれば、他のワークでもキッティングが成功する
と考え、図10のワークを選定した。「10cmの樹脂ケース」
は大きいパッドで吸着により把持するが、嵩高いため、吸
着部が慣性による影響を受けやすく、把持安定性が悪い。
「幅 1cm の樹脂部品」は、吸着できる部位が重心からずれ
ているため、吸着部位に重力によるモーメントがかかり、
把持安定性が悪い。「プリント基板」は、表面実装部品に
より吸着面が存在しないため、つまみ把持しかできず、ま
た、2つの指を平行にして残る 1つの指と対峙する形に配
置してつまみ把持するため、2本の指の方が押し勝ち、力
の制御が必要になり、ロバストに安定して把持する難易度
が高い。図 10 に示すように、各ワークは実際のキッティ
ングを想定したピック位置に置き、プレイス時も次の組立
工程を想定して、ガイドに沿って配置する。このキッティ
ングを実行する際、ピック位置とプレイス位置の目標座標
について、誤差補正量が最大となるように、実際にワーク
が置かれている位置と実際にガイドが存在している位置か
らピック位置の目標座標について +10mm、+1.5deg.、プレ
イス位置の目標座標について－10mm、－1.5deg. の誤差が
ある情報を与えた。この条件下において、各ワークで5回
ずつピック＆プレイスを実行し、プレイス位置に対する誤
差の絶対量と、ピックからプレイスまでの実行時間を計測
した。
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図 10　評価で実施した各ワークに対するキッティング

　図11、図12にプリント基板に対する実験2の様子を載せ
る。図11に示したように、ピック時は実行前に与えていた
位置と姿勢の誤差をハンドに装着したビジョンセンサによ
り自律的に補正してワークを把持している。また図12に示
したように、プレイス時は基板がガイドの下面に接したこ
とを検知するまでアームを下ろし、その後、ガイドの側面
に接したことを検知するまでアームを手前に引くことで、
ガイドの位置と姿勢の誤差を自律的に補正している。また
ガイドは 1.5deg. の角度をつけて置いていたが、基板がガイ
ドの面に接すると、ハンドの指先のやわらかさにより、そ
のガイド面と基板の面が接するように姿勢の誤差が補正さ
れ、意図した場所に意図した姿勢でプレイスされる。
　「10cm の樹脂ケース」、「幅 1cm の樹脂部品」もピック時
はカメラにより位置姿勢の誤差を補正して、ワークを把持
した。プレイス時は、「10cm の樹脂ケース」は基板同様、
ガイドに接したことを検知するまでアームを引くことで位
置姿勢の誤差を補正してプレイスした。「幅 1cm の樹脂部
品」はプレイスしながらハンドに装着したビジョンセンサ
でガイド上の特徴点に合わせることで位置姿勢を補正した。
　この評価実験の結果を表 2に示す。実験により、「10cm
の樹脂ケース」では実行時間を 4秒以内に収めることがで
きたが、位置誤差は目標である 1mm 以内に収めることが
できなかった。そのほかのワークではすべてのワークで実
行時間を4秒以内に収め、かつ、誤差を1mm以内に補正し
て、キッティングタスクを実行できることを確認できた。
　目標を達成できなかった「10cm の樹脂ケース」におい
ては、プレイス時の速度や許容値のパラメータを変更し
て、実行時間が最大 4.2 秒程度かかるような値にすること
で位置誤差の最大を 1mm にすることができている。この
ことから、おおよそ人同等の性能を達成していると考え
る。

図 11　プリント基板に対する実験 2 のピック時

図 12　プリント基板に対する実験 2 のプレイス時

表 2 キッティング評価の結果

ワーク 評価観点 実行結果

10cm の樹脂ケース

位置誤差平均 2.9 mm

位置誤差最大 4.0 mm

実行時間平均 3.8 秒

実行時間最大 4.0 秒

幅 1cm の樹脂部品

位置誤差平均 1.0 mm

位置誤差最大 1.0 mm

実行時間平均 3.6 秒

実行時間最大 3.7 秒

プリント基板

位置誤差平均 0.0 mm

位置誤差最大 0.0 mm

実行時間平均 3.6 秒

実行時間最大 3.9 秒
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5.	 むすび
　キッティング工程の自動化において、既存技術で課題と
なる部品毎に発生するプログラム工数が増大するという課
題を解決するため、本稿では、センサデータをロボットが
自動でワークや作業に依存しない抽象化データに変換し、
制御に用いるアーキテクチャを提案した。このアーキテク
チャを元に作成したキッティングシステムにより、ワーク
が変わってもプログラムの変更や調整が不要で、かつ、人
同等の速度で位置姿勢ずれを補正してキッティングを自動
実行するシステムを実現した。本稿では、キッティング工
程の自動化を対象としたが、本研究の手法は、組立工程に
おける嵌合作業の自動化にも容易に応用できると考える。
　ただし実用化に向けては、自律化とハンドの品質の面で
課題を残している。特に自律化においては、「環境への接
触を活用する動作戦略」の自動生成や「制御フェーズ用パ
ラメータ」内の各パラメータの自動設定が課題である。ま
た、位置姿勢誤差対応性や高速性はトレードオフの関係に
あるため、これらをバランスさせる場合にはパラメータ調
整が必要となる。その調整の簡単化も今後の課題である。
今後、こうした課題解決に取り組み、実用化を目指してい
きたい。
　なお、この成果は、国立研究開発法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構（NEDO）の委託業務（JPNP16007）
の結果得られたものである。
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方位点灯撮像方式と検査基準自動最適化による 
基板外観検査の精度向上への取組み
藤井 心平，田中 貴茂

　基板の外観検査において、部品に対するはんだの濡れ検査は最も重要である。しかしながら、はんだは電極や
パッド／ランドの形状等により多様な形状を形成し、さらに基板設計や周囲の様々な部品による影や二次反射と
いった現象により、正しくはんだ形状を計測するのは困難となる。また、正しくはんだ形状を捉えられたとしても、
多様な形状となるはんだに対して、良品と不良品を決定する検査基準の設定には、様々な箇所を計測した計測値を
組み合わせる必要がある。本論文では、はんだの濡れ性を精度良く捉え、かつ二次反射や影といった設計制約の影
響を排除した照明およびカメラの撮像系ハードウェア構造と、組み合わせ最適化手法により検査基準を自動的に求
める方法を提案する。また、検査基準の自動化の効果検証を実施した結果、提案手法を用いることで、従来方法と
比べて良品正解率を 4.9％、不良品正解率を 3.4％向上させることができた。

Efforts to Improve the Accuracy of Board Appearance 
Inspection by Using a Multi Direction Imaging Method 
and Automatic Optimization of Inspection Criteria
FUJII Shimpei and TANAKA Takashige

The wetting inspection of solder on components is the most important part of the board appearance inspection. 
However, solder forms various shapes due to the shape of electrodes, pads, and lands, etc. In addition, it is diffi-
cult to correctly measure the solder shape due to phenomena such as shadows and secondary reflections caused by 
the board design and various surrounding components. In addition, even if the solder shape can be captured cor-
rectly, it is necessary to combine the measured values at various points in order to set the inspection criteria for 
determining good and bad solder. In this paper, we propose a method for automatically determining the inspection 
criteria by using a hardware structure for the lighting and camera imaging systems that accurately captures the 
solder wettability and eliminates the effects of design constraints such as secondary reflections and shadows, and a 
combinatorial optimization method. As a result of verifying the effectiveness of the proposed method, it was 
found that the proposed method improved the correctness of the inspection criteria by 4.9% and the incorrectness 
of the inspection criteria by 3.4% compared to the conventional method.

1.	 まえがき
　検査システム事業部では基板実装工程の AOI（自動外観
検査装置）事業を中心に、顧客の品質課題にも対応したソ
リューション事業を展開している。AOIの検査構成は、メ
カ、エレキ、光学、検査アルゴリズム等の装置技術と、
ティーチングと呼ばれる対象の良・不良を見分ける判定条
件の設定により成り立っている。中でもカラーハイライト
照明という光学系のコア技術と、近年主流となっている位

相シフト法による 3D 検査技術の組み合わせにより、部品
の姿勢、位置やはんだの形状をこれまでより正確に検査で
きるようになった。しかしながら、現状は部品の実装位置
などの基板設計起因による他部品の影や対向する部品から
の二次反射などの影響により、正しく計測できない状態が
少なからず存在する（例えば、光情報がそもそもない、ま
たは信頼できないケース）。そのような場合、2D検査等で
代替しているが、設定項目が増えることでティーチングの
作業が増え、それに加えて検査画像に対する知識や調整ス
キルを必要とするため、設備コスト以上に導入後のコスト
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が大きな課題となっている（例えば、はんだ濡れ角度によ
り良・不良を判断するティーチングロジックは一部のはん
だの光情報ではなく特徴のある周辺はんだ情報と組み合わ
せることが必要）。
　さらにティーチング作業者の定着が難しく、それにより
検査プログラムの品質を担保できず、検査装置の性能を十
分に引き出せず、見過ぎ（良品にもかかわらず、装置が不
良品と誤判定してしまうこと）や見逃し（不良品にもかか
わらず、装置が良品と誤判定してしまうこと）といったこ
とが問題になっている。
　本論文では、検査対象部品に対する照明の構造改善と検
査基準決定ロジックの改善を提案する。

2.	 従来技術
　プリント基板に実装された部品のはんだ接合状態を検査
する技術分野等において、カラーハイライト方式1）による
三次元形状の計測方法が知られている。この方式はオムロ
ンが発明した技術であり、現在のAOIの色検査におけるデ
ファクトスタンダード方法である。
　図 1にカラーハイライトの構造と原理を模式図で示す。
カラーハイライト照明は、上段・中段・下段の 3段の仰角
を有しており、上段から赤、中段から緑、下段から青の光
を照射する構造を持つ。また照明の中央部に撮像部（カメ
ラ）を配置している。各段から照射された赤、緑、青光
は、はんだの各位置における角度法線に対して反射され、
色特徴（カメラから見て正反射方向にある光源の色）が現
れるようにした状態で撮像を行うことにより、はんだ表面
の三次元形状を二次元の色情報として捉える方法である。
　はんだ表面の傾斜の計測精度は、二次元の色相情報とし
てある程度の精度で計測可能である。しかし、照明が全方
位点灯している場合、角度法線に対して切り分けが出来な
いため、同じ角度になる場合判断ができない。具体的に
は、はんだ表面の傾斜が電極に対して積み上がっている
（いわゆる濡れ上がっている）のか、あるいは電極に対し
て低くなっている（いわゆる不濡れの状態）かの判断が困
難となる。つまり「方位」は、360 度から光を照射する限
り、二次元の色相情報から判別できないという問題があ
る。

図 1　カラーハイライトの原理（左：構造　右：反射原理）

　そこで、オムロンのAOI（VT-Sシリーズ）では、図2で
示すように上記カラーハイライト方式による鏡面物体の三
次元形状計測とは別に位相シフト法による拡散物体の三次
元形状計測を組み合わせて、より正確に高さを計測するこ
とで、はんだ形状の復元および計測を実現している2）。

図 2　Hybrid-3D 技術

　なお、位相シフト法とは、パターン光を物体表面に投影
したときのパターンの歪みを解析することにより物体表面
の三次元形状を復元する手法の一つである。これにより、
それぞれの方式の課題を補完することではんだ表面の光沢
や形状の変動に対応できるようになった。
　しかしながら、上記位相シフト法においても電極近傍に
おいては、電極端面からの二次反射により、本来得られる
はずの位相がずれて、正しい計測が困難であったり、鏡面
性の高いはんだ面においては、投影縞がカメラに返ってこ
ず、原理的に計測できないといった課題がある。
　また、良品と不良品を検査するためには、はんだのどの
部分がどういう形なら良品かあるいは不良品かという検査
基準を設定する必要がある。そのため、はんだ形状が正し
く復元できたとしても、正しい設定をしなければ、見過ぎ
か見逃しが発生することになる。

3.	 解決策
　ここでは、①はんだの向きの特定、②影／二次反射の排
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除、③検査基準設定のスキルレス化の3つの課題を解消す
るためにハードウェア構造の抜本的な見直しと組み合わせ
最適化手法による検査基準の自動化を実施した。

3.1　方位点灯（MDMC点灯）
　図3で示すような不濡れ状態のはんだをカラーハイライ
ト方式で撮像する場合、図4の画像が取得できる。はんだ
の傾斜が緩い箇所は赤、急な箇所は青という状態を表現す
ることが可能である。しかしながら、赤の領域に着目する
と、はんだの法線角度は同程度であるが濡れ上がり、濡れ
下がりどちらも同じ赤として表現されるため、はんだの方
向特定は困難である。これは全方位（360 度）から光を照
射することによって、例えば 0 度方向からの照射光か、
180 度方向からの照射光かを特定することができないため
である。
　そのため、光情報を分解しティーチングするには周囲の
はんだの色の特徴や位置の考慮が必要となる。
　そこで光情報を後で分解するのではなく、撮像時に予め
分割しておくことで、信頼性の高い光情報を取得する構成
を実現した。

図 3　不濡れはんだ形状（外観）

図 4　不濡れはんだ形状（カラーハイライト表示）

　これまでのカラーハイライト照明の点灯を360度全周点
灯から図5に示すように第一象限から第4象限にかけて分
割し、90度毎の4方位個別点灯ができる照明構造（MDMC: 
Multi Direction Multi Color）とした。

図 5　MDMC照明構造図

　次に、図6に方位点灯させた場合の画像を示す。それぞ
れ、電極先端に対して正面方向から照射した場合と、背面
方向から照射した場合であるが、照射方向に傾いている面
が明るくなる。

図 6　方位点灯画像（カラーハイライト表示）

　図7に図 6で得られた2枚の方位点灯画像を用いた差分
画像を示す。この画像では輝度の高い箇所が背面からの光
が強く当たっていることを示しており、はんだが濡れ下
がっている可能性が高いことを意味している。

図 7　方位点灯画像（差分画像表示）
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3.2　4 投光プロジェクタ
　位相シフト法は特定の縞パターンを投影した光情報を用
いたアルゴリズムであるが、一方向からの光の場合必ず影
が発生するため、対向する方向からの光情報も必要にな
る。また投影した光が部品の側面に反射し、その光がノイ
ズ要因となることもあるため、対向する前後左右の4方向
から光を投影する構造とすることで信頼性の高い光情報の
取得を可能とした。

3.3　検査基準最適化
はんだ検査で代表的な検査項目として、電極に対するぬれ
高さやぬれ角度、ランドに対するぬれ長さやぬれ角度があ
る。図8に計測する部位と良不良を判定する検査基準の設
定画面を示す。

図 8　検査項目と検査基準設定画面

　これら1つの検査項目に対して、上下限の検査基準を設
定する必要がある。また、1つの検査項目の検査基準を決
定するのは比較的容易だが、実際には1つの検査項目だけ
で判定するだけでなく、複数の検査項目を組み合わせて、
論理和、論理積を使用することで総合的に判定する必要が
ある（図 9）。これは検査対象となるはんだの形状が電極
の形状やランド設計、はんだの材質など様々な変動要素に
より多様な形状となるためである。

図 9　論理式設定画面

　しかしながら、複数の検査項目とその組み合わせに対し
て、最適な検査基準を決定するのは組み合わせが膨大にな
り、人が最適な設定をするのは、多くの時間を要し、経験
も必要となるため、非常に困難である。ここでは、検査基
準の最適化を検討する。

　以下に、検査基準決定までの流れを示す。

　①　計測値の出力
　②　クラスタリング
　③　論理式作成
　④　評価値算出
　⑤　検査基準値選択

　①では各検査項目が出力する計測値を取得する。この
時、不良品の計測値には不良のラベルが手動でつけられて
いるものとする。
　次に②では浮きや不濡れ、はんだ過少、はんだ過多など
様々な不良形状の計測値に対して、クラスタリングする。
クラスタリングには、k-means＋＋法3）を用いる。これに
より、ある程度形状の近いものを1つ不良群としてまとめ
る（図 10）。

図 10　不良のクラスタリング

　次に③では各不良群を検出するのに最も効率が良い検査
項目および論理式を決定する。ここでいう効率とは例えば
クラスタ a をすべて不良判定させたとき、最も見過ぎ数が
少なくなるロジック（以下、第一ロジック）とする。
　まず、図 11 のようにそれぞれのクラスタに対して、
もっとも効率の良い第一ロジックを決定する。

図 11　第一ロジックの決定

　次に第一ロジックに選択されなかった残りのロジックを
各クラスタのいずれかの第一ロジックと論理積を組む。こ
のとき、見逃しが起きない範囲に検査基準を設定した場合
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に、見過ぎが最も少なくなるクラスタに第二ロジックとし
て、論理積として設定する（図 12）。それを残るロジック
すべてで繰り返して、論理式を構築する。

図 12　第二ロジックの決定

　④では、論理式の行ごとに検査基準として設定できる値
を 20 分割（例えば 0～ 100％の幅の中で設定できる場合
は、0、5、10…95、100 の 5％刻みで設定）し、その時の
各検査基準での見過ぎ／見逃し数を算出する。
　次に評価値を以下のように定める。

 適合率（良品）＝
N

N M
Good

Good N+  （1）

 適合率（不良品）＝
N

N M
Bad

Bad P+
 （2）

 再現率＝
N

N M
Good

Good P+
 （3）

 特異度＝
N

N M
Bad

Bad N+
 （4）

 F 値（良品）＝2×再現率×適合率（良品）
再現率＋適合率（良品）

 （5）

 F 値（不良）＝
2×特異度×適合率（不良）
特異度＋適合率（不良）

 （6）

 評価値＝
2×F 値（良品）×F 値（不良）

F 値（良品）＋F 値（不良）
 （7）

　NGood：OKと判定した回数　　NBad：NGと判定した回数
　MN：見逃し数　　MP：見過ぎ数

　次に各論理式毎に評価値の高い検査基準の組み合わせ上
位 50 位をランキングする。
　⑤の検査基準値選択では、ランキング算出で得られた中
から、以下のルールで論理式を決定する。

・その行でしか検出できない不良がいれば、その候補を
採用する。

・ある不良に対して複数の候補で検出できる場合は評価
値の高いものを選ぶ。

・途中ですべての不良が検出できるようになった場合
は、それ以降の行では見過ぎ数の最も少ない候補を選
択する。

※見過ぎ数が同一の場合は、それらの中で余裕値（内
側）が最も大きい候補を採用する。

　これにより、見過ぎが少ないかつ、見逃しが起きない組
み合わせが選択できるようになる。

4.	 実証結果

4.1　方位点灯
　電極に対するはんだの濡れ角を徐々に変化させた
0.5mm ピッチ QFP （Quad Flat Package） サンプルではんだ
法線（向き）の特定精度について検証した（図 13）。

図 13　はんだ法線（向き）

　検証部品の外観とカラーハイライト画像を図14に示す。
また、表1に評価サンプル数を示す。なお、良品と不良品
の分類はデジタル顕微鏡を用いて、熟練者が判断した。

図 14　検証部品
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表 1　評価サンプル数（部品種：QFP）

サンプル数
良品 464 ピン

不良品 832 ピン

　表 2に良品と不良品の改善前後での正答率の結果を示す。

表 2　正答率の比較

結果 良品正答率 不良品正答率
改善前 87.3％ 94.8％

改善後 97.2％ 100％

　従来のカラーハイライト画像を用いたはんだ法線（向
き）の特定精度は、良品の正答率は87.3％だったのに対し
て、方位点灯画像を用いた方は97.2％まで改善した。不良
の正答率も 94.8％から 100％に改善し、良品／不良品共に
大きな改善効果を確認できた。

4.2　4 投光プロジェクタ
　隣接する部品により影が発生する部品において、改善効
果を確認した。図15にその代表例の部品配置図と図16に
改善前後の鳥観図を示す。2投光ではプロジェクタ光が隣
接する部品に遮られ、部品に投影されず、不正な形状と
なっている。一方、4投光ではプロジェクタ光が正しく部
品面に投影されることで、正確な形状を復元できている。

図 15　評価対象部品の部品配置図

図 16　鳥観図（左 2投光、右 4投光）

4.3　検査基準最適化
　代表的な部品種である、チップ部品、ダイオード部品、
IC部品の3種において、従来手法と本提案の手法で良品／
不良品の正答率を比較する。評価ピン数を表3に示す。こ
こでいう従来手法とは、熟練した作業者が経験に基づき手
動で設定したものである。また、評価の対象不良は濡れ不
良としている。良品か不良品かどうかはあらかじめ熟練者
により、ラベル付けがされており、良品を検査機が良品と
判断した場合、もしくは不良品を検査機が不良品と判断し
た場合は正解とする。

表 3　評価ピン数

良品ピン数 不良ピン数
チップ部品 3233 218

ダイオード部品 43916 229

IC 部品 478216 1707

　図 17 に正答率の結果を示す。いずれの部品種において
も、良品正答率、不良品正答率共に改善できている。全部
品種の平均において、従来方法と比べて良品正解率を
4.9％、不良品正解率を 3.4％向上させることができた。

図 17　正答率比較

5.	 むすび
　これまで課題であった、はんだの濡れ判定精度におい
て、はんだの向きを直接観測できる撮像系を開発し、はん
だの形状の再現精度を向上することができた。次に、4投
光プロジェクタにより、影や二次反射の発生確率を大幅に
削減でき、ノイズの少ないより実際の形状に近い状態で検
査ができるようになった。
　また、これまでティーチングの熟練者でないと困難で
あったはんだのどの部分がどういう形なら良品か不良品か
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という検査基準の設定を検査基準最適化により自動化し、
スキルレスに実現できるようになった。
　今後、はんだ形状を定量的に測定することで、単に良
品／不良品判別をするだけでなく、実装工程能力を定量的
に把握できるようにする。それにより実装工程の問題を素
早く把握でき、実装工程改善、さらには基板設計改善にも
つなげることで、検査コストだけでなく、品質コスト全体
の低減という新たな付加価値を提供し顧客満足の最大化を
図る。
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バラ積みピッキングのための高速 3 次元物体 
位置姿勢認識技術の確立
服部 宏祐

　製品の組立工程には、コンテナ内に無造作に積まれた部品を自動機へ供給する作業がある。これはバラ積みピッキ
ングと呼ばれる。近年の製造現場での人手不足や人件費高騰の深刻化を受け、同作業の自動化が求められている。3D

センサと産業用ロボットを用いてバラ積みピッキングを実現することにより、同一システムで多品種の生産に対応で
き、生産ライン立ち上げのコストと工数の削減が可能となる。このとき、人と同等の速度を実現するためには、3次元
空間上での部品の位置姿勢を高速かつ高精度に認識できる技術が重要となる。本研究では、粗密探索と詳細位置合わ
せからなる3次元物体位置姿勢認識技術を提案する。粗密探索では PCOF-MOD特徴量と平衡姿勢探索木を用いて、物
体の大まかな位置姿勢を高速に推定する。詳細位置合わせではデプス画像と RGB 画像を用いて、3次元空間と 2次元
空間の最適化を行うことにより、高精度な位置姿勢推定を実現する。提案手法を評価したところ、従来手法と比較し
位置姿勢の推定精度が約 2 倍向上していることを確認した。また、提案手法を用いた認識時間は Intel® Core 

i7-7700@3.60GHz の CPU を搭載した計算機で平均 146.2 ms であり、速度と精度が両立できていることを確認した。

Fast 3D Object Position and Posture Recognition for Bin 
Picking
HATTORI Kosuke

In the product assembly process, there is the work of supplying parts randomly stacked in a container to an auto-
mated machine. This is called bin picking. In response to the recent shortage of labor at manufacturing sites and 
the increase in labor costs, automation of this work is required. By realizing bin picking using 3D sensors and 
industrial robots, it is possible to manufacture a wide variety of products by the same system, and it is possible to 
reduce the cost and time of the start-up of the production line. At this time, in order to realize the same speed as a 
human, it is important to have a technology that can recognize the position and posture of a part in a three-
dimensional space with high speed and high accuracy. In this paper, we propose a three-dimensional object posi-
tion and posture recognition technology consisting of coarse search and fine alignment. In the coarse search, the 
rough position and posture of the object is estimated at high speed using PCOF-MOD feature and equilibrium 
posture search tree. In the fine alignment, high-precision positional and posture estimation is realized by optimiz-
ing the three-dimensional space and the two-dimensional space using depth image and RGB image. When the 
proposed method was evaluated, it was confirmed that the estimation accuracy of the position and posture was 
improved by about twice compared with the conventional method. In addition, it was confirmed that the recogni-
tion time using the proposed method was 146.2 ms on average on a computer equipped with a CPU of Intel® 
Core i7-7700@3.60 GHz, and both speed and accuracy were compatible.

1.	 まえがき
　近年、製造現場での人手不足や人件費の高騰が深刻化
し、人に依存している組立・検査・搬送工程などの自動化

が急務となっている。製品の組立時の部品供給工程におい
ては、部品供給を自動化する方法の一つとして、パーツ
フィーダーと呼ばれる部品を供給するための専用の装置を
使用する方法がある。しかし、パーツフィーダーは部品毎
で専用に設計される特注品であるため、品種数に応じて設
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を記述した PPF4）5）と言った手法が知られている。これら
の手法は処理速度が遅く、また物体の背景が複雑な場合に
頑健性が低いことが指摘されている6）。

2.2	 2 次元投影画像に基づく手法
　2次元投影画像に基づく手法では、様々な視点から物体
を見たときの RGB 画像とデプス画像を用いて特徴量を抽
出したテンプレートを予め作成しておき、新規に計測した
画像をそれらと照合することで位置姿勢を推定する。手法
としては、局所テンプレート照合と一般化ハフ変換を組み
合わせた手法7）－9）や、部品全体のテンプレートを用いて
画像内を走査する手法 6）10）11）がある。前者は、6次元の投
票空間から最頻値を探索する処理に時間が掛かる課題があ
る。後者は、姿勢の変化による物体のあらゆる見え方につ
いてテンプレートを作成し走査する必要があるため、物体
の種類や画像解像度が増加した場合に処理時間が線形的に
増加するという課題があった。それに対して、量子化した
特徴量である LINEMOD12）や PCOF13）や PCOF-MOD14）を
用いることで、位置姿勢を高速に認識出来ることが示され
ている。特に PCOF-MOD は部品の輪郭と表面の二つの情
報を用いた特徴量であり、他の手法に比べて認識率が高い
ことが示されている14）。
　また、物体と背景を識別する2クラス識別器を学習させ
ることで背景が複雑な場合に対する頑健性を高める研究も
されてきたが15）16）、背景データを対象物体や撮像環境毎に
集めるのは非常に煩雑であるため、物体の 3次元 CAD の
みから認識に必要なテンプレートなどを含むモデルを作成
できることが望ましい。
　これらを踏まえ本研究では、製造現場の実アプリケー
ションに適用可能な使い勝手と速度・精度を備えた 3次元
物体位置姿勢認識手法として、テンプレートマッチングに
基づく手法を用いる。

3.	 3 次元物体位置姿勢認識手法
　速度と精度を両立した3次元物体位置姿勢を実現するた
めに、物体の大まかな位置を高速に探索する粗密探索と、
推定精度向上のための詳細位置合わせからなる手法を検討
する。粗密探索では高速性と認識率の観点から PCOF-
MOD 特徴量と平衡姿勢探索木を用いた手法を採用する。
詳細位置合わせでは、製造現場に存在する単純形状の部品
に対しても高い位置姿勢推定精度を実現するために、デプ
ス画像と RGB画像を併用した位置合わせ手法を提案する。

3.1	 粗密探索
　粗密探索では PCOF-MOD 特徴量を用いたテンプレート
に対して、平衡姿勢探索木14）を用いた照合処理を行うこ
とで物体の大まかな位置姿勢を高速に算出する。
　PCOF-MOD （Perspectively Cumulated Orientation Feature 

計が必要となり生産ライン立ち上げのコストや工数が増加
する課題がある。また、大きな部品や傷つきやすい部品に
は対応できず扱える部品が限られるという課題もある。そ
こで、コンテナ内に無造作に積まれた様々な形状の部品を
自動機へ供給する、いわゆるバラ積みピッキング作業の自
動化が求められている。3D センサと産業用ロボットを用
いてバラ積みピッキングが実現できれば、これらの課題を
解決できる。
　バラ積みピッキングを実現するための一般的な処理の流
れは、①3Dセンサで部品のRGB-D画像を取得し、②同画
像に部品の 3次元 CAD から生成したモデルをマッチング
させることで部品の位置姿勢を認識し、③その認識結果に
合わせて部品を安全に把持できるロボットハンド位置を算
出し、④算出した位置にロボットを動作させ部品を把持す
る、という流れである。これらの処理のうち 3D センサや
画像処理コントローラが担う処理は①～③である。製造現
場で人と同等な性能でバラ積みピッキングを実現するため
には、②の物体の位置姿勢認識が特に重要であり、本研究
では高速かつ高精度な3次元物体位置姿勢認識技術を提案
する。

2.	 関連研究
　3次元物体位置姿勢認識とは、3D センサから見た部品
の3次元空間上での位置姿勢（並進Tx、Ty、Tz及び回転Rx、
Ry、Rz の 6パラメータ）を推定する技術である（図 1）。
　これまで提案されてきた3次元物体位置姿勢認識手法は
大きく二つに分類することができる。一つは3次元点群に
基づく手法1）－5）、もう一つは 2次元投影画像に基づく手
法6）－14）である。

図 1　3次元物体位置姿勢認識で算出するパラメータ

2.1	 3 次元点群に基づく手法
　3次元点群に基づく手法は、3次元 CADなどから生成し
た部品のモデルと入力データの照合に基づき、モデルと入
力データの整合性が高い位置姿勢を探索する手法である。
モデルを生成する手法としては周辺点群との位置関係を記
述した spin image1） やキーポイント周辺点群の法線方向ヒ
ストグラムを利用した FPFH2）や SHOT3）、2 点間の関係性
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Multimodal） は物体の姿勢変化による見え方の変化に対
し、許容できる物体の見え方のバリエーションと複雑背景
に対する頑健性を両立させた特徴量である。テンプレート
作成では物体の姿勢を変化させた複数枚のデプス画像を用
いて、物体の輪郭特徴を表すデプス勾配ベクトルと、物体
の表面特徴を表す法線方向ベクトルを抽出する。そして、
画素毎に勾配方向ヒストグラム及び法線方向ヒストグラム
を作成し、各画素のヒストグラムに対して頻度閾値以上の
方向のみ選択し対応するビットを1にした 8桁の二進数を
PCOF-MOD 特徴量として抽出する（図 2）。
　平衡姿勢探索木は解像度の異なるテンプレート階層で構
成された探索木であり、各テンプレートの探索効率が均一
になるように階層の深さや親ノードに連結する子ノードの
テンプレート数ができるだけ均一になるように構成されて
いる。照合処理では画像ピラミッドの最も低解像度の階層
に対して、平衡姿勢探索木の親ノードのテンプレートを用
いて画像上を走査し候補を検出する。さらに候補が見つ
かった座標に対しては画像ピラミッドの解像度を上げ子
ノードのテンプレートを用いて詳細な照合を繰り返すこと
により、画像上での物体の位置を高速に算出する（図 3）。
　最後に物体の 3次元 CAD 上の 3次元座標と入力画像上
での 2次元座標との対応関係を用いて PnP 問題を解く 17）

ことにより物体の大まかな位置姿勢が推定できる。

（b）法線ベクトル方向（a）デプス勾配ベクトル方向

（c）ベクトル方向のヒストグラムと量子化
図 2　PCOF-MOD特徴量抽出

図 3　平衡姿勢探索木を用いた探索

3.2	 詳細位置合わせ
　粗密探索で推定した位置姿勢は2次元の投影画像に基づ
いているため、画像平面での変化に現れにくい奥行方向の
位置（Tz）と傾き（Rx、Ry）に対しては精度が低い。そこ
で、位置姿勢推定精度向上のための詳細位置合わせを行
う。
　3次元空間上での位置合わせ方法としては、3次元 CAD
から生成した点群とデプス画像から得た計測点群に ICP
（Iterative Closest Point）アルゴリズム18）を適用して行う方
法が一般的である。しかし、デプス画像のみを使った ICP
では、複数の平面で構成されているような単純形状の部品
（図 7のホルダーなど）が無造作に積まれたことで一部の
平面しか見えないような姿勢において画像平面上での変化
に相当する並進（Tx、Ty）と回転（Rz）の推定が困難であ
り、位置姿勢の推定精度が低下する課題がある。製造現場
ではこのホルダーのように、主に平面で構成される単純形
状の部品も多く存在する。そこで、平面しか見えない場合
でも高い位置姿勢の推定精度が得られる詳細位置合わせ手
法を提案する。
　RGB-D 画像を用いた位置合わせを行う際の特徴として、
RGB 画像は画像平面での位置（Tx、Ty）と回転（Rx）の推
定精度が高く、デプス画像は奥行方向の位置（Tz）と傾き
（Rx、Ry）の推定精度が高い。そのため、提案手法では両
者を相補的に用いることで位置精姿勢推定精度の向上を図
る。
　デプス画像と RGB 画像を使った詳細位置合わせの処理
の流れは図 4の通りであり、3次元空間上での位置合わせ
と2次元空間上での位置合わせをそれぞれ実施し、最後に
互いの推定結果を統合する流れである。まず、粗密探索で
得られた位置姿勢と、テンプレート作成時に予め生成した
3次元CAD上の点群と、デプス画像の計測点群を入力とし
て ICP による 3次元空間上での位置合わせを行う。次に、
3次元空間上での ICP で算出した位置姿勢を用いて 3次元
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CAD を画像平面に投影したシルエット画像を作成し、そ
の画像に対して Sobel フィルタを用いたエッジ抽出により
輪郭上の特徴点を算出する（図 5）。次に、RGB 画像に対
して同様の方法でエッジ抽出した画像とシルエット画像の
特徴点を重ね合わせ、特徴点の近くにある RGB 画像の
エッジ特徴を探索することにより、特徴点の対応関係を算
出する。この対応関係から、2次元空間上での ICP を行う
ことで画像平面上での並進 tx、tyと回転 θを推定し、PnP問
題を解くことにより画像平面で最適化した Tx、Ty、Rz を算
出する。最後に、3次元空間上での ICP で算出した位置姿
勢の Tx、Ty、Rz をこれらで置き換えることにより、3次元
空間と2次元空間で最適化した位置姿勢を得ることができ
る。

図 4　詳細位置合わせのフローチャート

	 （a） 3 次元 CAD	 （b） シルエット画像	（c） 輪郭上の特徴点
図 5　2次元空間の ICP 用の特徴点抽出

4.	 評価実験
　製造現場における産業用ロボットの把持タスクを想定
し、リニアリティ評価データセットを用いた位置姿勢の推
定精度の評価（実験 1）とバラ積み部品データセットを用
いた認識率と処理時間の評価（実験 2）を行うことによ

り、提案手法の有効性を検証する。データセットの撮影に
は自社で開発した 3D センサである形 FH-SMDA-GS050B
（図 6）のプロトタイプ機を使用し、グレースケール画像
とデプス画像を撮像した。処理時間は Intel（R）Core 
i7-7700@3.60GHz の CPU を搭載した計算機で計測した。

図 6　3Dビジョンセンサ 形 FH-SMDA-GS050B

4.1	 実験 1　位置姿勢推定精度評価
　実験1では位置姿勢の推定精度に対する提案手法の有効
性を評価するために、静止繰り返し精度とリニアリティ精
度を評価した。
　静止繰り返し評価では、平面や曲面で構成された3種類
の部品（図 7）と 3Dセンサの位置関係を固定し、3Dセン
サと部品が正対している姿勢を基準として3通り（傾き無
し、Y軸のみ傾きあり、X軸とY軸に傾きあり）の姿勢に
て、50 枚の計測データを連続撮像したデータセットを用
いる。推定した位置姿勢の6パラメータに対して、標準偏
差を算出することで部品の位置姿勢が変動していないかを
評価した。
　リニアリティ評価では部品をXステージに乗せて計測の
度に既定の距離だけ移動させる撮影方法にて、3D センサ
の姿勢を3通り、部品の移動方向を2通り（画像上で横方
向移動、画像上で斜め方向移動）にて、移動量の刻みは 2 
mm で撮像の度に部品の位置を移動させながら 100 枚の計
測データを取得したデータセットを用いる。リニアリティ
評価では、推定された位置姿勢より、3D センサ原点から
部品の外接立方体の 8個の頂点までの距離を算出し、各
データ間での8点の移動量とステージの移動量の差分値を
算出することで位置姿勢の推定結果に線形性があるかを評
価した。
　PCOF-MOD 特徴量と平衡姿勢探索木を用いた粗密探索
後にデプス画像のみによる詳細位置合わせを行う従来手
法14）と提案手法の性能を比較した。静止繰り返し評価の
結果を表 1、表 2、リニアリティ評価の結果を表 3にそれ
ぞれ示す。従来手法と提案手法の認識結果画像例を図8に
示す。評価より従来手法と比較し平均で約2倍の位置合わ
せ精度の向上が確認できた。特にナットやホルダーなど特
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定の視点から見ると平面部分しか見えないような3次元的
な形状特徴が少ない部品に対して提案手法を用いた場合の
改善効果が高く、図8の位置合わせ結果画像からも従来手
法では画像平面方向に並進ずれや回転ずれを起こしている
のに対して、提案手法では改善されていることが確認でき
る。

　	 （a）デプス画像	 （b）RGB画像
上からパイプ、ナット、ホルダー

図 7　実験 1の画像例

表 1　静止繰り返しデータセットの位置標準偏差［mm］

部品 従来手法 提案手法
パイプ 0.028 0.023

ナット 0.207 0.065

ホルダー 0.116 0.064

平均 0.117 0.051

表 2　静止繰り返しデータセットの姿勢標準偏差［deg］

部品 従来手法 提案手法
パイプ 0.027 0.036

ナット 0.386 0.239

ホルダー 0.101 0.067

平均 0.171 0.114

表 3　リニアリティデータセットの差分平均［mm］

部品 従来手法 提案手法
パイプ 0.054 0.074

ナット 0.687 0.164

ホルダー 0.712 0.250

平均 0.485 0.162

	 （a）従来手法	 （b）提案手法
上からパイプ、ナット、ホルダー

図 8　詳細位置合わせ結果

4.2	 実験 2　認識性能評価
　実験2では提案手法の詳細位置合わせにより認識率と処
理速度の大幅な低下がないことを確認するために、コンテ
ナの中にバラ積みされた平面や曲面を含む 6種類の部品
データセット（図 9）を作成し認識率と処理時間を評価し
た。データセットは各部品についてバラ積みパターンを変
更した 20 枚の計測データを取得した。各バラ積みデータ
の上部に露出している部品に対して、目視による初期位置
姿勢の入力と ICPによる位置合わせを組み合わせることで
データセットに対する位置姿勢の正解値を算出した。1枚
あたり 5～ 10 個の部品が上部に露出しており、部品の隠
れた領域の表面積が部品全体の 15％以下ものを認識対象
とし、部品あたりの評価母数は 100 ～ 200 個程であった。
　PCOF-MOD 特徴量と平衡姿勢探索木を用いた粗密探索後
にデプス画像のみによる詳細位置合わせを行う従来手法14）

と、提案手法と同じく3次元 CAD のみを用いて認識に必要
なモデルデータを作成可能な手法として PPF（Point-Pair 
Feature）と一般化ハフ変換に基づく手法 4）と、提案手法と
の比較をした。PPFの実装として商用マシンビジョンライブ
ラリである HALCON13 の関数「Surface-based Matching」を
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用いた。なお認識対象範囲はコンテナの内部のみ（画像上で
700×400 画素程度）とした。認識性能評価には、推定され
た位置姿勢と正解値との誤差絶対値に基づいて Precision、
Recall、F 値を算出した。バラ積みデータセットの正解値を
人手で入力していることも考慮し、認識成功の基準閾値は並
進が5 mm以内、回転角度が7.5°以内とした。部品毎及び全
体の平均 F 値を表 4に平均処理時間を表 5にそれぞれ示す。
　評価結果から提案手法と従来手法の認識率は同等である
ことが確認できた。また、処理時間は提案手法と比較して
18 ms 程度遅くなっているが、バラ積みピッキングのアプ
リケーション自体が数十 ms を争うものではないため、実
用上問題のない範囲であると考えられる。

	 （a）デプス画像� （b）RGB画像と提案手法認識結果
上からパイプ、リング、リンク、ナット、金属シート、ホルダー

図 9　実験 2の画像例

表 4　バラ積みデータセットにおける認識率［F値］

部品 PPF 従来手法 提案手法
パイプ 0.825 0.942 0.946

リング 0.754 0.977 0.967

リンク 0.355 0.915 0.908

ナット 0.819 0.981 0.981

金属シート 0.572 0.888 0.879

ホルダー 0.908 0.989 0.989

平均 0.706 0.949 0.945

表 5　バラ積みデータセットにおける処理時間［ms］

部品 PPF 従来手法 提案手法
パイプ 1423.9 92.1 112.2

リング 1736.2 106.0 129.1

リンク 1066.2 186.6 204.2

ナット 1883.4 118.1 134.9

金属シート 2376.7 171.0 192.1

ホルダー 591.8 97.5 104.7

平均 1513.0 128.5 146.2

5.	 むすび
　本研究では、製造現場の部品供給の自動化を実現するた
めに、多種多様な部品に対して高速かつ高精度に3次元空
間上での位置姿勢を推定できる手法を提案した。
　粗密探索では PCOF-MOD 特徴量と平衡姿勢探索木を用
いて、物体の大まかな位置姿勢を高速に推定した。詳細位
置合わせではデプス画像と RGB 画像を併用することで高
精度な推定を実現した。評価用データセットを構築し性能
を評価した結果、既存手法と比較して位置姿勢の推定精度
が約 2倍向上できていることを確認した。
　位置姿勢認識の今後の課題としては、外形は似ているが
部品の一部分だけ形状が微小に異なるような類似部品が混
在するバラ積み状態に対しても部品の識別を含めたピッキ
ングをできるようにするため、特徴量の追加などの改善が
挙げられる。
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小型・軽量かつ耐環境性を備えたロボットハンド 
搭載型 3D センサの開発
太田 潤，中塚 均，猪田 岳司，松本 慎也

　製造業において、人手不足や人件費の高騰により製造の自動化、とりわけロボットの導入が積極的に行われてい
るが、設置スペース、立ち上げ工数、作業の柔軟性などが課題である。特にニーズがあるバラ積みされた部品を
ピッキングするアプリケーションでは、部品の正確な位置・姿勢を認識するために 3D センサが必要不可欠であり、
課題解決のためにロボットハンド搭載型3Dセンサが求められている。ロボットハンドにセンサを搭載する要件とし
て小型・軽量であることが挙げられるが、従来の 3D センサはその計測手法に起因して大型で重量が重いものが多
かった。そこで、我々は最適な計測手法とシンプルな光学系の開発により高さ 53mm×幅 110mm×奥行 77mm で質
量約 570g のロボットハンド搭載型 3D センサを開発した。また、製造現場での温度変化による計測誤差を低減する
ため、ヒーターにより光学系の温度を一定に制御する手法を採用し、実験により 0℃～ 40℃の温度変化における距
離値の計測誤差が 1mm 以内であることを確認した。

A Small and Light 3D Vision Sensor for Robot Arms with 
Robustness in Factory Automation
OTA Jun, NAKATSUKA Hitoshi, INODA Takeshi and MATSUMOTO Shinya

In the manufacturing industry, automation of manufacturing, especially the introduction of robots, is being 
actively promoted due to labor shortages and rising labor costs, but installation space, start-up person-hours, and 
flexibility at work are issues to be addressed. In particular, a 3D sensor is essential to estimate the position and 
orientation of parts accurately in bin picking applications, and a robot hand-mounted 3D sensor is required to 
solve the problems. One of the requirements for a sensor mounted on a robot hand is that it be small and light, 
but the most conventional 3D sensors are large and heavy due to their measurement methods. Therefore, we have 
developed a robot hand-mounted 3D sensor with a height of 53 mm × width 110 mm × depth 77 mm and a 
weight of 570 g by developing an optimal measurement method and a simple optical system. Furthermore, to 
reduce measurement errors caused by ambient temperature changes at the manufacturing site, we employed a 
method to control the temperature of the optical system at a constant level using heaters. Experiments confirmed 
that the measurement error of the distance value in the temperature change from 0°C to 40°C was within 1 mm.

1.	 まえがき
　近年、製造業の人手不足や人件費の高騰が深刻化する
中、人の経験や感覚を必須とし、人に依存している組立、
検査、搬送工程の自動化が急務となっている。また、製造
現場では人の作業を機械（ロボット）に置き換えること
で、生産性を向上することがますます求められている。例
えば、これまで人が行ってきたバラ積みされた部品をピッ
キングする工程にロボットを導入するには、部品を正確に

計測・認識できる 3D ビジョンセンサ（以下、3D センサ）
が必要不可欠である。2D カメラでは平面的な画像から縦
横の 2次元の情報しか得られないのに対し、3D センサで
は縦横の情報に加え、距離情報が得られるので、部品の 3
次元位置・姿勢を認識することができる。
　また、製造現場へのロボットの導入においては、設置ス
ペース、立ち上げ工数、作業の柔軟性を考慮する必要があ
り導入の障壁となっている。人が作業しているスペースに
ロボットを導入するには設置スペースが限られる。立ち上
げ工数はロボットやセンサを設置・調整するのにかかる時

OMRON TECHNICS　Vol.54 No.1（通巻 166 号）2022

60 (60)



太田 潤 ほか� 小型・軽量かつ耐環境性を備えたロボットハンド搭載型 3D センサの開発

間であり、削減が望まれている。また、段取り替えや様々
な位置に置かれた多品種の部品に対応するため、作業の柔
軟性が求められている。製造現場で用いられる 3D センサ
には固定型とロボットハンド搭載型（以下、ハンド搭載
型）がある。固定型はセンサの設置に専用の大掛かりな取
り付け設備が必要である。さらに設置位置・姿勢により計
測領域が固定されるためセンサ取り付け位置の調整に時間
がかかり、段取り替え等の工程の変化に柔軟に対応できな
い。一方、ハンド搭載型は簡易な取り付けジグでロボット
に設置でき、ロボットハンドを動かしてセンサの位置・姿
勢を自由に変えることができるという特長をもつ。このた
め、ハンド搭載型は上記のロボット導入の際の3つの障壁
を解決する形態として期待を集めている。図1に人が行っ
ていた作業の例、図2にロボットによる自動化の様子を示
す。我々は生産現場へのロボットの導入によりお客様の生
産性を向上することを目指し、ロボットハンドに搭載可能
な 3D センサを開発した。

図 1　人が行っていたピッキング作業

図 2　ハンド搭載型 3D センサ＋ロボットによる自動化

2.	 3 次元計測原理と製造現場で活用されている
3Dセンサ

2.1	 3 次元計測原理の比較
　3次元計測には様々な手法がある1）。図3に3次元計測原
理を整理した図を示す。

図 3　3 次元計測原理の体系的整理

　3次元計測の原理として、まずは計測光を投射して計測
するアクティブ方式と計測光を必要としないパッシブ方式
に大きく分けられる。パッシブ方式は計測光を使わずに環
境光をもとに得られる画像から3次元計測を行う。そのた
め、環境光の影響を受けて計測できなくなりやすい、計測
誤差が大きくなりやすいという欠点がある。アクティブ方
式は飛行時間計測法（Time of Flight法：以降TOF法）と三
角測距法に分けられる。TOF法は投光した光が計測対象物
で反射して撮像素子で受光するまでの時間から距離値を算
出するが、バラ積みされた部品の場合、計測光が部品間で
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反射を繰り返す（相互反射）ことで、誤計測が起こりやす
い。また、非常に高速な光の飛行時間を計測するため、近
距離では計測精度が悪くなるという欠点がある。一方、三
角測距法は原理的に近距離ほど計測精度がよくなるため比
較的近距離（約 1m 以内）でセンサが使用されるロボット
ピッキング環境において高精度に計測できる。以上より、
ロボットピッキング向けの 3D センサには三角測距方式が
適している。

2.2	 製造現場で使用されてきた従来の 3Dセンサ
　三角測距法の中で、光切断法は計測できる領域がライン
状のため、3次元計測を行うには投光部にスキャン機能を
持たせるか、対象物を動かす機構が必要となる。投光部に
スキャン機能をもたせるには可動部が必要となり、信頼性
に課題がある。また、コンベア等でバラ積みされた対象物
を動かすと対象物の位置がずれてしまい、正しく計測でき
ないという課題がある。空間コード法は対象物に投影した
パターンが歪むことにより計測誤差が生じるという課題が
ある。このため、製造現場では主に位相シフト法に代表さ
れる時間コード法やアクティブステレオカメラの 3D セン
サが使われてきた。

3．ハンド搭載型 3Dセンサ実現への課題

3.1	 ハンド搭載型 3Dセンサに求められる要件
　ロボットハンドに 3D センサを搭載する際、搭載するロ
ボットハンドによって視野が遮られることを避けるために
比較的ハンドの先端側に取り付けることが多い。そのた
め、センサのサイズが大きい場合、部品のピッキング時に
部品の入ったコンテナに干渉する可能性が高くなる。ま
た、特に協調ロボットに代表される小型ロボットは可搬重
量が小さいものが多い。そのため、センサが重い場合、可
搬重量を超えてしまいセンサをロボットハンドに搭載でき
ない、センサの重量＋部品の重量が可搬重量を超えてしま
い部品をピックできない可能性がある。以上より、ロボッ
トハンドに搭載する 3D センサには小型・軽量であること
が求められる。また、製造現場によっては半屋外や加工装
置の近くのような温度変化が大きい環境でロボットが使わ
れる場合がある。3D センサにはそのような環境であって
も正確に部品をピッキングするために計測誤差が数mm以
内という高精度な計測を行い、生産性に影響を与えること
がないように耐環境性が求められる。

3.2	 従来の 3Dセンサの問題点
　従来の 3D センサで採用されてきた時間コード法は計測
に投影するパターンが異なる複数の画像が必要なため、セ
ンサに搭載されるプロジェクタにはパターンを切り替える
機能が求められ、複雑な光学系が必要となる。アクティブ

ステレオカメラは少なくとも 2台のカメラと 1台のプロ
ジェクタが必要である。以上より、時間コード法やアク
ティブステレオカメラは構成部品が多く、センサが大きく
重くなりやすかった。また、上記の方式の計測原理はとも
に三角測距法であるため、センサの温度変化により部材寸
法の変化や光学パラメータの変動があった場合、計測精度
を保つためにお客様が製造現場で工程を止めてキャリブ
レーションを実施する必要があり、生産性が低下してい
た。以上の課題により、従来の計測方式ではハンド搭載型
3D センサを実現することが難しかった。

4．課題を解決する技術
　上記の課題をうけ、以下の 2点について検討を行った。

4.1	 小型・軽量な構造を実現する計測原理
　小型・軽量な構造を実現するためには、光学系をシンプ
ルにする必要がある。そのためには投影するパターンを切
り替える必要のない 3次元計測方式が適している。そこ
で、我々は3次元計測方式に単一の投影パターンで計測で
きる空間コード方式を採用した。
　空間コード法はパターンを対象物に投影して画像を取得
し、解析することによりプロジェクタとカメラの対応関係
（プロジェクタのどの画素がカメラのどの画素に対応して
結像しているか）を特定し、三角測距を行うことで距離値
を算出する方式である。プロジェクタとカメラの対応関係
を特定する手法として、領域ベースマッチング法（テンプ
レートマッチング法）と特徴ベースマッチング法がある。
領域ベースマッチング法ではランダムパターンを使用し、
特徴ベースマッチング法では対応関係を特定するために、
特徴点を埋め込んだパターンを使用する。我々は比較的コ
ントラストの低下や画像の歪みに強いという性質を持つ特
徴ベースマッチング法を採用した。パターンの構成を図 4
に示す。4種の最小単位パターンの組み合わせにより、パ
ターンを構成した。最小単位パターンは中央の小さな矩形
S1 と大きな矩形 S2 で構成される。
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図 4　パターンの構成

　図5に検討したパターンの例を示す。最小単位パターン
内の領域 S1と領域 S2のサイズの比 S1/S2と、最小パター
ンサイズ Lを設計パラメータとした。これらのパターンに
ついてワークに投影されたときに発生するコントラストの
低下やパターンの歪みを計算機上でシミュレーションし、
空間分解能と計測安定性が両立されるように、パラメータ
を最適化した。

図 5　検討したパターンの例

　図 6に作成したパターンを示す。

図 6　作成したパターン

4.2	 環境温度が変わっても安定計測を実現する構造
　三角測距法において、距離値（計測値 Z）は式（1）で表
される。

 Z b f
D

= ×
 （1）

ここで bは基線長（カメラとプロジェクタ間の距離）、fは
レンズの焦点距離、D はカメラ／プロジェクタ間の視差で
ある。基線長、特にレンズの焦点距離は温度変化により変
動するパラメータであるため、計測値 Zは温度により変化
する。また、温度変化により光学系の幾何配置がずれるた
め、視差Dも温度変化により変動する。以上から、光学系
まわりの温度を一定にすれば、温度変化による計測誤差を
抑えられることがわかる。そこで、我々は光学系、特にレ
ンズの温度を一定に制御するための構造を検討した。図 7
にカメラの構造を示す。

図 7　レンズ温度を一定に制御するカメラ構造

　レンズを保持するレンズホルダを加熱するために小型・
軽量という観点でフィルムヒーターを採用し、温度のモニ
タのためにヒーター上に温度センサを搭載した。これらに
より、レンズの温度が一定となるように環境温度の変化に
応じてヒーターの発熱量を制御した。レンズホルダを加熱
しても筐体を通して放熱されるため、特に環境温度が低い
とき、ヒーターの発熱量が足りなくなってしまう。ヒー
ターの出力を大きくするためにはさらに電力が必要となる
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ため電源回路の規模が大きくなり、基板サイズが大きくな
る、コストがかかるといった問題がある。そこで、レンズ
ホルダから熱が逃げないように、伝熱と熱放射を止め、レ
ンズホルダからの放熱経路を遮断する断熱構造とした。
　以上により、ハンド搭載可能なレベルのサイズ・重量に
抑えつつ、製造現場の環境でも安定計測できる3Dセンサを
実現した。図 8にセンサの構造を示す。筐体のサイズは高
さ53mm×幅110mm×奥行77mm、質量は約570gである。

図 8　3D センサの構造

5．評価実験

5.1	 空間コード法での 3次元計測評価
　図 9 に作成したパターンを採用した 3D センサ（特徴
ベースマッチング法）で計測した点群の表示結果を示す。
比較のため、ランダムドットパターンを使用したセンサ
（領域ベースマッチング法）の 3次元点群の表示結果を示
す。対象物はオフィスチェアである。

左：領域ベースマッチング法　　右：特徴ベースマッチング法
図 9　3 次元点群表示結果の比較

　結果より、領域ベースマッチング法では対象物の座面で
計測できていない領域があることがわかる。これは、ラン
ダムドットパターンが対象物の座面の細かい凹凸により歪
んでしまい、計測に失敗しているためである。また、対象
物がないところでも計測値を出力し、誤計測している。一
方、特徴ベースマッチング法では、比較的、パターンの歪
みに対して強いため、正しく計測できている。

　以上より、本開発で採用した特徴ベースマッチングの方
が高い精度で安定計測できることがわかった。図 10 に開
発した 3D センサで各種部品を計測したときの距離画像表
示結果を示す。バラ積みされた様々な部品に対して、距離
画像を取得でき、部品の位置・姿勢がわかる。

図 10　各種部品の距離画像表示結果

5.2	 温度変化による計測誤差評価
　開発した 3D センサのプロトタイプ機をプレート表面の
温度を制御できる装置（日伸理化社製クールプレート
NCP-2215：仕様温度範囲－5℃～ 80℃）に設置し、プ
レートの温度を 0℃、20℃、40℃に設定した時の計測誤差
を評価した。図 11 に評価系を示す。

図 11　センサの温度特性の評価系

　評価はヒーター制御を行う場合と行わない場合のそれぞ
れで実施し、ヒーター制御の効果を確認した。最も計測誤
差が大きくなる計測視野の端の 100×100 点の距離値の平
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均を記録し、環境温度 0℃の距離値を基準として距離値の
誤差を算出した。図 12 に評価結果を示す。

図 12　センサの温度特性の評価結果

　温度制御なしの場合は、環境温度0℃～ 40℃で距離値の
計測誤差 ΔZが20mmを超えるのに対し、温度制御ありの
場合は誤差を 1mm 以内に抑えられることを確認した。
　以上より、レンズ温度を一定に制御することで大幅に計
測誤差を低減できることを確認した。

6．むすび
　製造現場へのロボット導入の障壁となっていた 3D セン
サの設置スペース、立ち上げ工数、作業の柔軟性の課題に
対し、ロボットハンドに搭載できる小型・軽量な 3D セン
サを開発した。最適な計測原理の選択とシンプルな光学系
のプロジェクタの設計により高さ 53mm×幅 110mm×奥
行 77mm で質量約 570g という小型・軽量な構造を実現し
た。また、製造現場の温度変化の影響に対しては、光学系
の温度制御により環境温度が 40 度変化したときの距離の
計測誤差を 1mm 以内に抑えられることをプロトタイプ機
で確認した。本技術を搭載した 3D センサ形 FH-SMDA-
GS050を 2021年 3月に商品リリースした。図13に 3Dセ
ンサの外観を示す。

図 13　3D ビジョンセンサ 形 FH-SMDA-GS050

　今後も引き続き、高速・高精度を維持した上でさらなる
小型・軽量化を実現する技術を開発し、お客様の製造現場
の生産性向上に貢献したい。
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制御機器に同居した ITアプリケーション環境の提案
西垣 弘二，荒井 航

　近年、生産現場では、制御機器の生み出すデータを活用し、情報処理技術を活かした生産性や歩留りの向上、生
産立ち上げ期間の短縮といったニーズが増えてきている。
　そのニーズは多様化しており、また、情報処理技術は向上し続けることから、現場のニーズに素早く対応し、か
つ最新の情報処理技術を用いたアプリケーションを導入できる環境が求められている。
　さらに、従来の手段では、一度情報処理層にデータを持ち出すことで IT 技術者の手によるデータ解析などが行わ
れており、生産現場でのタイムリーなデータ活用が困難であった。
　そこで我々は、コントローラ内部に制御と同居した情報処理のためのアプリケーションプラットフォームを組み
込み、さらに生産現場で柔軟にかつ強力なアプリケーションを開発するためのアプリケーションフレームワークを
提案する事で、制御によって生み出される質の良い高精度データを生産現場において収集・活用できるようにした。

Proposing an IT Application Platform in Controller
NISHIGAKI Koji and ARAI Wataru

In recent years, there has been an increasing need for production to improve by utilizing information processing 
technology by utilizing the data generated by control equipment at production sites.

Since the needs are diversifying and the improvement of information processing technology does not stop, there 
is a need for an environment where applications that can quickly respond to the needs of the field and introduce 
applications using the latest information processing technology are required.

Furthermore, in the conventional means, data analysis by IT engineers is performed by taking out data to the 
information processing layer once, and it is difficult to utilize data to demonstrate the strengths of the site at the 
production site.

Therefore, we incorporated an application platform for information processing that coexisted with control 
inside the Controller and proposed an application framework for developing flexible and powerful applications at 
the production site, so that high-speed and high-precision data generated by control can be collected and utilized 
at the production site.

1.	 まえがき
　従来、ファクトリーオートメーション（以下、FA）では、
データベース接続やFA分野におけるデータ交換方法の国際
標準規格である OPC UA などを用い、制御機器が生成する
データを情報処理層に取り込み、情報処理技術（以下、IT）
を活用して生産改善に活かしてきた。しかしながら、近年、
装置を制御するコントローラが高速・高精度化し、データ
更新周期の短縮による同期したデータへのアクセス可能時
間の減少や単位時間当たりのデータ量の増大による通信負
荷の増大、およびデータアクセス負荷の増大による制御周
期への影響など、制御周期に同期したデータを漏れなく情

報処理層に取り込むことは困難になって来ている。
　また、この様な高速・定周期でサンプリングされた質の
良い高精度データ（以下、質の良い高精度データ）の活用
には高度な IT スキルが必要であることが生産現場におけ
る改善活動でのデータ活用の妨げになっており、生産現場
における継続的改善といった現場の強みを十分に活用でき
ていない。
　一方、オムロンが開発したAI搭載マシンオートメーショ
ンコントローラ（以下、AI コントローラ）では、コント
ローラに時系列データベース（以下、TSDB）と呼ばれる
高速に高精度なデータを収集・蓄積するデータベースを搭
載しており、蓄積したデータを解析し、解析結果から生成
した AI 機械学習モデルによって外れ値を検知することに
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より予知保全などのアプリケーションを実現している1）。
　しかし、第四次産業革命2）を目指す取り組みが加速する
中、生産現場でのデータ活用の取り組みは、AIコントロー
ラが実現している AI を使ったアプリケーションにとどま
らず、様々なアプリケーションが構想・提案されている。
　オムロンも、現場データ活用サービス「i-BELT」を立
ち上げ、生産現場におけるデータ活用の取り組みを加速
させている3）。また、知能化セルライン（Cell Line Control 
system 以下、CLCS）では、人の判断や作業を支援するた
めに、様々なデータの連携が必要とされている4）。さら
に、オムロンが進めている様々な共創において、お客様独
自のアプリケーション（データ活用手段）を実現するため
にコントローラが生み出す質の良い高精度データとデータ
を扱うための情報処理環境が必要とされている。
　本稿では、生産現場でのデータの活用を目的とし、従来
制御を主としてきたコントローラに、質の良い高精度デー
タを収集し IT を使って活用するための能力を付与するた
めの設計と、現場で時系列データを活用するアプリケー
ションを創り出す活動（以下、アプリ創造活動）を支える
アプリケーションフレームワークについて述べる。
　アプリケーションフレームワークは、既存のオムロンの
コントローラの一つであるデータベース接続 CPU ユニッ
ト（以下、DB モデル）を拡張し、プロセス間通信を用い
た変数アクセスAPIと Java実行環境を利用する事で、コン
トローラ内で動作する様々な ITアプリケーションを開発・
実行するための仕組みを構築、制御への影響を抑えなが
ら、コントローラの制御周期と同期した質の良い高精度
データを利用した様々なアプリケーションを実行可能とす
ることを目指す。
　また、データ処理に特化したアプリケーションを作成す
るためのパイプラインアプリケーションフレームワークを
提案し、機能毎に用意された Node と呼ばれるソフトウェ
ア部品を選択し、そのつながりを定義することで、ITスキ
ルの高くない現場作業員が、データの取得・処理・フィー
ドバックを行えるアプリケーションを容易に実現できるよ
うにした。

2.	 課題

2.1	 情報処理との共存による制御への影響
　製造現場で用いられるコントローラは、あらかじめ定め
られた順序に従い制御を行うシーケンス制御やモータの位
置制御を行うモーション制御などを行う制御機器である。
オムロンのコントローラの場合、その制御周期は0.125 ms
から数 ms であり、高速・高精度制御をリアルタイムに実
行している。
　コントローラ内で情報処理を実行する場合、情報処理に
よる影響で制御プロセスの実行時間にばらつきが生じる

と、制御が正しく行われなくなる。そのため、コントロー
ラ内で情報処理を実行するにあたっては、制御周期を乱さ
ないことが必須の要件となる。
　一方、AI に代表される高度なデータ解析には、コント
ローラの高速な制御周期と同期した高精度な時系列データ
が必要であるが、従来の手段では収集間隔が数 ms 程度に
とどまり、かつ収集間隔のゆらぎが存在したため、要件を
満たすことができなかった。

2.2	 IT の FA現場への適用
　生産現場では、IT に習熟した要員が常に存在するわけ
では無い。そのため、生産現場の日々の改善活動におい
て、IT を使ってコントローラが生み出すデータを活用す
るためには、IT に不慣れな現場作業員でも容易に IT を活
用できるような仕組みを用意する必要がある。
　例えば AI コントローラでは、解析用データを収集し、AI
機械学習モデルを作成、AIによる外れ値検知を高速に行い、
装置の故障を予測することなどが可能であるが、現場に適
用する際には収集対象データの選択や AI 機械学習モデルの
作成などに高度な IT 知識が必要である（図 1、2参照）1）。

図 1　AI コントローラにおける分析フェーズの処理フロー

図 2　AI コントローラにおける活用フェーズの処理フロー
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　一方、FAに不慣れな IT技術者には、FAに特有の知識を
有していなくても ITを FAに適用できる仕組みが必要とな
る。

3.	 技術内容

3.1	 アプリケーションプラットフォーム
　本稿では、制御を専門とする従来のコントローラに対
し、制御周期に影響を与えることなくコントローラ内での
情報処理アプリを実現する手段を提案する。
　従来のコントローラでは、PLC Engine によるリアルタ
イム制御を実現し、その中の DB モデルでは、Java VM 上
で動作する DB Connection Application を搭載してリレー
ショナルデータベース（以下、DB）接続機能を実現して
いる（図 3参照）。

図 3　DB モデルシステム構成

　DB モデルでは、プロセス間通信を用いた変数アクセス
APIと Java実行環境を活用することで、非同期プロセスを
Javaに集約し、Javaの実行優先度を低くすることで制御に
与える影響を抑えながら、コントローラから DB へのデー
タ入力や、ストアドプロシージャを使用した DB 操作を行
うアプリケーションを実現している。
　本稿で提案する手段の適応例として、DB モデルを拡張
し、制御と同居しながら IT 処理を実行しつつコントロー
ラが実現している高速・高精度な制御に影響を与えること
なく、コントローラ上で動作するアプリケーションを実現
するためのSysmac Java Application Platform（以下、アプリ
ケーションプラットフォーム）を開発した。アプリケー
ションプラットフォームは、DB モデルの既存の Java 実行
環境を活用し、Java ベースのアプリケーションプラット
フォームとして Java 実行環境上に構築した。アプリケー
ションプラットフォームでは、Pipeline Application Frame-
work（以下、パイプラインアプリケーションフレームワー
ク。詳細は 3.2 章で説明）を含む、Java で実装された様々
なアプリケーションを実行・管理できる（図 4参照）。

図 4　アプリケーションプラットフォーム

　アプリケーションプラットフォームは、オープンソース
ソフトウェア（以下、OSS）の Vert.x5）を利用し、コント
ローラが起動しアプリケーションプラットフォームが起動
した後はコントローラの状態やモードに関係なく独立して
アプリケーションを実行できる（図 5、6参照）。

図 5　コントローラの状態・モード6）

図 6　アプリケーションプラットフォームの起動シーケンス

　アプリケーションは、Vert.x 上で動作する Verticle（Vert.
x で管理されるアプリケーションの実行単位）として実装
する事で、コントローラ内で Javaアプリケーションとして
動作する。よって、OSSを含めた様々な Javaライブラリを
利用したアプリケーションをコントローラ上で実現するこ
とができる（Javaプログラムからネイティブライブラリに
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アクセスするための手段である JNA/JNIを使う事でC言語
などを用いて実装されたライブラリも利用可能）。
　アプリケーションプラットフォームは、制御に影響を与
えないようするために、制御を実行するプロセスよりも優
先順位の低いプロセスとして実行される。アプリケーショ
ンはアプリケーションプラットフォーム上で動作するた
め、制御を実行するプロセスの空き時間で非リアルタイム
に実行され、制御プロセスの実行を妨げない。
　また、アプリケーションプラットフォームでは、コント
ローラ内部の制御リソースへのアクセス制限を行うこと
で、アプリケーションが制御プロセスのリソースアクセス
を妨げないようにした。
　さらに、既存の変数アクセスAPIを拡張し、かつ制御プ
ロセスで実行されるプログラムと連携する仕組みを取り入
れる事で、アプリケーションからより高速に制御周期と同
期したデータを収集できるようにした。変数アクセスの
際、コントローラが提供しているAPIでは、プロセス間通
信のコマンド―レスポンスのプロトコルが用いられてお
り、1 変数アクセス毎のオーバーヘッドが大きい。そこ
で、収集対象の変数を制御プロセスで実行されるプログラ
ムで一時的に配列に保存し、収集対象を配列にすること
で、実質的な 1変数当たりのオーバーヘッドを小さくし
た。この時、コントローラ内部での通信であることから、
大量の変数データを受信した場合に要する時間は十分小さ
く、全体の時間を削減できる（図 7、8参照）。

図 7　制御プログラムと連携した変数アクセス

図 8　変数アクセスに必要な処理数と時間

3.2	 パイプラインアプリケーションフレームワーク
　本稿で提案する手段の適応例として、高度な IT スキル
を持たない FA 技術者が、必要な機能の組み合わせとパラ
メータの設定のみで必要なデータの収集・処理・出力を行
うパイプラインアプリケーションフレームワークを開発し
た。
　パイプラインアプリケーションフレームワークでは、
データを入力し、入力したデータを加工・処理し、加工・
処理した結果を出力できるパイプラインアプリケーション
を実現できる。
　また、パイプラインアプリケーションフレームワークで
は、データ入力（Input：図 9 の右向き△）・データ処理
（Logic：図 9 の〇）・データ出力（Output：図 9 の左向き
△）の3種類の機能を、それぞれ Input Node、Logic Node、
Output NodeといったNodeという形でソフトウェア部品化
し、GUIツールを使用してNodeの定義とNode間の関係の
定義を行う事で、入力したデータをメッセージ（Mes-
sage：図 9の□）として受け渡し、処理した上で出力する
アプリケーションを簡単に実現・変更できる（図9、10参
照）。

図 9　パイプラインアプリケーションフレームワーク
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図 10　GUI ツール

　さらに、FA 現場技術者が活用したい IT を IT 技術者が
Node という形で開発することで、新しい機能をアプリ
ケーションとして容易に FA 現場に導入することができる
（IT 技術者と FA 現場技術者の橋渡しを実現）。
　アプリケーションプラットフォームとパイプラインアプ
リを活用することで、様々な用途のアプリケーションを実
現することができた。実現したアプリケーションの詳細は
5．章に記述する。

4.	 検証（制御性能への影響と性能）

4.1	 制御性能への影響の検証
　制御性能への影響を検証するために、オムロンのコント
ローラであるNX102およびNX701において、本稿の技術
を搭載した NX102/NX701 データベース接続 CPU ユニッ
トの時系列データ収集システム搭載商品（以下、TSDC モ
デル）でデータ収集を実行した場合のタスク実行時間への
影響を検証した。
　TSDC モデルでデータ収集を実行しなかった場合とデー
タ収集を実行した場合のベンチマーク用の制御プログラム
におけるタスク実行時間（最大/最小/平均/標準偏差）を測
定し、比較した。NX701 では制御周期を 1ms として 4008
サイクル実行、NX102では制御周期を2msとして9855サ
イクル実行し測定を行った。測定結果は下表の通りである
（表 1、2参照）。

表 1　NX102 の結果（単位 μs）

データ収集
非実行時

データ収集
実行時 差

最大 1060.205 1097.815 37.61

最小 698.495 699.665 1.17

平均 789.339 866.413 77.074

標準偏差 53.448 65.081 11.633

表 2　NX701 の結果（単位 μs）

データ収集
非実行時

データ収集
実行時 差

最大 622.05 702.664 80.614

最小 584.47 586.075 1.605

平均 598.50 602.995 4.495

標準偏差 5.85 8.444 2.594

　測定結果から、データ収集実行時はデータ収集非実行時
と比較して、タスク実行時間の最大／最小／平均／標準偏
差が少し大きくなることが確認できた。
　一方、NXシリーズ CPUユニットの場合、タスク実行時
間の最大値の目安の計算式は、コントローラのマニュアル
から、

（［タスク実行時間の平均値］＋（［タスク実行時間の平均値］
－［タスク実行時間の最小値］））×1.2＋25 μs

と定義されている6）。
　そこで、TSDC モデルでデータ収集を実行した場合のタ
スク実行時間の最大値の目安を計算し、計算結果が制御周
期を超えないことと測定した最大値が計算結果を超えない
ことを確認した。
　計算式にそれぞれのデータ収集実行時の測定結果を代入
すると、NX102 では、
　（ 866 μs＋（866 μs－699 μs））×1.2＋25 μs＝1264 μs とな
り、制御周期の 2000μs を下回り、かつデータ収集実行時
の最大値 1097 μs はこれを下回っている。
　また、NX701 では、
　（602 μs＋（602 μs－586 μs））×1.2＋25 μs = 766 μsとなり、
制御周期の 1000μs を下回り、かつデータ収集実行時の最
大値 702 μs はこれを下回っている。
　このことから、データ収集の影響で制御実行時間とばら
つきが増大するものの、制御周期のリアルタイム性を損な
うものではないことを確認できた。

4.2	 データ収集性能の評価
　3.章で説明した技術を用いた TSDCモデルでは、制御周
期に影響を与えることなく制御周期に同期したデータ収集
を実現できた。TSDC モデルの詳細は 5.1 章で記述する。
既存の商品である DB モデルと TSDC モデルの収集性能を
（表 3）に示す。
　今回開発した技術では、時系列データの収集を制御プロ
グラムで配列としてバッファリングし、バッファリングさ
れたデータを制御の空き時間を用いてアプリケーションに
一括で取り込むことで、質の良い高精度データを制御に影
響を与えることなく取得・活用することを実現できた。
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表 3　DB モデルとの収集性能の比較

収集性能
TSDCモデル DBモデル

NX701 4 KB/ms 2 KB/ms

NX102 0.4 KB/ms 0.25KB/ms

　TSDCモデルでは、コントローラにNASを接続し、コン
トローラで収集した時系列データを CSV ファイルとして
NAS に保存する（図 11 参照）。

図 11　時系列データ収集システム

5.	 効果（アプリ創造活動）

5.1	 アプリ創造活動からの商品化サイクル
　制御性能に影響を与えることなく、コントローラで時系
列データの収集・活用が可能になったことで、本稿で提案
する技術を使ったアプリケーションが、様々な製造現場の
データ活用の共創に用いられた。
　その一つとなる自動車業界顧客における共創では、本稿
で提案した技術を使用する事で、高速制御と同時に高速制
御で生じる質の良い高精度データを、制御周期に影響を与
えることなく収集し、コントローラから直接 NAS に保存、
顧客アプリで解析し、その結果を制御にフィードバックす
るシステムを実現できた。その結果、一つのコントローラ
でのコストダウンと立ち上げ効率・保守性向上を実現し
た。
　本共創の結果、アプリケーションの有用性が確認できた
ことから、用途限定商品としてデータベース接続 CPU ユ
ニット　時系列データ収集システム搭載商品（TSDC モデ
ル）の商品化を行った。
　この様に、TSDC モデルの商品化では、共創・アプリ創
造活動を通じて既に顧客現場でその有用性が証明されてい
ることから、通常の商品開発における工程の一部を省略す
ることができたため、比較的短期間でリリースを行い、複
数顧客へ展開することができた。
　さらに、継続して行われている共創では、TSDC モデル
を拡張した新たなアプリケーションを開発し、新しい顧客
への展開を実現するというアプリ創造活動からの商品化サ
イクルを実現できた。

5.2	 現場データ活用サービス（i-BELT）
　オムロンでは、オムロンのユニークなデータ活用サービ
ス「i-BELT」を提供している。「i-BELT」は、生産現場に
あるデータを活用し、その収集から見える化・分析・制御
をお客様の課題に寄り添い、共に解決する共創サービスで
ある（図 12 参照）。

図 12　i-BELT

　本稿で提案した技術を用いることで、収集された制御
データは、一つのコントローラ内の利用にとどまらず、他
のコントローラの制御データや情報データと結びつけて、
より広範囲なデータ解析が可能になる。

5.3　データを活用した歩留り改善（社内共創）
　社内共創の例では、本稿の技術を用いることで、歩留り
改善のためのデータ解析に必要な、上位システムのデータ
などの様々な関連するデータの紐づけ（トレース・結合・
演算）を容易に実現することができた。その結果、識別
コードを付与した生産条件、検査結果情報に加えて、製品
一つ一つに紐づいた ILO（Input-Logic-Output）データを記
録しトレースを行う事で、データ分析に基づく因果特定と
結果のコントロールが可能となり、検査工程での不良排除
ではなく、生産工程における前工程での不良排除が実現で
きた。また、部品の寸法のばらつきに応じて良品となる組
み合わせを、再帰的に求めることができた。
　本稿で提案した技術を用いることで、前工程での不良品
排除を達成するために必要な、工程の増減に柔軟に対応
し、かつ複数工程間トレース可能なデータを一元化するシ
ステムを実現できた。コントローラに情報処理機能がある
ことで、部材情報、検査結果、上位システム、工程デー
タ、PCデータからなるデータ構造（図13参照）を一元管
理できるようになった。
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5.4	 Cell Line Control System（CLCS）
　市場ニーズの多様化や需要変動の拡大など、難易度を増
していくモノづくりに対し、熟練作業者は不足している。
また、収益構造の見直しに伴う生産移管も加速し、作業者
の早期育成や工程管理の徹底といった、4M 変動管理が複
雑化している。この様な変種変量生産に対応するには、作
業者に多くの判断が求められ、人手だけに頼ったままで
は、作業習熟度のばらつきにより、品質担保に限界がで
る。リスク管理においても、不良品を流出させてしまった
場合の影響範囲の特定や、良品を証明できる情報がすぐに
出せるよう、対策が必要となる。
　オムロンが提供する CLCS では、工程管理トレーサビリ
ティの導入と、デジタル作業指示による判断レス化で製
品・作業の品質管理と、非熟練者でもミスのない作業を実
現する。
　本稿で提案する技術を用いることで、製品トレース情報
と工程・作業トレース情報の一元化による工程品質管理を
容易に実現することができた。また、工程や作業者の状態
などの製造情報を製品に紐づけて一元管理し、カン・コツ
に頼らない品質ばらつき要因分析による工程改善を実現で
きた（図 14 参照）。

5.5	 クラウド環境への拡張と業界標準プロトコルへの拡張
　本稿の技術を用いることで、NX コントローラに容易に
クラウド接続性を付与することができた。
　Azure では、Azure 接続に必要なライブラリを公開して

いるが、本稿の技術を用い、公開ライブラリを取り込んで
Nodeを開発することで、短期間でAzure接続アプリを実現
し、Azure 認証7）を取得することができた（カタログには
非掲載）。
　同様に、AWS IoT8）やMindSphere9）といったクラウドへ
の接続機能やHermes Standard10）の様な FAで用いられる標
準通信プロトコルを容易にコントローラ上に搭載すること
ができた。

6.	 むすび
　近年、生産現場では、制御機器の生み出すデータを活用
し、情報処理技術を活かした生産性や歩留りの向上、生産
立ち上げ期間の短縮といったニーズが増えてきており、現
場のニーズに素早く対応し、かつ最新の情報処理技術を用
いたアプリケーションを導入できる環境が求められてい
た。
　さらに、従来の手段では、高度な IT スキルが必要であ
り、生産現場でタイムリーにデータ活用できる手段が求め
られていた。
　本稿での取り組みにより、コントローラの本来の機能で
ある制御周期に影響を与えることなく、コントローラ自身
が生成する質の良い高精度データを活用した生産現場の改
善に寄与できる環境をコントローラの内部に実現すること
ができた。
　また、この様な環境を活用したアプリ創造活動を通じ
て、コントローラ自身に情報処理機能を持たせるというア

図 13　システム全体でのデータ構造図
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イデアの実現性と有効性を実証できた。
　今後も、アプリケーションプラットフォームとしての機
能強化や、Node による機能拡張だけでなくパイプライン
アプリケーション以外のアプリケーションを開発するため
の開発環境を追加する事で、より高度で高性能なアプリ
ケーションを実現できることを目指したい。
　また、TSDB の移植を含めた変数アクセスの高速化に取
り組みたいと考えている。
　本技術を活用することで、共創を通じたアプリ創造活
動、販売先を限定する用途限定商品化と複数顧客への展
開、汎用商品化と汎用展開のサイクルの内、アプリ創造活
動から用途限定商品化と複数顧客への展開、さらなるアプ
リ創造活動のサイクルを実現できた。今後は、汎用商品化
につながるサイクルを実現したい。
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良品生産性向上のためのQ-upSystemを支える
データ収集・分析基盤の開発
中西 功

　検査システム事業部では、従来からプリント実装基板を 3D 計測し、定量化された品質基準に従って検査を行う
AOI （Automated Optical Inspection）、3D-CT 方式ではんだの形状の検査を行う AXI （Automated X-ray Inspection）、各
工程検査装置からの品質データや生産情報を分析する Q-upNavi、不良を作らない生産作りに貢献するためにマウン
タと連携する Q-upAuto を開発しており、多くの生産現場で、不良流出防止や品質維持改善に貢献している。
　Q-upAuto と Q-upNavi で構成する Q-upSystem は、扱うデータや処理を追加しながら開発を進めており、段階的な
機能拡張を生産現場に適用するためには、高速なサーバを使用せずに機能を実現する基盤が必要となる。
　今回、ビックデータのようなデータ分析基盤の構築方法を元に、製造データと品質データの紐づけ・蓄積・分析
の知見を加えた Q-upSystem のデータ収集・分析基盤を開発した。最終工程の品質データを起点に前工程の検査基準
を最適化する機能用のデータ検索・取得の性能評価を行い、高速なサーバを導入することなく十分な高速性を得ら
れた。

Development of Data Collection/Analysis Platform that 
Supports Q-upSystem for Improving Non-defective  
Product Productivity
NAKANISHI Isao

Inspection System Division has traditionally performed 3D measurement of printed mounting boards and 
inspected according to quantified quality standards. AOI (Automated Optical Inspection) and AXI (3D-CT 
method) to inspect the shape of solder. Automated X-ray Inspection, Q-upNavi that analyzes quality data and 
production information from each process inspection device, and Q-upAuto that cooperates with a mounter to 
contribute to production that does not create defects, and many At the production site, it contributes to the 
prevention of defective outflow and the maintenance and improvement of quality.

The Q-upSystem, which consists of Q-upAuto and Q-upNavi, is being developed while adding data and 
processing, and in order to apply step-by-step function expansion to the production site, use a high-speed server. 
You need a foundation to realize the function without.

In this paper, we have developed a Q-upSystem data collection/analysis platform that adds knowledge of 
linking/accumulating/analyzing manufacturing data and quality data based on the method of constructing a data 
analysis platform such as big data. Based on the quality data of the final process, we evaluated the performance of 
data search / acquisition for the function that optimizes the inspection criteria of the previous process, and 
obtained sufficient high speed without introducing a high-speed server.
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1.	 まえがき
　近年、自動車の安全設備やハイブリッド車の普及が急速
に進み、自動車に搭載される電子部品基板が急速に増加し
ており、将来の自動運転に向けて、より高度化される見込
みである。自動車に搭載される部品には高い品質が求めら
れるため、プリント実装基板の実装ラインは不良を流出さ
せないだけでなく、手直しで良品とすることも禁じられる
場合があり、不良を作らないことが必要になっている。
　また、豊富な経験と知識を持つ熟練した実装ライン担当
者、製造技術者の高齢化が進み、高い品質を達成し維持す
る人材がこの 10 年に渡り減少し続けている。そういった
人材が確保できている現場においても、コスト競争力が求
められるため、改善に多くの工数を使うことができない。
また業界のグローバル化が進み、高い品質を達成し維持す
る人材がいない拠点でも、高い品質を達成することが求め
られている。
　従来より、検査システム事業部では変動する生産の 4M
「Man（作業者）」「Machine（機械設備）」「Material（原材
料）」「 Method（作業方法）」に対応し、良品を作り続ける
ために検査装置の品質データを起点に、各設備データの
紐づけ⇒収集⇒監視⇒改善を自動で実行する Q-upSystem
（図 1）を開発し、顧客の品質改善・維持とコスト競争
力への貢献を目指している。Q-upSystem は、検査装置
の品質データと生産設備（印刷機・マウンタなど）の製
造データを紐づけし、リアルタイムに異常を警告する

Q-upAuto1）、各工程検査装置からの品質データや生産情報
を分析する Q-upNavi で構成される。
　Q-upSystem は、品質改善の機能を提供するアプリケー
ション部と検査装置の品質データ、生産設備の製造データ
を収集しアプリケーションに提供するデータ収集・分析基
盤で構成される。アプリケーションは、リアルタイムに品
質の変動を捉えて品質改善を行うために、大量のデータを
基にした自動分析を行う必要があり、データ収集・分析基
盤は、高速なデータの紐づけとアプリケーションから指定
された条件のデータを紐づけた状態で高速に収集すること
が必要となる。
　実装基板の実装工程では、生産ライン数は最大で100ラ
イン程度であり、サイクルタイム（10秒～ 1分程度）毎に
製造データ、品質データが生成される。現在の Q-upAuto
では、マウンタの製造データと検査装置からの製造データ
を基板 1枚毎に収集して、基板 1枚毎のファイルとして
保存し、基板 1枚毎に紐づけを行っている。品質データ
には、大量の計測値があるため、1ライン分のマウンタの
製造データと品質データは 1日に 1GB 程度であり、90％
以上は計測値の数値データとなる。現在、1台のサーバで
3ライン分のデータ収集と紐づけは可能であるが、ファイ
ルの入出力が多いために 4ライン以上の処理が難しく、4
ライン以上の顧客への適用ができないため、データの格納
方法を改善する必要がある。また、現在の Q-upNavi では、
複数の検査工程の検査結果・計測値を取得できるが、計測

図 1　Q-upSystemの全体像
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値を基板 1枚毎のファイルとして保存しているため、複
数の基板の計測値を取得する場合に時間がかかるため、リ
アルタイムな自動分析機能の開発に利用できない問題があ
る。
　近年のビックデータのようなデータ分析基盤はデータ
ウェアハウス2）を含む表 1に示す三層のデータレイヤーで
構成し、BI （Business Intelligence） で意思決定を支援する
ことが多い。これらはリレーショナルデータベースや
NoSQL データベースを用い、オンプレミスの高価なサー
バ上、または、クラウド上で構築することが多い。これら
の技術は様々な分野で適用されているが、先に述べたよう
に実装基板の実装工程では、製造データと品質データの紐
づけ・蓄積・分析の知見が必要なこと、および、ネット
ワークをクラウドに接続することや高価なサーバを用いる
ことが難しいため、適用されている事例はない。
　本稿では、大量のデータの収集と紐づけ、および、自動
検知、分析のために品質データを高速に検索・取得する
Q-upSystem を支えるデータ収集・分析基盤の構築方法に
ついて紹介する。実装基板の実装工程のデータの特性と自
動分析に適したデータ設計について述べ、構築したデータ
収集・分析基盤の基本性能について述べる。

表 1　一般的なデータレイヤー

データリポジトリ 説明

データレイク

データソースとなるシステムやデー
タベースから収集してきたデータを
そのままの形で保存するもの。デー
タソースから分離することで、再収
集が必要な場合にデータソースへの
影響をなくすことができる。

データウェア
ハウス

データソースやデータレイクから収
集したデータを分析のために、目的
別に編成され、統合された時系列
で、削除や更新しないデータの集合
体。

データマート

データウェアハウスの中から特定の
目的に合わせた部分を取り出し、活
用に適した形に加工したデータを保
持する。

2.	 データ収集・分析基盤の課題

2.1	 プリント実装基板の実装工程のデータ
　プリント実装基板の実装工程は、次のように構成され
る。先頭から、はんだ印刷機、SPI、マウンタ、マウント
後 AOI、リフロ炉、リフロ後 AOI、AXIが並ぶ。それらの
装置は図2の上部のように一直線で配置され、上流から下
流（この図の場合左から右）にプリント配線板（以降基板

と呼ぶ）を流しながら実装を行う。はんだ印刷機は基板に
ステンシル状の金属板を介してはんだを印刷し、SPI は印
刷されたはんだの印刷状態を検査する。マウンタはそのは
んだの上に電子部品を搭載し、マウント後AOIはその部品
の搭載状態を検査する。リフロ炉は部品を実装した基板を
加熱してはんだを溶融させ、基板を冷却させることではん
だを硬化させて電子部品を基板に固定する。リフロ後 AOI
と AXI は、このようにして実装された完成品を検査する。
　基板には図 3のようにトレーサビリティ用に基板 ID が
刻印されており、一つまたは複数の個片基板がある。個片
内の回路番号の場所に電子部品が搭載され、電子部品のピ
ンがはんだにより基板に固定されている。図2に示すよう
に、生産・検査後に各データが生成される。検査装置で
NG 判定された場合のみ、目視検査を行い、NG 判定した
回路の部品、ピンの目視検査結果データが生成される。

図 2　生産・検査の流れと生成するデータ

図 3　基板の構造

　表 2 に基板サイズ 236 mm×154 mm、総部品数が 938
個、総ピン数が 2,692 個の基板 1枚当たりの品質データ量
を示す。検査結果の数は、総部品数と総ピン数と同数であ
り、計測値の数は SPI が 29,612 個、マウント後 AOI が
132,122 個、リフロ後 AOI が 157,464 個となる。

表 2　基板 1枚当たりの品質データ量

項目 SPI マウント後
AOI

リフロ後
AOI

検査結果数（部品） ― 938

検査結果数（ピン） 2,692

計測値数 29,612 132,122 157,464
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2.2　データ収集・分析基盤の課題
　Q-upSystem のアプリケーションは、機能毎にリアルタ
イムや 1日に 1～ 24 回などの周期、または、ユーザによ
るトリガでデータ収集・分析・監視を行い、条件を満たし
た場合に、追加のデータ収集・分析や、改善の処理を実行
する。Q-upSystem の特徴は、品質データを起点に上記の
処理を行うことであり、データ収集・分析基盤に対する課
題は下記になる。

課題 1：
　製造データ、品質データをプリント実装基板の実装
ラインのサイクルタイム内（10秒～ 1分程度）で紐づ
けること。

課題 2：
　品質データを高速に検索・取得できるようにデータ
を格納し、アプリケーションが利用しやすい形に変換
すること。

課題 3：
　生産ライン数（最大100ライン程度）に対応できる
スケーラビリティがあり、工場内のオンプレミスのシ
ステムとして、高価なサーバを使用せずにシステムを
構築できること。

　課題1は基板 1枚毎の製造データと品質データの紐づけ
処理性能面の課題である。例として、表 3に Q-upAuto の
不良通知機能を示す。表 3のデータ収集・分析基盤機能で
は、表 2の基板をサイクルタイム 30 秒で生産する場合、
938 個の部品を搭載した製造データと 3つの検査工程の検
査結果を 30 秒以内に紐づける必要がある。

表 3　Q-upAuto 不良通知機能

項目 内容

アプリ機能 発生した実不良を実装したマウンタデバ
イス IDを UI に表示する。

データ収集・
分析基盤機能

発生した実不良を実装したマウンタデバ
イス IDをリアルタイムに集計する。

　課題2は品質データの検索性能に関する課題である。格納
している大量の品質データの中から、効率的に検索・取得
できる必要がある。例として、表 4に Q-upOpti（2021 年販
売）の検査基準最適化機能を示す。課題2は、表4のレスポ
ンス確保のために必要なものである。表4の前工程の検査基
準の最適化の計算のためには、計算に必要なサンプル数と
なる 10～ 200 枚程度の基板、部品の検査結果と計測値、お
よび、検査基準が必要になる。検査基準の最適化計算では、
同一の基板・部品の複数工程の検査結果・計測値と現在の
検査基準を考慮するため、図4に示す入力データ構造が必要
となる。例えば、10日分の1ラインの製造データと品質デー

タ（約 10GB）の中から、リフト後の部品の検査結果に関連
する品質データ（約 10MB）を抽出し、同一部品のデータと
して紐づけた形に 10秒以内に変換することである。

表 4　Q-upOpti 検査基準最適化機能

項目 内容

アプリ機能

リフロ後検査で実不良を検知した際、前
工程の検査（SPI またはマウント後AOI）
で検知すべき不良の場合に、計測値を元
に前工程の検査基準の最適値を計算し、
検査基準を変更する。

データ収集・
分析基盤機能

アプリから指定された実不良の部品品番
と同じリフロ後の検査基準の計算に必要
な数の良品と不良の計測値と検査基準、
および同じ基板の前工程の部品の計測値
と検査基準を返す。

図 4　検査基準最適化計算の入力データ構造

　課題3は、適切なコストでQ-upSystemを導入するために
必要な課題である。顧客毎に生産ライン数やネットワーク
構成も異なるため、多様な構成に対応できる必要がある。
　次節では、これらの課題に対する解決方法について述べ
る。

3.	 データ収集・分析基盤の設計
　2.2 節の課題 1の解決のために、同一テーブルへのデー
タの同時書込みによる不整合を回避するためのロック待ち
によるレスポンス低下を避けることが必要である。そこで
複数の実装ラインの装置からのデータの入力に対して、
データテーブルを装置毎に分割し、データをロックする範
囲は装置毎に限定する。データの紐づけ処理は、装置毎に
保存されたデータを入力として、実装ライン毎に独立して
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行うことでレスポンスを確保する。
　2.2節の課題2の解決のために、データの検索・取得時に、
サーバのディスク I/Oを減らすようにアクセスするデータの
範囲を局所化することが必要である。そこでデータのアクセ
スパターンとデータ量に応じて、データテーブルの種類と期
間の分割を適切に設計する。品質データの基本取得パターン
は、「期間と品質の条件を指定して検索し、検索結果に基づ
き、関連するデータや詳細データを取得する」となる。基本
パターンの例として、表 4の検査基準最適化機能のための検
査基準最適化計算の入力データの取得シーケンスを図5に示
す。図5は前工程がマウント後AOIの場合を表している。ア
プリケーションは、「［A1］ 期間を指定して実不良の回路一覧
を検索」した後に、「［A2］ 実不良の回路、前工程、サンプル
の基板数を指定してデータを取得」する。この時、アプリ
ケーションが取得するデータ量の 90％以上は「計測値」で
あるため、「［B1］ ［B2］ 検査結果・計測値を抽出し図 4の構
造に設定」の中の計測値の抽出と設定に最も時間がかかる。
この基本パターンを元に、検査結果のテーブルを「検査結果
（基板）」「検査結果（回路・部品・ピン）」「計測値」とし、
利用頻度とデータ量を考慮して、1テーブル内の期間をそれ
ぞれ、1日、1時間、10分とする。また、「計測値」は部品品
番毎に取得・分析するため、部品品番毎に分割する。上記の
分割をすることで、検索・取得時のアクセスするデータの範
囲を局所化でき、高いレスポンスが期待できる。

図 5　検査基準最適化計算の入力データの取得シーケンス

　2.2 節の課題 3に関しては、データを検査装置、期間で
分割することにより、データの分散配置が可能となり、ス
ケールアウト（コンピュータの台数を増やすことでシステ
ム全体の性能を向上させること）が容易になる。これによ
り生産ラインを段階的な置き換えや増設時に段階的に安価
なサーバを増やすことや、システム規模に応じたサーバ選
定が可能となる。
　以上を考慮して、表1のデータレイヤーを適用したデー
タ収集・分析基盤の構成を図 6に示す。図内の矢印はデー
タの流れを表している。データレイクには、アプリケー
ションが必要とした検査画像を検査装置から取得した後に
配置し、検査装置からの複数回の取得を回避する。データ
ウェアハウスには、検査装置（SPI、マウント後 AOI、リ
フロ後 AOI、AXI）の品質データ（検査結果、検査プログ
ラム）と生産設備（マウンタ）の実装データと各工程の紐
づけデータを配置する。データマートには、アプリケー
ションが表3の不良通知機能でそのまま利用できる実不良
の部品を実装したマウンタデバイス ID のリスト「実不良
実装データ」を配置する。

図 6　データ収集・分析基盤の構成

4.	 性能評価

4.1	 性能評価 1
　本節では、データ量が多く高速化の難易度が高い 2.2 節
の課題の検証のために、高価でないサーバでファイルベー
スのシステムを C# で実装し、課題 1を対象とした紐づけ
速度の性能評価（以降性能評価1と呼ぶ）を行った結果を
述べる。性能評価1では、弊社工場の5時間分の生産デー
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タの中から、マウンタと検査装置 2台分のデータに対し
て、検査不良データの紐づけ時間の評価を行う。
　性能評価 1の結果を表 5に示す。表 5より、1基板あた
りの紐づけ時間は 13.3 ms となり、実装ラインのサイクル
タイム（10 秒～ 1 分程度）より、十分小さい時間となっ
た。これは、「検査結果（回路・部品・ピン）」のテーブル
を 1時間単位にすることで、データの紐付け時の I/O を局
所化していることが大きな要因である。

表 5　性能評価 1の結果

ケース 紐づけ部品数
（検査不良部品） 検査枚数 紐づけ時間

［ms］
1 116 148 1559

2 188 163 1873

3 206 191 1927

4 191 96 2274

5 72 41 839

合計 773 639 8,472
1 部品あたりの紐付け時間［ms］ 11.0
1 基板あたりの紐付け時間［ms］ 13.3

4.2	 性能評価 2, 3
　本節では、表4の検査基準最適化機能を対象としたデー
タの取得速度の性能評価（以降性能評価2と呼ぶ）を行っ
た結果を述べる。また、性能評価2の比較のために従来の
Q-upNaviで計測値の取得速度の性能評価（以降性能評価3
と呼ぶ）を行う。性能評価 2では、2つの工程の計測値を
取得するが、Q-upNavi には、複数工程の計測値を紐づけ
て取得する機能はないため、2つの工程の計測値の取得時
間を、1つの工程の計測値の取得時間を 2倍して性能比較
を行う。
　性能評価2、3では、938個の部品を搭載した基板のデー
タを用いた。性能評価2では、表6のデータに対して、基
板10、20、50、100、200枚のリフロ後AOIとマウント後
AOIのデータを取得し、図4の構造に変換するまでの時間
を計測した。性能評価3では、表6のデータに対して、基
板 10、20、50、100、200 枚のリフロ後 AOI の計測値の
データを取得し、2倍の時間を 2工程分のデータ取得時間
とした。性能評価1、2に使用した PCのスペックは、OS：
Windows 10、CPU：Intel® Core i7-6600U@2.60GHz、メモ
リ：16GB、ストレージ：SSD のノート PC であり、性能
評価 3では商品の標準スペックのサーバ（OS：Windows 
Server 2016、CPU：Intel® Xeon® E5-2630 v4@2.40GHz、
メモリ：16GB、ストレージ：SAS 10,000RPM）を使用し
た。
　性能評価 2の結果を図 7と表 7、性能評価 3の結果を図

8と表 8に示す。性能評価 2と性能評価 3の速度比較を表
9に示す。表 9より、性能評価 2の時間は、性能評価 3の
時間より基板枚数 10 枚で 19.7 倍以上短縮され、基板枚数
が増えるにつれ高速化の効果が大きくなるなど、従来と比
べ大幅な高速化ができた。これは、計測値のテーブルを部
品品番と期間で分割することにより、データ取得時の I/O
を局所化していることが大きな要因となったためである。
従来のシステムは計測値を除くデータを検査装置毎に分割
せずに、リレーショナルデータベースのテーブルに格納
し、計測値のデータは、基板1枚毎のファイルに格納して
いたため、複数の基板の計測値を取得する場合に I/O が多
くなり、時間がかかっていた。

表 6　性能評価 2、3のデータの条件

名称 部品種 ピン数 基板上の部品数
部品品番 A チップ抵抗 2 40

部品品番 B SOP 8 4

部品品番 C QFP 208 2

図 7　性能評価 2の結果（2工程のデータ取得時間）

表 7　性能評価 2の結果（2工程のデータ取得時間）

基板枚数
取得時間［s］

部品品番 A 部品品番B 部品品番C
10 0.35 0.11 0.42

20 0.48 0.18 0.63

50 0.92 0.28 1.28

100 1.79 0.33 3.26

200 2.75 0.88 6.59
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図 8　性能評価 3の結果（2工程のデータ取得時間）

表 8　性能評価 3の結果（2工程のデータ取得時間）

基板枚数
取得時間［s］

部品品番 A 部品品番B 部品品番C
10 6.94 6.49 18.5

20 15.93 13.1 30.3

50 41.72 33.69 78.89

100 81.12 65.66 168.97

200 156.96 148.93 356.79

表 9　性能評価 2と 3の速度比較結果

基板枚数
取得時間の比率

（性能評価 2の時間／性能評価 3の時間）
部品品番 A 部品品番B 部品品番C

10 19.7 58.7 44.0

20 33.3 71.2 48.4

50 45.1 119.7 61.4

100 45.4 200.2 51.9

200 57.2 169.3 54.2

5．むすび
　製造データ、品質データのリアルタイムの紐づけと高速
な検索取得を高価なサーバを使用せずに実現する課題に対
して、データのアクセスパターンとデータ量に応じたデー
タテーブルの種類と期間の分割を適切に設計したデータ収
集・分析基盤を開発した。最終工程の品質データを起点に
前工程の検査基準を最適化する機能に向けた性能評価を行
い、高速なサーバを導入することなく十分な高速性を得ら
れた。本基盤は、2021 年に販売した Q-upOpti を支える基
盤となっている。
　今後は、現在の Q-upAuto の対応ライン数の拡張のため
に、2.2 節の課題 1の解決方法の適用や、より高い品質を
実現するシステムに向けて進化する Q-upSystem や AOI/

AXIを支えるデータ収集・分析基盤として、データや処理
を追加し、システム進化を加速させる予定である。
　最後に、今回の開発に多大なご協力をいただいた検査シ
ステム事業部の方々に深く感謝申し上げます。
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低コスト・短納期での通信対応体温計開発を 
実現する音波通信技術
平田 英宇

　コロナ禍において体温測定とその記録の需要が高まる中、市場には測定した体温をスマートフォンなどに転送で
きる通信対応体温計が、ほとんど存在していなかった。体温記録需要の急速な高まりに応えるため、通信対応体温
計の開発が急務となったが、一般的な Bluetooth 通信の場合、ハードウェアの新規設計、生産ラインの新規立ち上げ
が必要で、コロナ禍での需要にスピーディに応えることができない。そこで、従来の体温計モデルがすでに搭載し
ている、測定完了を報知するためのブザーに着目した。このブザーを用いて、測定データを乗せて変調した音波を
送信し、スマートフォンのマイクを用いて受信した音波から測定データを復調する音波通信方式を採用することで、
従来体温計モデルからファームウェアの変更のみで通信を実現できることに着目した。本手法の採用により、低コ
ストかつ短納期で通信対応体温計を市場に届けることができ、また Bluetooth 通信で必要とされるペアリングが不要
で簡便に通信できるユーザビリティが実現できた。音波通信技術は、低コストかつ簡便なユーザビリティが求めら
れる新興国向け機器への活用が期待できる。

Acoustic Communication Technology for Quick  
Development of Low Cost Connected Thermometers
HIRATA Hideie

With the rising demand for body temperature measurement and recording under COVID-19 circumstances, there 
had not been a variety of choices for smartphone-connected thermometers. To respond to the significant leap of 
needs for body temperature recording, we faced the urgent task of developing a connected thermometer in a mini-
mal time frame. Moreover, we found we would not be able to meet the timeline if we choose the Bluetooth con-
nectivity, since it requires a new hardware design and a new production line. In this situation, instead of Blue-
tooth communication, we considered acoustic communication taking advantage of notification buzzers already 
installed in our traditional thermometers. We focused that our thermometer could communicate by sonic wave 
transmitted by the buzzer just by changing its firmware. Our thermometer sends sound waves that modulates the 
measurement data using the buzzer in acoustic communication, and smartphones receives sound waves using its 
microphone. It demodulates sound waves to measurement data. We have quickly delivered a connected thermom-
eter to the markets at a low cost by selecting this method. Also, it enabled better usability by eliminating the 
Bluetooth pairing process. We can extend this method to connected products for developing countries where low 
costs and simple usability are the key factors.

1.	 まえがき
　オムロン ヘルスケア株式会社では、2021 年 1 月には欧
州向けに音波通信対応実測式体温計 MC-280B1）を、2021
年 3 月には日本向けに音波通信対応予測式体温計 MC-
6800B2）を発売しており、市場からは好意的に評価されて

いる（2022 年 1 月 28 日現在、Amazon でのレビュー評価
は 5点満点中の 4.4。レビュー件数は 993 件）。
　2019 年末に始まったコロナ禍は、全世界に体温測定の
習慣化と体温計需要の急速な増加を招くと同時に、体温の
記録という新たな社会課題をもたらした3）。測定した体温
をスマートフォンに転送し記録することが、個人の健康管
理や検温報告の利便性を高め、この社会課題の解決の一助
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になると考えたオムロン ヘルスケア株式会社では、コロ
ナ禍において通信対応体温計の開発が喫緊の課題となっ
た。社会課題に迅速に応えるべく、短納期で通信対応体温
計を市場に供給するために、社内で以前より研究を進めて
いた音波通信技術を採用することとなった。
　電波通信が電磁波を用いた通信であることに対して、音
波通信は音波を用いた通信である。近年、音波通信技術を
用いた実証実験や製品化などが進んできており、身近なと
ころにも音波通信技術が使われるようになってきている。
例えば、Google 社が 2014 年に発売した Chromecast では、
テレビとスマートフォンのペアリングに音波通信技術を使
用している4）。
　体温計には、もともと測定完了を報知するための圧電ブ
ザーを備えている。このブザーを用いて、音波通信が実現
できれば、体温計ファームウェアの実装のみで最速に製品
化できると考え、音波通信体温計の開発がスタートした。
とはいえ、従来体温計モデルのハードウェアの制約が大き
い中、安定した音波通信を実現するには、受信側となるス
マートフォンの復調アルゴリズムが特に重要となってく
る。
　本稿では、音波通信体温計が採用した音波通信技術につ
いて、説明する。

2.	 音波通信技術の概要と変調方式
　音波通信は音波を用いた通信だが、その通信原理は電磁
波通信と相違なく、データを電磁波に変調するか音波に変
調するかの違いに過ぎない。そのため、変調技術も従来の
技術を使用するが、前提として体温計ファームウェアのみ
で実現可能な変調技術を採用する必要があった。体温計は
CPU のサウンドジェネレータ機能を用いて、CPU が生成
する矩形波出力をブザーに印加することで、ブザーを鳴動
している。変調においてもこのサウンドジェネレータ機能
を用いるが、周波数および Duty 比のみが制御可能かつ位
相は制御できないという制約を考慮した結果、変調方式に
は位相を変調要素に持たない ASK5）と FSK6）を候補とし
た。
　FSKの場合は変調に周波数の変化を用いるが、体温計に
おける周波数の鳴動誤差が大きかったため採用せず、振幅
を変調のキーとする ASK を採用した。
　ASK は一般的にノイズの影響を受けやすく、長距離の
無線通信で利用されることはほとんどないが、今回は通信
時に体温計をスマートフォンのマイクに近づける近接通信
を前提とした（図1）ため、ASKでも十分な通信精度を実
現できた。次章では、この通信所作の策定にあたる検討過
程を紹介する。

図 1　音波通信イメージ

3.	 ユーザビリティ
　音波通信体温計を製品化するにあたっては、利用者が無
理なく通信可能な通信所作の検討が必要である。
　ASK を用いた音波通信の場合、振幅の変化が音圧の変
化となるため、体温計から発する音圧が通信に十分なレベ
ルであることを確認する必要があった。そのために、まず
体温計からの音波の分布を調査し、最も音波通信に適した
体温計からの方向（指向性）を調査した（図 2）。

図 2　体温計の音波指向性測定

　①～⑤の方角における音圧と SN 比を測定（個体のバラ
つきを考慮して 25 サンプルで測定）した結果が図 3であ
る。
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図 3　音圧と SN 比の測定結果

　この検証の結果、⑤の方向（体温計の背面）が最も音圧
と SN 比が良好であり、この部位を図 1のようにスマート
フォンのマイク部分に押し当てる所作を、標準の通信所作
として定義した。
　ペンシル型で軽量な体温計ならではの通信所作であり、
ユーザビリティ試験にて利用者が問題なく通信できること
を確認した。

4.	 スマートフォンでの音波復調
　音波通信体温計から測定データを受信するスマートフォ
ンアプリ（OMRON connect7））は、Androidと iOSに対応し
ており、音波通信の復調処理も Android と iOS 向けに実装
している。

4.1	 復調処理
　図4はスマートフォンにおける復調処理のフローを示し
たものである。

図 4　復調処理

4.1.1 PCM録音
　スマートフォンのマイクを用いて、音響信号をキャプ
チャし、PCM データ列を得る。これは、Android、iOS の

機能を利用している。Android の場合、マイク録音のため
のオーディオソースパラメータが複数あり、音波通信に
適した（OS バージョンやスマートフォン機種に幅広く適
合する）パラメータの選定は特に苦慮した点である。パ
ラメータ選定のために、Android Compatibility Definition  
Document （CDD）8）の記載内容から仮説を立て、仮説に基
づき多岐に渡るスマートフォンでの網羅検証を実施するこ
とで、音波通信に最適なオーディオソースパラメータを選
定することができた。

4.1.2	 周波数帯域フィルタ
　ASK なので搬送波となる周波数を中心に、体温計の鳴
動周波数誤差を踏まえたバンドパスフィルタ（IIR フィル
タ）を構築し、搬送波周波数帯以外の周波数成分を除去し
ている。搬送波には超音波に近い高周波帯を使用している
ため、環境ノイズの影響は受けにくい。

4.1.3	 AM復調
　ASK 復調の前段階として、PCM データから時系列の振
幅値への変換を行っている（図 5）。振幅値へ変換後の点
線は PCM データピークの包絡線であり、すなわちこの処
理はアナログの AM9）復調処理に相当する。

図 5　AM 復調

4.1.4	 スパイクノイズフィルタ
　AM復調した直後の信号は、図6に示す通り、信号の立ち
上がりと立ち下がりに大きなスパイクノイズを含んでいる。

図 6　AM 復調直後の信号

　これは、体温計のハードウェア設計ならびにブザーの性
能が、もともと音波通信を前提としたものではなく、体温
計から発する音波が通信には理想的な音響信号となってい
ないことに起因している。このままでは、後述のレベル正
規化に影響を及ぼし、通信精度の低下を招いてしまう結果
となりかねない。
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　ハードウェア設計の変更なしに通信を実現することが本
製品の目標であるため、スマートフォン側でこのスパイク
ノイズを除去し、復調性能を担保する方針とした。
　ここでは、複数個の一般的なフィルタアルゴリズムを組
み合わせ、最適なチューニングを行ったスパイクノイズ
フィルタによって、スパイクノイズの軽減に成功してい
る。図7は、図 6の信号をスパイクノイズフィルタに通し
た後の信号波形である。

図 7　スパイクノイズフィルタ後の信号

4.1.5	 レベル正規化
　体温計から発せられた音響信号が、スマートフォンでサ
ンプリングされるまでには、空間伝搬による減衰、スマー
トフォン内部のアンプやゲインコントロールなど、スマー
トフォン機種固有のものを含む様々な変動要因が存在して
おり、サンプリングされた信号レベルの水準は一定しな
い。また、スマートフォンの機種によっては AGC （Auto 
Gain Control）10）機能によりゲインが自動的に変動して、信
号レベルが時間経過で変動することがある。振幅の大きさ
を以って復調を行う ASK においては、信号レベルの水準
が一定しない場合、High／Low判定のしきい値を一意に定
めることができない。
　この問題を解決するには、信号レベル値を一定のレベル
に正規化する必要がある。図8は、あるスマートフォン機
種での AM 復調信号であり、AGC によって信号レベルが
時間とともに徐々に増加していることが分かる。

図 8　AGC 搭載スマートフォンでの AM 復調信号

　これを一定の時間窓で、最大値を1にする正規化を行う
ことで、図9のような信号波形に変換できる。AGCによる
信号増大が平準化され、信号の最大値が1に正規化されて
いることが分かる。

図 9　正規化後の AM 復調信号

4.1.6	 ASK 復調
　レベル正規化によって、振幅値は最大値1に正規化され
るので、ここでは 0.5 をしきい値としてそれを上回ってい
ればHigh、以下であればLowに復調する（図10）。あとは
このディジタル波形をデータに復調するのみである。

図 10　ASK 復調の対象とする信号

4.2	 音波復調処理のソフトウェアアーキテクチャ
　図 11 は、スマートフォンにおける音波復調処理のソフ
トウェアアーキテクチャである。音波通信コアエンジン
は、Android および iOS で共通実装となっている。

図 11　ソフトウェアアーキテクチャ
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　表 1は、各ソフトウェアブロックの説明である。

表 1　ソフトウェアブロック説明

ブロック 実装に
用いた言語 説明

Android
固有ブロック Java

AudioRecord 機能を用いて
キャプチャした PCM デー
タを音波通信コアエンジン
共通レイヤに引き渡す。

iOS
固有ブロック Objective C

AudioUnit 機 能 を 用 い て
キャプチャした PCM デー
タを音波通信コアエンジン
共通レイヤに引き渡す。

共通ブロック C++

音波通信コアエンジンであ
る。
C++ 言語で実装しており、
共 通 の コ ー ド ベ ー ス で
Android/iOS 両方でのコン
パイルを可能としている。

　特記すべきは、音波通信コアエンジンをC++言語で実装
したところである。C++ 言語によって、Android/iOS を含
め OS に依存しないクロスプラットフォームを実現してお
り、音波通信の復調処理では大量の演算処理が必要だが、
C++ 言語のネイティブコードにより、特に Android の Java
言語では実現できない高速実行を実現している。
　また、音波通信コアエンジンは、音波通信体温計の出荷
検査装置にも流用しており、ここでもクロスプラット
フォームの恩恵を得ている。

5.	 音波通信の精度
　スマートフォン機種は多岐に渡り、搭載しているマイク
ロフォンの性能や、録音処理アルゴリズムの相違もあるた
め、多くのスマートフォン機種で問題なく通信できること
を確認するべく、スマートフォン網羅検証を実施した。
　検証方法は、図12の通り1機種あたり、3×2＝6通りの
パターンで検証を行った。

図 12　網羅検証パターン
　スマートフォン全197機種（2020年 10月時点の日本国
内および海外向けスマートフォン）にて、体温計からの
40 パケットのうち正常に復調できたパケット数の割合を
通信成功率とし、通信成功率 35％以上を目標として評価
を実施した。
　通信成功率 35％以上を目標とした理由は、以下の通り
である。

• 1パケットの通信時間は約0.7秒であり、5秒間で7パ
ケットの通信が可能である。

•通信成功率 35％はすなわち失敗率 65％であり、7パ
ケット連続で通信失敗する確率は、0.657＝0.05、すな
わち 5％である。

•このことから、通信成功率が35％以上であれば、5秒
以内に 95％以上の確率で通信が完了すると考えられ
る。

表 2　網羅検証成績

奥行
0cm 2cm 4cm

通信
成功率
（％）

機種
数

割合
（％）

機種
数

割合
（％）

機種
数

割合
（％）

高
さ

0cm

～ 100％ 193 98％ 192 97％ 186 94％

～ 80％ 0 0％ 1 1％ 1 1％

～ 60％ 0 0％ 1 1％ 2 1％

～ 35％ 4 2％ 3 2％ 8 4％

2cm

～ 100％ 187 95％ 186 94％ 185 94％

～ 80％ 2 1％ 0 0％ 3 2％

～ 60％ 2 1％ 2 1％ 1 1％

～ 35％ 6 3％ 9 9％ 8 4％

　表 2 は、各測定ポイント（奥行×3、高さ×2）におけ
る、通信成功率の分布をまとめたものである。目標とする
通信成功率を達成できなかった機種は2～5％程度あるが、
94％以上の機種で通信成功率 80％以上という高い通信精
度を達成している。
　この検証では、一度スマートフォンで採取した PCM
データをwavファイルに保存しておき、復調アルゴリズム
をチューニング→wavファイルを用いて復調アルゴリズム
の検証を繰り返すことで、復調アルゴリズムおよび各種パ
ラメータのブラッシュアップにも寄与している。
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6．むすび
　音波通信体温計MC-6800Bは音波通信を搭載した民生製
品として、日本国内で異例のヒット商品11）となっており、
音波通信の可能性に一石を投じた。音波通信は音波を発す
るデバイス（今回は圧電ブザー）と、マイクロフォン（ス
マートフォンには搭載されている）があれば通信できる低
コストな通信手段である。そのため、従来の通信対応体温
計と比べて、本製品は安価かつ小型化を実現している。今
回考案した音波通信方式は変調方式が単純であり、特別な
ハードウェアを必要とせず変調が可能である。また復調ア
ルゴリズムは、特にスマートフォンで安定した音波通信を
実現したものであり、今後は低コストかつ簡便な通信ユー
ザビリティが求められる新興国向け機器への活用が期待で
きる。
　現時点では通信レートが低く大量データの転送には向か
ないが、機器ハードウェアの性能向上によって通信速度向
上の余地はあるため、今後は大量データの転送に耐える通
信プロトコルに改善していきたい。
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アレー拡張処理を用いたミリ波レーダによる 
屋外人物の 3D イメージング
大橋 卓，谷本 雄大，齋藤 啓介

　安全で円滑な道路交通社会の実現に向けて、車両に搭載されたセンサからの情報に加えて道路交通インフラに設
けたセンサからの情報を活用する路車協調システムに関する研究開発が推進されている。ミリ波レーダは雨・霧な
どの天候の影響を受けにくく、昼夜を問わず物標検出が可能なことから次世代のインフラセンサとして注目されて
いる。人や車両が行き交う交差点などの環境において、ミリ波レーダを用いて様々な物標を分離検出し識別するに
は狭ビームによる 3D イメージングが有効である。3D イメージングを行うには多数の受信アンテナから成る平面ア
レーアンテナが必要だが、単一の IC チップではアンテナ数が不足し狭ビーム化が実現困難であった。また、複数の
IC チップを用いた場合、ハードウェアの複雑化やレーダ大型化の問題が生じる。
　著者らは 1チップのミリ波レーダに対してアレー拡張処理を用いることで仮想平面アレーの垂直・水平方向のア
ンテナ素子数を増加させ、狭ビーム化を実現した。屋外人物の3Dイメージングを行った結果、人物概形の検出が可
能であることを確認し、物標識別性の向上を示した。

3D Imaging of Outdoor Human with Millimeter Wave 
Radar using Extended Array Processing
OHASHI Suguru, TANIMOTO Yudai and SAITO Keisuke

Research and development on cooperative vehicle infrastructure systems are being promoted for realizing a safe 
and smooth transportation society. Information from sensors installed in road infrastructure is used for this 
system. Millimeter-wave radar is attracting much attention as a next-generation infrastructure sensor that is less 
affected by the weather such as rain and dense fog and can detect targets day and night. 3D imaging with 
narrower beam is effective for millimeter-wave radar to separate and identify various targets in an environment 
such as intersections. A planar array consisting of a large number of receiving antennas is required for 3D 
imaging, but it was difficult to achieve a narrow beam because the number of antennas is insufficient with one IC 
chip. On the other hand, using multiple IC chips causes problems such as hardware complexity and radar size 
increase.

To overcome these problems, we applied extended array processing to one chip millimeter-wave radar and tried 
to realize a narrow beam by a virtual planar array with an increased number of virtual antenna elements in 
vertical and horizontal directions. As a result of 3D imaging of outdoor human, we confirmed the detection of 
human outlines and showed improvement in target distinction.

1.	 まえがき
　近年の交通事故死者数は減少傾向にあり、警察庁による
と 2020 年における 24 時間死者数（交通事故発生から 24
時間以内に亡くなった死者数）は 3,000 人以下にまで減少
した1）。しかし、政府が第 10 次交通安全基本計画に掲げ

た、2020 年までに 24 時間死者数を 2,500 人以下にする目
標値には届いておらず、多くの人命が交通事故により失わ
れている。より安全な道路交通の実現を目指し 2021 年に
定められた第 11 次交通安全基本計画では、2025 年までに
24 時間死者数を 2,000 人以下にすることを目標としてい
る2）。また、政府の定める官民 ITS 構想・ロードマップ
2020 では、2030 年までに「世界一安全で円滑な道路交通
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社会」の構築を目標に掲げており、安全なだけでなく交通
渋滞を緩和し円滑な道路交通を実現することで環境負荷の
低減にも貢献する社会の構築が望まれている3）。この目標
達成に向けて路車協調システムを用いた自動運転に関する
研究開発が推進されている。路車協調システムは、車両に
搭載されたセンサからの情報に加えて、道路交通インフラ
からの情報を活用する。道路交通インフラに求められる要
件として、車両から認識できない周辺車両や歩行者情報の
取得が挙げられており、これらの情報を車両、及び運転手
へ提供するセンサがインフラ側に必要とされている。
　物標に電波を照射し、反射波から物標までの距離や速度
を検出するミリ波レーダは、その性能が雨や霧などの影響
を受けづらく、太陽光などの照明条件に左右されない特徴
がある。そのため、上記の安全運転支援と円滑な交通を実
現し得る次世代のインフラセンサとして注目されている。
　著者らは交通状況の監視・制御を行うインフラセンサと
してミリ波レーダの開発を進めており、これまでに距離・
速度・方位角情報から車両の位置を検出する 2D イメージ
ングレーダに関する検討を行ってきた4）。さらに、開発を
進める中でレーダによる物標検出をより高精度に行うため
距離・速度情報と方位角・仰角情報を用いた物標の 3D イ
メージングに関する検討を行い5）、車両検出を目的とした
道路監視だけでなく人や車両が混在する環境下での利用を
考えている。本稿では、ミリ波レーダを用いた屋外人物の
3D イメージングの詳細について述べる。

2.	 ミリ波レーダの測定原理

2.1	 距離・速度の測定
　レーダ方式には様々な種類が存在するが、ここでは今回
採用した Frequency Modulation Continuous Wave （FMCW） 
方式のレーダによる距離、速度の測定原理について説明す
る。FMCWレーダは図1に示すようなチャープ信号と呼ば
れる周波数変調された信号を送信し、物標によって反射さ
れた受信信号と送信信号をミキシングすることで得られた
差周波成分をもつビート信号を用いて物標までの距離 Rを
測定する。受信信号はチャープ信号に対して、レーダと物
標間の往復伝搬距離に応じて遅延して受信されるため、
ビート信号の周波数 Δfは遅延時間 τ＝2R⁄c0、すなわち物標
との距離に比例し、次の関係が成り立つ。

 Δf B
T

B
Tc

R= = 2τ
0

 （1）

ここで、B は掃引周波数帯幅、T は周波数掃引時間、c0 は
光速を表す。ビート信号をフーリエ変換し、周波数スペク
トラムから物標応答に相当するピーク情報を読み取ること
でレーダと物標間の距離を算出できる。また、物標が移動
している場合、ドップラ効果によりレーダと物標の相対速
度に応じた周波数成分（ドップラ周波数 fd）が受信信号に

重畳する。ドップラ周波数と相対速度 v は次の関係が成り
立つ。

 f f
c
v vd = =2 20

0 0λ
 （2）

ここで、f0はFMCWレーダで使用する中心周波数、λ0は中
心周波数に対応する波長を表す。ドップラ周波数はチャー
プ信号の送受信を複数回行うことで得られる受信信号を
フーリエ変換し、周波数スペクトラムのピーク情報を読み
取ることで求めることができる。なお、検出可能な最大
ドップラ周波数は送信周期Trに依存し、送信周期が短いほ
ど高いドップラ周波数を検出できる。サンプリング定理か
ら一意に決定できる検出可能な最大ドップラ周波数は 1/
（2Tr） であり、対応する速度は（2）式のドップラ周波数と
相対速度の変換時に生じる係数を適用した λ0/（4Tr） であ
る。

図 1　FMCW レーダによる測定原理

2.2	 角度の測定
　レーダが複数のアンテナからなるアレーアンテナで構成
され、物標とレーダ間の距離がアレー開口よりも十分に大
きい場合、レーダへの物標からの入射波は平面波とみなす
ことができる。このとき、レーダに対する物標からの反射
信号は、受信アンテナごとにレーダと物標の相対角に基づ
いた経路長差をもって入射する。そのため、各受信アンテ
ナにおける受信信号の間には、経路長差による遅延量の違
い、すなわち位相差が生じる。この位相差をもとに、レー
ダの視線方向を基準とした際の物標の角度を算出すること
ができる。角度の算出はアレーアンテナから得られた受信
信号をフーリエ変換し、得られる周波数スペクトラムの
ピーク情報を読み取ることで得られる。図2に受信N素子
の等間隔リニアアレー（Uniform Linear Array, ULA）にお
ける各受信アンテナの経路長差を示す。
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図 2　平面波到来時における各受信アンテナの経路長差

　なお、ULA を水平方向に配置した場合は方位角を測定
可能であり、垂直方向に配置する場合、仰角の測定が可能
となる。方位角・仰角を同時に検出する場合はアンテナを
平面上に配置した平面アレーアンテナを利用する。

3.	 物標検出の高精度化に必要な機能
　図3a） に示すように、距離・速度・方位角情報から物標
位置を検出する 2D イメージングレーダでは水平方向に並
ぶ受信アレーアンテナを有するレーダが使用される。ここ
で、R はレーダと物標間の距離、θはレーダ視線方向と物
標の成す角（方位角）を表している。また、距離・速度・
方位角・仰角情報から物標位置を検出する 3D イメージン
グレーダでは図3b） のように受信アンテナに平面アレーア
ンテナを利用することにより 2D イメージングレーダで検
出可能な距離・速度・方位角情報に加えて仰角φを検出す
る。レーダを用いて交差点や車道の監視を行う際には、人
物だけでなく車両や建造物・看板や標識など様々な物標か
らの反射波が受信される。従来の水平方向にアレーアンテ
ナを備えたレーダによる距離・速度と方位角情報を用いた
2D イメージングでは、図 4 a） のようにアレーアンテナの
配置と同一の水平面内の物標位置・速度を検出する。しか
し、物標の高度情報はこの平面上に射影されてしまい高度
の異なる物標が同一平面内に検出される。そのため、垂直
方向に広がりをもつ物標は形状の識別が困難になる。ま
た、速度情報はインフラセンサにおいて車両接近による危
険度や逆走の判断、速度超過の検出へ使用されると考えら
れるが、2D イメージングレーダで検出可能な速度は同一
平面内の値として検出される。レーダを高所に取り付けて
地表の物標を観測する場合など、レーダの視線方向に対し
て物標の移動方向が異なるときは物標速度情報の測定精度
が低下する。一方、3D イメージングでは水平・垂直方向
にアレーアンテナを備えたレーダを用いて、方位角だけで
なく仰角を加えた到来角情報を測定する。距離・速度・方
位角に加えて仰角情報を用いることで図 4 b） のように物
標の 3次元空間分布情報（3D イメージング）が取得可能
になり、高度の異なる物標を分離して検出できるほか、
レーダから見た3次元空間上の物標形状が把握可能になる

ため、物標識別や状態（人物の姿勢等）の判断が行いやす
くなると考えられる。
　また、方位角に加え仰角情報を利用することで物標の速
度情報を 3 次元空間に分解することが可能になるため、
2D イメージングレーダで問題であったレーダを高所に設
置し地表の物標を観測するような場合に、より正確な物標
速度の検出が可能になる。インフラセンサは車両側に搭載
されたセンサでは検出が困難な物標の検出を行うため、高
所に取り付けて地表を観測することが想定される。その際
には、人物や車両等の反射波だけでなく周辺の標識や看板
といった高さの異なる物標からの反射波を受信しやすいと
考えられる。そのため、3D イメージングによる高さでの
分離、および方位角・仰角情報によって物標移動速度を分
解し、より正確な情報を提供することが必要になる。

a） 2D imaging radar

b） 3D imaging radar
図 3　2D/3D イメージングレーダによる物標検出

a） 2D imaging b） 3D imaging
図 4　2D/3D イメージング結果概念図

　また、レーダの観測空間内に複数物標が存在する状況で
は、個々の物標位置を分離検出できるような狭ビーム化の
実現、すなわち分解能の向上が必要になる。電波の反射か
ら物標情報を検出するレーダは距離や速度を検出しやす
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く、距離分解能は周波数帯幅、速度分解能は観測時間を増
加することで高めることができる。しかし、レーダから見
た複数物標が近接して並走する場合において、距離や速度
における分離は困難になる。中でも人物は車両よりも電波
を反射しづらいため、図5のように複数人が近接すると距
離や速度での分離検出が困難になる。したがって、人物や
車両などの近接する複数物標を分離検出するには角度方向
での狭ビーム化が必要になる。

a） angle resolution: low b） angle resolution: high
図 5　狭ビームによる近接人物の角度分離

　以上のことから、レーダにより観測した物標を分離検出
するには、距離・速度だけでなく角度方向の狭ビーム化が
必要であり、高度の異なる物標を区別し、物標の形状や状
態を識別するには 3D イメージングが有効であると考えら
れる。狭ビームによる 3D イメージングを行うには多数の
受信アンテナ数を有する平面アレーアンテナが必要にな
る。しかし、現在のミリ波レーダの ICチップは主に1チッ
プあたり3つの送信アンテナと4つの受信アンテナで構成
されるのが一般的であり、1チップではアンテナ数が不足
し、狭ビームでの 3D イメージングが困難である。複数の
チップを用いることでアンテナ数の不足を改善できるが、
ハードウェア構成が複雑になる他、多数のアレーアンテナ
を用いることによりレーダシステムの大型化につながる。
著者らはこの問題に対し、1チップのミリ波レーダにおい
て次章で述べる狭ビーム化技術を適用して平面アレーアン
テナを構成し物標の 3D イメージングを試みた。

4.	 狭ビーム化技術
　角度方向の狭ビーム化を実現するにはアレー開口長の拡
大、すなわち受信アレーアンテナを構成するアンテナ素子
数の増加が必要になる。しかし、アンテナ素子数の増加は
レーダ IC チップによるアンテナ数の制約が存在するため、
マルチチップ利用に伴うハードウェアの複雑化やレーダの
大型化につながるといった問題がある。アレー信号処理に
は限られたアンテナ素子数で、受信アンテナ数を増やすこ

となくアレー開口長を拡大する様々な手法が提案されてい
る。本章では狭ビーム化を実現する手法について説明する。

4.1	 最小冗長アレー
　最小冗長アレー（Minimum Redundancy Array, MRA）はア
レー素子を不等間隔に配置するスパースアレーの一種であ
る6）。MRA では素子間距離の冗長度を最小にすることで同
一素子数において最大の開口長を実現することができる。

4.2	 Khatri-Rao 積拡張アレー処理
　Khatri-Rao （KR） 積拡張アレー処理はアレー開口長を仮
想的に増加する手法の 1 つである7）。この手法はアレー
データの2次統計量である相関行列を利用しており、相関
行列から非重複要素を抽出したものを仮想アレーデータと
して使用する。平面波到来時において、アレーデータから
算出する相関行列は2つのアンテナ素子間の距離差に対応
する位相差が要素として現れる。一般に、平面波到来時の
N 素子 ULA に対して KR 積拡張アレー処理を適用すると、
2N-1 素子の仮想アレーが得られることが知られている。
また、この手法は等間隔アレーに適用するよりも、不等間
隔アレーと組み合わせることで効率的に仮想アレー数を増
加させることができる8）。これは不等間隔アレーにおける
相関行列の非重複要素数が ULA の場合よりも多くなるた
めである。不等間隔アレーと KR 積拡張アレー処理の併用
効果を計算機シミュレーションにより確認する。図6に計
算機シミュレーションにおけるアレー配置を示す。ここ
で、Δd は最小受信素子間隔であり、本シミュレーション
では Δd＝3.79mm とした。これは 79GHz を中心周波数と
するミリ波レーダにおける半波長に対応する。はじめに
0°からの1波到来時における受信アレーアンテナが7素子
ULA、4素子MRA、および4素子MRAにKR積拡張アレー
処理を適用した際の角度スペクトラムを図 7に示す。4素
子 MRA の角度スペクトラムはサイドローブレベルが高い
ものの、メインローブ幅は 7素子 ULA 相当となることが
確認できる。また、4素子MRAにKR積拡張アレー処理を
適用した場合、13 素子 ULA と同等の仮想アレーが得られ
るため、7素子 ULA よりも狭ビーム化が実現可能となる。

a） 7-element ULA

b） 4-element MRA

図 6　計算機シミュレーションにおけるアレー配置
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図 7　0° からの 1 波到来時における角度スペクトラム

　また、2波到来時の 1例として±7° からの到来波におけ
る角度スペクトラムを図8 に示す。ここで、到来波は等距
離に位置する2物標からの同一振幅を持つ2波を仮定して
いる。7素子 ULA では 2波を分離できておらず、4素子
MRAではKR積拡張アレー処理の有無にかかわらず2波を
分離できている。しかし、KR 積拡張アレー処理の有無に
より、2波のピーク間の落ち込みに違いが現れている。KR
積拡張アレー処理を施さない場合は 1.5dB、適用した場合
では 4.5dB である。実際のレーダによる測定ではアレーア
ンテナを構成するアンテナ素子のばらつきや到来波の
SNRにより角度スペクトラムの形状が変化し、1~2dBのレ
ベル差では分離できないことがある。これらのばらつきを
加味し、角度の検出条件を最大ピーク値から3dB以上の落
ち込みを有するピーク角度を検出すると考えたとき、KR
積拡張アレー処理を適用したほうが2波を分離検出しやす
くなる。また、サイドローブレベルに関しても 4 素子
MRA （3dB） と KR 積拡張アレー処理を適用した場合
（10dB）で違いが現れており、上記の変動要因の存在を考
慮すると 4素子 MRA ではサイドローブを誤検出しやすい
が、KR 積拡張アレー処理を適用したほうがサイドローブ
とのレベル差は大きいためサイドローブの誤検出を防ぐた
めの閾値の設定が容易になる。

図 8　2 波到来時の角度スペクトラム（±7°）

4.3	 Multiple Input Multiple Output（MIMO）レーダ
　狭ビーム化は受信アレーアンテナのアンテナ素子数を増
加することで実現できるが、多くの受信アンテナ数を必要
とする。これは単一の送信アンテナに対し受信側をアレー
アンテナとする Single Input Multiple Output （SIMO） レー
ダ構成と呼ばれている。これに対して、送信アンテナのア
レー化も行ったものがMIMOレーダ9）である。MIMOレー
ダにおいて受信アレーアンテナが受信する信号は複数の送
信アンテナによる信号が重畳して受信される。受信アンテ
ナ側ではこの信号を各送信アンテナによる信号ごとに分離
し、結合することで仮想アレーを形成する。1例として、
L 個の送信素子と M 個の受信素子から構成される MIMO
レーダを用いた場合、最大で L×M 個の仮想素子が得ら
れ、送信 1個、受信 L×M 個の SIMO レーダと等価な仮想
アレーを実現できることが知られている（図 9 は L＝3、
M＝4の場合）。MIMO レーダを用いることで効率的にア
レー素子数の増加（アレー開口長の拡大）が可能となり、
角度分解能を向上できる。

図 9　MIMO レーダによる仮想アレーの概念図
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　これら最小冗長アレー、KR 積拡張アレー処理及び
MIMO化処理を併用することで、複数のチップを用いずに
1チップの少ない実アンテナ素子数で効率的な大開口ア
レーを実現できる。また、使用するチップ数が少なく済む
ことにより、ハードウェアの複雑化をせずに平面アレーを
実現できる。従来におけるこれらの仮想アレー技術の適用
先は主に直線アレーであった。著者らはこれらの仮想ア
レー技術を直線アレーではなく平面アレーに適用すること
で、垂直・水平方向の仮想素子数を増加させ大開口平面ア
レーの実現を試みた。次章では仮想アレー技術をミリ波
レーダに実装し、物標の 3D イメージングを行った実験結
果について説明する。

5.	 原理検証実験
　4章で述べた狭ビーム化技術を実装したミリ波レーダを
用いて 3D イメージングの原理検証実験を行った。本章で
は屋外人物の 3D イメージング結果について述べる。

5.1	 ミリ波レーダのアレー素子配置
　実験に用いたミリ波レーダの諸元を表1に示す。使用する
ミリ波レーダは送信 3、受信 4の 1チップの FMCW レーダ
であり、時分割送信を行うことで MIMO 仮想アレーを形
成する（Time Division Multiplexing-MIMO, TDM-MIMO）。
送信アレーと受信アレーは図10 a）のように互いに直交す
る最小冗長アレーとなるよう配置されている。この送受信
アレー配置による MIMO 仮想アレーは図 10 b）のように、
計 12 素子からなる不等間隔平面アレーとなる。形成され
た仮想アレーは垂直・水平方向に対しそれぞれ MRA 配置
となる。本稿では、この不等間隔平面アレーに対し KR 積
拡張アレー処理を適用し、垂直・水平方向の仮想素子数の
増加を試みた。KR 積拡張アレー処理は直線アレー（1次
元データ）への適用を想定した処理であるが、平面アレー
データのように水平・垂直方向の 2次元アレーデータを拡
張するために水平・垂直方向それぞれに対して順番に適用
することはできない点に注意されたい（直線アレーデータ
を用いて相関行列を計算すると他方の次元の位相情報が消
えるため）。本稿では、平面アレーデータを一次元化して
相関行列を計算し、非重複要素となる拡張アレーデータを
抽出した後、再び平面アレーデータとして形成することで
垂直・水平方向の位相情報を残したまま拡張平面アレー
データを得られるようにした。KR 積拡張アレー処理を水
平・垂直方向のアレーデータに適用することで、仮想ア
レー素子数は垂直7素子、水平13素子からなる計91素子の
等間隔平面アレーが形成される。これらの仮想アレー技術
の利用により、マルチチップによるハードウェアの複雑化
を行わずに、IC1 チップで仮想 91 素子から構成される平面
アレーを構成可能となり、同受信アンテナ素子数の平面ア
レーアンテナ利用時に比べて約 1/4 の大きさで実現できる。

表 1　レーダ諸元

項目 仕様
レーダ方式 FMCW TDM-MIMO

送受信ポート数 送信 3、受信 4

中心周波数 f0 79GHz

掃引周波数帯幅 2.5GHz

空中線電力 10dBm

最小素子間隔Δd 3.79mm

最大検知速度 ±32km/h

a） real array arrangement

b） virtual array arrangement
図 10　実アレー／仮想アレー素子配置

5.2	 実験条件
　図 11に示すような、幅約 13m、奥行約 15mほどの開け
た屋外環境で歩行者の測定を行った。ミリ波レーダによる
3D イメージングの原理検証として、本実験では人物から
の主な反射が胴体部からであると想定し、レーダは地上か
ら約 1.2m の高さに設置した。また、歩行者はレーダから
約 8m 以上離れた領域を自由に動き回るものとした。な
お、車両用信号機（法令で 4.5m 以上の高さに設置するこ
とが定められている）近傍に地表を見下ろすような角度
（俯角 45°）でインフラセンサを設置すると考えたとき、
少なくとも地表に位置する物標とは約 6.4m 以上の距離が
存在する。本実験ではミリ波レーダの設置高は異なるもの
の、レーダ・人物間の距離は高所に取り付けた場合と類似
の信号が得られるものと想定しデータを取得した。
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a） Top view

b） Side view
図 11　測定環境概略図

　また、ミリ波レーダによる物標検出はレーダ受信信号を
周波数領域に変換した周波数スペクトラムからピーク近傍
の距離・速度・角度情報を点群として抽出することで位置
情報を求める。図 12 に点群抽出フローを示す。はじめに
レーダ受信信号に対してレンジ・ドップラ推定によりレー
ダ受信信号を周波数領域に変換し、周波数スペクトラムの
強度情報をもとに物標の距離、速度に応じたアレーアンテ
ナデータを抽出する。次に、抽出したアレーデータに対し、
TDM-MIMO 化処理に伴う位相補正を行う。この処理では、
時分割送信における物標移動により生じるドップラ周波数
を補正する。その後、KR積拡張アレー処理を適用し、到来
方向推定を行うことで仰角・方位角情報を点群として抽出
する。この点群情報から物標の 3次元空間分布を得る。

図 12　点群抽出フロー

5.3	 人物 1名のイメージング結果
　ここでは従来の距離と方位角による 2D イメージング
と、距離・方位角・仰角による 3D イメージングの比較結
果を示す。測定対象は、レーダ正面方向から約8～10m離
れた距離に位置する歩行者1名とした。送信1素子、受信
4素子を用いた際の 2D イメージングによる点群出力結果
を図13に示す。レーダから約9m離れた地点に人物に相当
する点群を検出できている。しかし、2D イメージングで
は人物位置を特定できるものの、高さに関する情報はレー
ダ視線方向上の平面内に重畳して検出されていることが分
かる。

図 13　人物 1 名の点群出力結果（2D イメージング）

　次に KR 積拡張アレー処理を適用した 3D イメージング
による点群出力結果を図14に示す。3Dイメージングでは
約 1.5m の高さを有する点群が検出されている。これは主
に人物の胴体部位に対応する点群検出が行われたと考えら
れる。一方で、手足の識別はできない結果となった。この
理由として、手足は胴体に比べて反射が小さいため、胴体
の反射と混合して検出されたと考えられる。したがって、
本レーダでは手足などの上肢・下肢の検出は難しいが人体
の概形は検出可能であることを確認した。

図 14　人物 1 名の点群出力結果（3D イメージング）
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　また、点群を検出した距離のレーダ正面（仰角0°）にお
ける方位角方向の角度スペクトラムを図15に示す。なお、
図中には図 7の 4素子 MRA 及び KR 積拡張アレー処理を
適用した計算機シミュレーション結果（4-MRA sim、
4-MRA w/ KR sim）も共に示している。4.2 節で述べたよ
うに、KR 積拡張アレー処理によって仮想的にアレー開口
長が拡大されたことで狭ビーム化が実現されていることが
分かる。なお、実際の測定結果ではアンテナばらつきや到
来波の SNR の違いにより計算機シミュレーション結果と
は角度スペクトラムの落ち込み（ヌル点）や一部のサイド
ローブに関して差が存在するが、点群検出で重要となる人
物位置の 0° 近傍のスペクトラム形状（メインローブ）は
計算機シミュレーション結果と 0.3dB 以下の差となってお
り、同等の結果が得られた。

図 15　方位角方向の角度スペクトラム（仰角 0°）

5.4	 複数人物のイメージング結果
　前節において 1名時の 3D イメージング結果から提案技
術による角度測定における狭ビーム化効果を確認した。イ
ンフラセンサ応用では複数の人物が観測シーンに含まれる
ことが想定される。本節では、複数人物の観測シーンの 1
条件として歩行者 3名を対象とした 3D イメージング結果
について述べる。人物1名測定時と同様に、レーダは高さ
1.2m の位置に固定し、レーダ正面方向から 8～ 10m 離れ
た位置で任意の方向に移動する歩行者3名を測定した。図
16 に KR 積拡張アレー処理を適用した 3D イメージングに
よる点群出力結果を示す。

図 16　人物 3 名の点群出力結果

　結果より、約 1.5m 間隔の 3人の位置に対応した点群が
分離検出されており、それぞれ胴体部からの反射成分を主
とした人体概形を検出していることが分かる。ここで、点
群の形状に違いが見られるのは測定シーンにおいて、レー
ダから見た 3 人の体の向きによるレーダ散乱断面積
（RCS）の違いが一因として考えられる。また、図17 に点
群位置情報を速度情報と紐づけた結果を示す。ここで、色
付けはレーダへ近づく方向の速度をマイナス、遠ざかる方
向の速度をプラスとしている。結果よりレーダから見た視
線方向の速度として 2人が遠ざかる方向、1人が近づく方
向の速度で移動していたことが分かる。

図 17　人物 3 名の点群出力結果（色づけ：速度）

　したがって、ミリ波レーダによる 3D イメージングから
得られた点群位置・速度情報より、高さ約 1.6m 相当の 3
物標が秒速 1m（時速約 3.6km）以下の速度で移動してい
る状態を観測しており、この物標が人物で歩行している状
態である、と推察することができる。これら3次元空間分
布の位置情報（高さや幅）、移動速度、時間変化による点
群変化を観測することで検出物標の識別、及び物標の状態
（歩く・走る等の歩行状態や転倒による変化など）を識別
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可能になると考えられる。なお、本検討では 3D イメージ
ングによる人物の点群検出を確認するための基礎検証とし
て、ミリ波レーダは人物からの反射が得やすいと想定され
る胴体部の高さに合わせた1.2mに設置して測定を行った。
インフラセンサとしての使用が想定される高所に設置し、
複数人が様々な速度（駆け足や低速歩行、自転車乗車時な
ど）で観測シーンに含まれる場合や、人物だけでなく車両
や建造物が混在する状況下での 3D イメージングについて
は今後の検討内容としたい。

6.	 むすび
　本稿では、ミリ波レーダをインフラセンサとして利用す
ることを想定し1チップの制約下で実現可能な平面アレー
アンテナを構成し、屋外人物の 3D イメージングに関する
検証実験を行った。1チップ利用による 3送信、4受信の
少ないアンテナ数であっても、最小冗長配置や MIMO 化
処理、KR 積拡張アレー処理を利用することで大開口の仮
想平面アレーを実現し、3D イメージングにより手足など
の識別は難しいものの、人体概形に対応する点群が得られ
ることを確認した。この結果から 3D イメージングは従来
の 2D イメージングに対して点群の高度情報を利用するこ
とで物標判別の向上が可能なことを示した。また、複数人
の観測シーンの 1例として歩行者 3名の 3D イメージング
を行い、8～ 10mの距離に位置する各人物（約1.5m間隔）
の概形を点群として検出可能であることを確認し、点群の
速度情報から状態識別の可能性を示した。
　今後の検討課題として、路上であり得る様々な速度（駆
け足や低速歩行、自転車乗車時など）で移動する複数人物
の観測シーンや車両や建造物が人物の近傍に位置する際の
観測シーンなど、RCSの異なる物標が存在する状況で高所
にレーダを取り付けて観測し、性能評価を実施する。ま
た、物標追尾に関する検討を行い、点群の形状や動線情報
などの時間変化を組み合わせることで各物標の状態識別性
の向上に関する検討を行い、ミリ波レーダの物標測位・識
別性能を高めていく。
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機械学習を用いた電力変換機器の 
最適化設計プロセスの実証
佐藤 一樹，小田 博章，上松 武

　近年、製品設計を最適化問題として定義し、数値解析により結果を得る最適化技術が普及しつつある。この技術
により設計の効率化が実現でき、電力変換機器においても応用が検討されている。応用できる設計内容は、回路の
パラメータ、部品の寸法、部品の配置の 3種類に大別することができる。そして、それぞれに対応した最適化問題
が研究されており、これらを組合せて一連の設計プロセスを構築する。しかし、そのまま順番に適用すると完全に
独立な問題ではないため、製造面で実現性の低い解が導出される可能性がある。そこで実現性の高い解を得るため
に、最適化問題を繰り返す必要が生じ非効率なプロセスとなる。
　本論文では繰り返しの削減を目的に、3種類のうち回路のパラメータと部品寸法の2種類を同時に検討する設計プ
ロセスを提案する。加えて、本案によりこの求解の過程で用いるシミュレーション時間が長くなる問題には、部品
寸法を機械学習モデルで代替し算出することにより時間を短縮して対策する。これら提案したプロセスをワイヤレ
ス給電システムに適用し、その実現性を確認した。その結果、機械学習モデルを用いることで求解の実行時間を
70％低減し、探索範囲を 1.5 倍に拡大することができた。

Feasibility Study About Design Process of Power 
Electronics Converters by Optimization Method  
Applied Machine Learning
SATO Kazuki, OTA Hiroaki and UEMATSU Takeshi

Applying the optimization methods to design for products as optimization problems are increasingly spreading. 
Since these methods can make design processes more efficient, we should also use them when designing power 
electronics converters. Design processes of power electronics converters are roughly classified into electrical cir-
cuit parameters, geometric properties of parts and alignment of parts. These processes are studied as optimization 
problems individually and are combined into a series of design process. However, since they are not strictly inde-
pendent, solutions with low manufacturability may be derived. Therefore, the design process becomes inefficient 
because of the iterative calculations to get manufacturable solutions.
In this paper, to reduce the iterative calculations, we propose the design process that simultaneously solves two of 
above three optimization problems, electrical circuit parameters and geometric properties of parts. On the other 
hand, calculation time for simulations becomes longer, we substitute machine learning model for simulation. The 
feasibility of the proposed process was validated through the design for wireless power transfer system. Because 
of machine learning model, calculation time was reduced by 70% and the range of design could be expanded by 
1.5 times.

1.	 まえがき
　SDGs の目標 7の地球環境問題を重要視する気運が世界
的に高まっており1）、目標達成に向けて電力変換機ではエ

ネルギー変換時の損失を抑える必要がある。日本政府もこ
れをアクションプランの一つとして位置づけており2）、当
社では、FA 電源、サーボドライバ、パワーコンディショ
ナなどのエネルギー関連製品を通して取組んでいる。また
IoT やスマートグリッドに代表される社会情勢の変化3）か
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ら、多種多様な電気機器が登場し、それらを動作させるた
めに必要な電力変換機器の需要も増加していく。そのため、
電力変換機器の小型高効率化が今後も強く求められる。
　近年、製品の設計開発を最適化問題として定義し、数値
解析により結果を得る技術が普及しつつある4）。最適化問
題とは、ある実数空間上で定義された関数または条件を満
たす値の集合から、最小あるいは最大となる状態を求める
ことである。これを工学の設計分野に応用し、任意の性能
が最大となる設計値を求める。本論文ではこれを最適化プ
ロセスと呼ぶ。メリットは、設計の効率化が可能になる点
である。設計では非常に多くの変数があり、特性間で複雑
なトレードオフ関係を有している。そのため、目標の特性
を得られるような設計は容易ではなく、最適化プロセスに
より効率化が見込まれる5）。
　電力変換機器の設計において、最適化プロセスを適用す
るシーンは、表1に示す3種類に大別できる。1つ目に理想
的な特性値の検討で、電気回路や等価回路の LCR など回路
パラメータを求める6）。2つ目に各部品の実現性検討で、目
標の特性を示すように磁気部品や放熱機構部品などの部品
の寸法を決定する7）。3つ目にアッセンブリの検討で部品や
基板、アートワークなどの配置を設計する8）。これらは、そ
れぞれ最適化問題として研究事例で報告されている。そし
て、3種類の問題を組合わせて一連の設計プロセスを構築
する。しかし、各問題は独立ではないため、そのまま順番
に実行するフローでは製造面で実現性の低い解が導出され
る可能性がある。そこで実現性を高めるため、問題を繰り
返し求解する現象（ループ）が生じ、非効率となる。

表 1　電力変換機器の設計における最適化問題9,10）

決定変数 最適化問題の概
要 適用事例のイメージ

回路
パラメータ

電気回路の損失
を最小化する回
路パラメータを
求解する

部品の寸法

電磁気や熱など
所望の特性を実
現できる部品の
寸法を求解する

部品の配置

熱、電磁界、幾
何学制約を考慮
し全体のサイズ
を最小化する部
品の配置を求解
する

　本論文ではループの削減を目的に、3種類のうち回路パ
ラメータと部品寸法の2つを同時に検討するプロセスを提
案する。3つ目の部品配置もループ発生原因のひとつのた

め、まとめることが望ましい。しかし、この段階で部品同
士の熱や電磁界といった相互干渉を評価できる適切なモデ
ルを設定するのは技術的な難易度が高い。またパラメータ
の増加に伴い設計空間が広くなるため、求解の収束性に課
題が生じる。そこでまずは、前者2つを同時設計するプロ
セスの検討を行う。一方、それにより求解の過程で用いる
シミュレーションの演算時間が長くなるため、機械学習モ
デルを活用することで時間の増加を抑制する。これら提案
した設計プロセスの実現性を検証するため、電力変換機器
のひとつであるワイヤレス給電システム（WPT）を事例
に適用した。

2.	 提案する 2ステージ型の設計プロセス

2.1	 最適化プロセスのフローチャート
　電力変換機器の設計プロセスを、複数の最適化プロセス
を組合わせて構築する。ここではまずベースになる最適化
プロセスについて説明する。図1にそのフローチャートを
示す。数値解析により求解するため、設計目的とその変数
を基に問題定式化を最初に行う。設計変数は特性に対する
寄与度の大きさや変数間の相関関係から取捨選択され、決
定変数として定義される。この決定変数に異なる値を設定
することで、様々なデザインが生成される。そして、各デ
ザインを評価するため、その物理的な特性値を導出する。
電力変換機器の場合、対象になる物理特性は回路、制御、
磁気、熱、ノイズ（電磁界）である。求まった特性値を基
に評価値が算出され、最適化アルゴリズムにより変数の値
とデザインの更新が繰り返される。
　この最適化プロセスが、表1に示す通り3種類あり次節
ではこれらを組み合わせて、電力変換機器の設計プロセス
を検討する。

図 1　最適化プロセスのフローチャート
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2.2	 3 ステージ型の設計プロセスとループの課題
　3種類の最適化プロセスを組合わせて設計プロセスを構
築する際、順番に実行するのがシンプルな方法である。こ
のときの設計プロセスを図2に示す。プロセス全体の決定
変数は、回路パラメータ、部品の寸法、そして部品の配置
である。これらをステージ1、2、3の順番に最適化プロセ
スを用いて求解する。各ステージの問題は完全に独立では
なく、前ステージで求まった情報の一部が次で活用され
る。出力はステージ1で回路の損失、ステージ2から部品
サイズ、ステージ3より全体のサイズが得られる。これら
を総合して、デザインの小型高効率度合いを評価する。
　このプロセスには 2か所の分岐点（図 2中赤）がある。
本論文で削減の対象とするのは、分岐1によるループであ
る。これはステージ2の結果から目標の特性を満足する部
品製造の実現性が困難と判明した場合、ステージ 1に戻
る。ステージ1で最適化問題を再定義して求解し、改めて
ステージ2を実行する。このループを防ぐには、ステージ
1の段階で実現見込みのある特性値を設計空間で設定する
必要がある。過去の知見が活かせる範囲であれば予測が可
能だが、新規部品やカスタム部品はそれが困難である。

図 2　順番に実行する 3ステージ型の設計プロセス

2.3	 分岐 1のない 2ステージ型の設計プロセス
　分岐1に起因したループを削減した2ステージ型の最適
化プロセスを図3に示す。3ステージ型との最大の違いは、
ステージ 1の中にステージ 2の内容を包含する点である。
具体的にはステージ1の決定変数に、回路パラメータと部
品の寸法の2種類を設定する。部品の形状に大きく依存す
る回路パラメータは、設計空間から除外され、その変わり

に部品の寸法として設定される。そして、回路解析を行う
前に部品の寸法から磁界解析などにより特性（回路パラ
メータ）を求める。これらを用いて、回路パラメータの最
適化プロセスを実施する。詳細なフローは 3.3 節にて述べ
る。この場合、ステージ 1の結果で回路特性や回路パラ
メータと同時にそれを実現する部品の寸法も得られる。こ
れを「部品寸法を考慮した回路パラメータの最適化プロセ
ス」とし、ステージ 1′と呼ぶ。以降のフローは 3ステー
ジ型と同様であるため、上記の箇所に限定して論じる。
　一方、ステージ 1′では回路解析に加えて磁界解析のシ
ミュレーションを行う。このため、最適化プロセス中の演
算時間が増大してしまう。そこで機械学習のニューラル
ネットワーク（NN）11）で代替して時間を短縮する。

図 3　分岐 1をなくした 2ステージ型の設計プロセス

2.4	 シミュレーションの代替のNN
　最適化プロセスの演算時間を短縮するため、シミュレー
ションを NN で代替する。NN の入力層に部品の寸法を、
出力層に特性を定義することで回帰モデルを作成する。教
師データのデータセットは、シミュレーションで準備す
る。この手法については先行事例があり、データ収集コス
トを下げるための効率的なサンプリング方法などが近年研
究されている12）。
　NN を使ったプロセスは 2点のメリットがある。1点目
に、設計検討の幅が広がることである。電力変換機器の構
想設計の段階では、回路トポロジがひとつに決まらず、複
数の候補が残る場合がある。しかし、適用できる部品の仕
様は、トポロジに関わらず共通であることが多い。そこで
共通部品の特性予測では NN を使うことにより最適化問題
の求解にかかる1回あたりの時間を短縮する。これは1種
類の回路トポロジの最適化プロセスを短時間で実行できる
ことを意味している。従ってシミュレーションを用いた場
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合と比較し、同一時間内で検討できる回路トポロジの数を
増やすことができる。トポロジの検討は電力変換機器性能
を左右するため、検討の幅を広げることにより性能改善に
繋がる可能性が生じる。
　2点目は、学習したモデルを技術資産として他の設計に
おいても活用し効率化が図れることである。例えば磁気部
品や放熱機構部品では、汎用品を用いることがあり学習モ
デルの展開性が高い。またシミュレーション自体に時間を
要する場合、特に生産性向上に寄与する。

3.	 WPT の設計を通じた提案プロセスの実証

3.1	 適用事例の背景と目的
　WPT は電力変換機器のひとつであり、非接触で電力を
授受する。ユーザ利便性の観点から電力伝送空間の広範囲
化がアプリの付加価値となる。そのため、小型高効率化に
加えて広範囲化が求められる。しかし、高効率化と広範囲
化はトレードオフの関係にある。そこで本事例では、範囲
を制約条件とし効率を最大化する最適化問題に置き換えて
設計を行う。
　上記の検討に3ステージ型を適用した場合、磁気部品の
設計自由度が高いため、ステージ1で製造性を考慮した適
切な設計空間を設定することは困難である。そこで回路パ
ラメータと磁気部品の寸法の 2種類の設計変数を対象に、
2ステージ型のステージ 1′である「部品寸法を考慮した
回路パラメータの最適化プロセス」の実現性を検証した。

3.2	 定式化した最適化問題
　S1 を回路パラメータ、S2 を磁気部品の寸法の集合とお
き、決定変数 X, Y を式（1）で定義する。式（2）で X, Y は設
計変数を要素としたベクトルとした。式（3）は目的関数で、
F(X, Y) を最大化する単目的最適化（望大特性）とした。
式（4）は評価関数であり、回路の損失（エネルギー変換効
率）η (X, Y) と後述のペナルティ関数 p (X, Y) で構成した。
各項の値は、回路シミュレーションにより得られた回路特
性から算出される。低損失（変換効率が高い）かつ制約条
件をクリアしたデザインほど評価値が高くなる。式（5）は
ペナルティ関数で、制約条件の満足度を定量化するために
用いた。制約内容は、ZVS、出力の電気レギュレーショ
ン、デバイスの印加電流の 3種類で個別に関数 pi (X, Y) を
設定した。全ての制約条件を満足した場合のみ、ペナル
ティ値は最大の1となる。不満足のデザインは、その度合
いに応じてペナルティ値が減少し評価値が下がる。
　最適解の探索アルゴリズムは、部品の製造制約から設計
空間が離散的であること、また解空間の多峰性を想定し、
遺伝的アルゴリズム（GA）13）を使用する。
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3.3	 部品寸法を考慮した回路パラメータ最適化プロセスの
フローチャート

　ステージ 1′の詳細フローを図 4に示す。決定変数の X
とYは、最終的にどちらも回路パラメータとしてデザイン
に設定される。しかし、それらは図4に示す通り異なるフ
ローを経る。XとYは、部品製造の実現可能性の高低で分
かれ、不確実なものは決定変数に部品寸法の Y を用いる。
Y（黄）は寸法として値が更新された後、磁気解析により
寸法から特性へと変換される。この際、効率化を図るため
磁気解析をシミュレーションではなく NN で代替する。こ
の変換された値をデザインの回路パラメータとして採用す
る。X（青）は、直接値が更新されそのままデザインに設
定される。これらを用いて回路解析から、回路特性と評価
値を得る。その後、最適化アルゴリズムにより、決定変数
の更新が繰り返される。本事例では表2に示す商用ソフト
を活用しこのフローを構成した。

図 4　�部品寸法を考慮した回路パラメータの最適化プロセスのフ
ローチャート
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表 2　適用した商用ソフト

ソフト名 メーカ 用途

modeFrontier ESTECO
・ワークフローの構築
・最適化アルゴリズムの実行
・NNの作成

Mathcad PTC 回路特性の計算

JMAG JSOL 磁気特性の教師データ作成

3.4	 最適化の実行結果
　解の探索過程を図5に示す。探索初期（a）、中期（b）、後
期（c）における1000デザインごとの評価値F (X, Y)のヒス
トグラムを表している。初期（a）では評価値の最も低いク
ラスに分布が偏っている。探索が進み（b）で徐々に評価値
の高いデザインが発見され、なだらかな分布に変化してい
る。そして（c）から評価値の高いクラスに最も分布が集ま
り、収束していることがわかる。これらの推移から GA に
より解の探索が正しく実行できていることが確認できた。

図5　探索初期（a）、中期（b）、後期（c）の評価値のヒストグラム

3.5	 2 ステージ型設計プロセスの実証結果と効果
　WPT を事例に提案したプロセスのステージ 1′を適用
し、その実現性を検証した。部品の製造性を考慮するた
め、回路パラメータと部品の寸法の2種類の決定変数を用
いて最適化問題を定式化した。これを求解するためのフ
ローチャートを検討し、商用ソフトを組合せることで環境
を構築した。そして、探索の結果、低損失かつ制約条件を
満足する解が導出できた。得られた解をもって、回路の特
性と同時にその特性を示す部品の寸法は明らかになってお
り、ループを削減した効率の良いプロセスの実現性を検証
できた。なお、この解から試作機を作製し、実測において
も同等の動作実現を確認できた（図 6）。
　次にこのプロセスによる効果を 2点述べる。1点目に、
NN を適用したことによる設計検討の幅の拡大である。ス
テージ 1′で、磁気部品の特性導出にシミュレーションと
NN を用いた場合の検討可能な回路トポロジの数の比較を
表 3に示す。NN から予測することで、回路トポロジ 1つ
あたりの実行時間を約 70％短縮した。さらに、磁気部品
は共通仕様のため、学習モデルが複数の回路トポロジにお
いても展開可能であった。これを利用し異なる6種類を効
率よく検討することができた。シミュレーションを用いた
場合と比較して、同一期間内で探索範囲は 1.5 倍となっ
た。
　2点目に、間接的に性能向上に寄与できたことである。
最適化プロセスを使用せずに検討した場合と比較して、回
路損失は 65％低減できた。これはトレードオフ関係にあ
る広範囲化と高効率化に対して、広範囲化を制約条件と
し、それを満足しながらより高効率化を実現できる解が発
見できたからと考えられる。そこに至った背景には提案し
た最適化プロセスにより、製造性を考慮しながら効率的に
試行回数を増やすことができたことが寄与している。

図 6　実機作製したWPTの概観
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4.	 むすび
　本論文では最適化技術を使った電力変換機器の設計プロ
セスの効率化を目指し、回路パラメータと部品の寸法を同
時に検討する2ステージ型のプロセスを提案した。また機
械学習のニューラルネットワークを適用することで、プロ
セスで費やすシミュレーションの時間を短縮した。この 2
ステージ型プロセスの前段部をワイヤレス給電システムに
適用し、その実現性を確認した。今後は部品配置も含めた
設計プロセスの構築を行い、生産性向上を達成する。
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表 3　NNによる時間短縮と検討回数の増加

比較項目
磁気特性の解析手法

シミュレーション NN
検討期間（同一） 26 日 26 日

教師データの作成時間 ― 14 日

1 回路トポロジあたりの
最適化プロセス実行時間 6.6 日 2 日

検討できる回路トポロジ
の数 4 6

－70％

×1.5
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施工性向上を実現した蓄電システムの開発
山田 潤一郎，大内 祐介，衞藤 郡

　再生可能エネルギーは、エネルギー安全保障にも寄与できる重要な低炭素エネルギー源である。再生可能エネル
ギーの普及促進のため、2009 年に余剰電力買取制度が開始された。その後、買取価格は低下している一方で、電気
料金は上昇している。そのため、太陽光発電の電気を売らずに貯めておいて、必要な際に使う自家消費の観点で、
蓄電システムへの注目が高まっている。また、台風や地震などの自然災害による停電時の備えとしても、蓄電シス
テムへの注目が高まっている。今回、施工性向上による初期導入費用の低減を目指したマルチ蓄電パワーコンディ
ショナ KPBP-A シリーズを開発した。その際、蓄電システムに用いられるパワーコンディショナに関して、従来機
種よりも小型となる筐体の適用と出力容量の増加から、発熱が課題となった。そこで、非絶縁型双方向 DC/DC コン
バータへの SiC-MOSFET の適用とインバータのスイッチングパターンの最適化により、電力変換器の高効率化を
図った。その結果、小型筐体を適用することができ、施工性向上を実現できた。

Development of Power Storage System with Improved 
Workability
YAMADA Junichiro, OUCHI Yusuke and ETO Gun

Renewable energy is an important low-carbon energy source that can contribute to energy security. A surplus 
electricity purchase system was started in 2009 to promote the spread of renewable energy. Since then, the 
purchase price has fallen, while the electricity price has risen. Therefore, the power storage system is attracting 
attention from the viewpoint of self-consumption, in which photovoltaic power generation electricity is stored 
instead of being sold and used when needed. Moreover, attention is being paid to power storage systems in 
preparation for power outages caused by natural disasters such as typhoons and earthquakes. This time, we have 
developed the power storage system (KPBP-A) aiming at reducing the initial introduction cost by improving 
workability. For the power conditioner used in the power storage system, we applied a housing that is smaller 
than the conventional model. Due to the effects of miniaturization and increased output capacity, heat generation 
has become an issue. We aimed to improve efficiency by applying SiC- MOSFET to non-isolated bidirectional 
DC / DC converter and optimizing the switching pattern of inverters. As a result, a small housing could be 
applied and workability could be improved.

1.	 まえがき
　再生可能エネルギーは、温室効果ガスを排出せず、エネ
ルギー安全保障にも寄与できる重要な低炭素の国産エネル
ギー源として注目されている1）。再生可能エネルギーの普
及促進策として、2009 年に太陽光発電の余剰電力買取制
度が開始された。余剰電力買取制度とは、太陽光発電設備
で発電した電力の内、自宅で消費しきれない余剰電力を電
力会社が買い取る制度である2）。余剰電力買取制度にて電
力会社が買い取りに要する費用は、再生可能エネルギー発

電促進賦課金（再エネ賦課金）によってまかなわれてい
る3）。電力会社が買い取った再生可能エネルギーで発電さ
れた電気は、日々使う電気の一部として供給されている。
そのため、再エネ賦課金は、電気の使用者から広く集めら
れ、毎月の電気料金の中で徴収されている。再エネ賦課金
は年々上昇しており、今後も上昇していく見込みである。
一方で、発電した電気の買取価格は年々低下している。余
剰電力買取制度の開始当初、住宅用の買取価格は 48円/ 
kWhであったが、2021年には19円/kWhとなり、半額以下
に低下している4）。また、余剰電力買取制度は、太陽光発
電設備の設置後一定期間は固定価格で買い取る制度のた

(107) 107



め、2019 年から買取期間が順次終了しており、終了の対
象は2023年までに約165万件に達する5）。買取期間終了後
の余剰電力は、電力会社や電気事業者への売電が可能であ
るが、買取期間中の買取価格より安価になる。
　電気料金の上昇と買取価格の低下の背景から、自宅に蓄
電システムを導入して、余剰電力を蓄電池に充電して必要
な際に自宅の負荷に放電して消費する自家消費に関心が寄
せられている6）。
　また、台風や地震による数十万戸以上の規模での停電
は、全国各地で毎年のように発生している。2016 年の熊
本地震では約 48 万戸、2018 年の台風 21 号では約 240 万
戸、北海道胆振地震では約295万戸、2019年の台風15号
では約 93 万戸の停電発生があり、その中には停電の期間
が数日続くケースも見られた。これらの災害による停電発
生の際には、多くの蓄電システムが被災者の方々の生活を
支えた記録が報告されている7）。災害時での停電への備え
の観点として、蓄電システムが注目されている。
　以上の背景から、蓄電システムの出荷量は年々増加して
おり、普及は着実に進んでいる。
　しかし、蓄電システムが公的支援を得られなくとも自立
的に普及するためにはコストが課題である。経済産業省に
よる定置用蓄電システム普及拡大検討会では、家庭用蓄電
システムの自立的な普及に向けて、目標価格の検討をして
いる。家庭用蓄電システムにおいて、蓄電池を含む蓄電シ
ステム価格と工事費を合わせた費用の中で、工事費が占め
る割合は 25％程度となることが示されている。工事費低
減等に対するメーカ等の創意工夫が期待されるとして、目
標価格に工事費を含める提案がされている8）。例えば、重
量やサイズが大きい場合、一人での運搬が困難なため、複
数人での運搬が必要となる。また、人力での運搬が困難で
あれば、クレーンなどの重機の使用も必要になってくる。
これらは施工費が増加することに繋がる。
　当社は、蓄電システムの普及拡大を推し進めるために、
住・産共用フレキシブル蓄電システム KPAC-A/Bシリーズ
を開発し、商品化してきた。これらのシリーズは、すでに
太陽光発電システムを導入済みの住宅に対して、蓄電池を
後付けで設置可能なシステムであり、導入済みの太陽光発
電システムからの発電電力を活用し、日中の発電余剰電力
を充電することで自家消費を実現できる蓄電システムであ
る。
　今回、施工性向上を実現したマルチ蓄電プラットフォー
ムKPBP-A シリーズを開発し、商品化した。エンドユーザ
の要望や予算に合わせ、最適な機器構成での実現を目的と
して、一つのプラットフォームで9種類のシステム構成に
対応できる。また、運搬の容易性、設置制約の解消を目的
として、分割構造による運搬を可能とする小型の蓄電池構
造を採用した。さらに、一人施工による施工工数の削減を
目的として、パワーコンディショナの小型・軽量化を実現

した。KPBP-A シリーズは、パワーコンディショナに関し
て、KPAC-A/B シリーズよりも小型である筐体を適用し、
さらに、高い出力容量としている。本論文では、パワーコ
ンディショナの小型・軽量化に対する技術課題と適用技術
について、報告する。

2.	 マルチ蓄電プラットフォームの特徴
　施工性向上を実現した KPBP-Aシリーズの主なコンセプ
トは、以下のとおりである。

・自在に選べる
・自由に設置できる
・自動で使える

2.1	 自在に選べる
　KPBP-A シリーズは、一つのプラットフォームで、9種
類のシステム構成に対応することが可能であることを特徴
とする。図 1に、9種類のシステム構成の選択肢を示す。

図 1　システム構成の選択肢

　蓄電池との充放電を行う双方向 DC/DC コンバータ、及
び、系統電源（以下、系統）との電力変換を行うインバー
タで構成されるマルチ蓄電パワーコンディショナを一つの
プラットフォームとして、オプション機能追加の選択肢の
内容に応じて、単機能蓄電システム、ハイブリッド蓄電シ
ステム、全負荷対応型ハイブリッド蓄電システムの3種類
のシステムへの対応が可能であり、各々に対して、さらに
3種類の蓄電池容量から選択可能である。そのため、用途
に応じた 9種類のシステム構成に対応できる。
　単機能蓄電システムは、蓄電池ユニットとマルチ蓄電パ
ワーコンディショナで構成される。停電時は、蓄電池から
の放電電力を、あらかじめ決めておいた特定の家電負荷に
給電することが可能である。
　ハイブリッド蓄電システムは、単機能蓄電システムか
ら、さらにPVユニットを追加して構成される。PVユニッ
トは、マルチ蓄電パワーコンディショナに太陽電池の発電
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電力を出力する機能を持つ。停電時は、太陽光発電と蓄電
池からの放電電力を、あらかじめ決めておいた特定の家電
負荷に給電することが可能である。
　全負荷対応型ハイブリッド蓄電システムは、ハイブリッ
ド蓄電システムから、さらにトランスユニットを追加して
構成される。トランスユニットは停電時において、マルチ
蓄電パワーコンディショナからの単相二線 200 V 出力を、
単相三線 200/100 V出力に変換して、家庭内の全ての家電
負荷への電力供給を可能にする機能をもつ。
　その時々のニーズに合わせて機器を段階的に導入するこ
とが可能で、例えば、既設の太陽光発電システムがある
ユーザに対しては、後付けで単機能蓄電システムを設置す
ることが可能である。また、既設の太陽光発電システムが
故障した後は、PV ユニットを追加して、既設のシステム
を置き換えることでハイブリッド蓄電システムの構成にな
り、さらにトランスユニットを追加することで、全負荷対
応型ハイブリッド蓄電システムの構成に拡張することが可
能である。

2.2	 自由に設置できる
　KPBP-A シリーズの蓄電池ユニットは、小型かつ屋内・
屋外設置対応で、設置場所を柔軟に選択可能であることを
特徴とする。16.4 kWhと9.8 kWhの蓄電池ユニットは、分
割構造で設置・施工時の制約が緩和できることを特徴とす
る。構成機器が最も多い全負荷対応型ハイブリッド蓄電シ
ステム（16.4 kWh）であっても軽バンに積載可能なサイ
ズであり、分割して運搬できる構造のため、大容量でもク
レーン車無しで運搬可能であり、施工費の低コスト化が可
能である。

2.3	 自動で使える
　KPBP-A シリーズは、停電・復電時の電力供給の切替え
が自動で行われること、及び、夜間の充電量を AI で自動
制御可能であることを特徴とする。停電が発生した場合、
ユーザの操作を要することなく、家庭内負荷に自動で電力
が供給される。

3.	 パワーコンディショナの構成と仕様
　図 2に KPBP-A シリーズのマルチ蓄電パワーコンディ
ショナの外観、図 3にマルチ蓄電パワーコンディショナ、
PV ユニット、トランスユニット、及び、系統と接続する
分電盤との回路構成を示す。
　マルチ蓄電パワーコンディショナは、電力変換器である
非絶縁双方向 DC/DC コンバータやインバータ、各種保護
機能や電力変換器の制御を行う制御回路部、及び、連系時
と停電時の電力供給時（以下、自立時）での出力を切り替
えるリレー部から構成される。蓄電池ユニットとの CAN
通信情報や、系統の受電点電力の計測内容に応じて、非絶

縁双方向 DC/DC コンバータにて蓄電池の充放電制御を行
う。また、非絶縁双方向 DC/DC コンバータと昇圧チョッ
パからの直流電力は、インバータにて交流電力に逆変換さ
れる。また、インバータは、交流電力の直流電力への順変
換や、系統の電圧や周波数などの状態に合わせた系統連系
制御も行う。制御回路部には、双方向 DC/DC コンバータ
制御、系統連系制御、単独運転検出機能の AICOT®、異常
検出などの各種保護機能を搭載している。

図 2　マルチ蓄電パワーコンディショナの外観

　PV ユニットは、開閉器や逆流防止ダイオードなどで構
成される接続箱機能部、電力変換器である昇圧チョッパ、
及び、各種保護機能や電力変換器の制御を行う制御回路部
から構成される。制御回路部には、太陽電池の発電電力を
最大化する最大電力点追従制御（MPPT : Maximum Power 
Point Tracking control）や昇圧チョッパ制御、異常検出など
の各種保護機能を搭載している。
　トランスユニットは、単相二線 200 V を単相三線
200/100 V に変換する非絶縁トランスから構成される。
　ユーザの目的に応じて、全負荷対応と特定負荷対応のい
ずれも選択が可能である。図3の結線は全負荷対応を示し
ているが、点線赤枠の全負荷対応と特定負荷対応を入れ替
えることで、特定負荷対応を示す結線になる。
　表 1に KPBP-A シリーズのマルチ蓄電パワーコンディ
ショナ部と従来機種であるKPAC-A/Bシリーズとの主な仕
様の比較を示す。KPBP-A シリーズは、KPAC-A/B シリー
ズよりも、小型・軽量である。また、通常運転時（以下、
連系時）と自立時の交流出力は、KPAC-A/B シリーズより
も高出力である。
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図 3　KPBP-A シリーズの回路構成

表 1　主な仕様比較

項目 KPBP-A シリーズ KPAC-A シリーズ
（従来）

KPAC-B シリーズ
（従来）

蓄電池 電力量 16.4 kWh 9.8 kWh 6.5 kWh 9.8 kWh 6.5 kWh 4.2 kWh

交流
出力

連系（単機能）
（力率 1.0） 5.9 kW 4.0 kW 2.5 kW 4.0 kW 2.5 kW 2.5 kW

連系（ハイブリッド）
（力率 0.95） 5.6 kW 非対応 非対応

自立（特定負荷） 2.0 kVA（100 V） 2.0 kVA（100 V） 2.0 kVA（100 V）

自立（全負荷） 4.0 kVA（200 V） 非対応 非対応

電力変換効率
充電 95.5％ 95.5％ 95.0％ 94.0％ 93.0％ 95.0％

放電 96.0％ 95.5％ 95.0％ 94.0％ 93.0％ 95.0％

外形寸法（幅×高さ×奥行き） 450×562×232 mm 650×493×222 mm 650×493×222 mm

重量（本体） 約 21 kg 約 29 kg 約 29 kg

4.	 技術課題と解決方針

4.1	 小型筐体の検討
　KPBP-A シリーズの開発にあたり、従来機種である単相
用屋外設置型太陽光発電システム用パワーコンディショナ
KPV シリーズ、KPR-A シリーズ、及び、KPW-A シリーズ
（以下、KPW-A など）と同じ筐体を適用することを目標と

した。KPW-A などの筐体サイズは、従来機種である
KPAC-A/B シリーズよりも小型である。本筐体を採用する
メリットとして、下記の 2点が挙げられる。
　一点目として、施工性の向上が挙げられる。従来機種で
ある KPAC-A/Bシリーズの筐体よりも小型・軽量化するこ
とで、一人施工が可能である重量を実現した。
　二点目として、後述する半導体デバイス採用に対するコ
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スト増加の抑制が挙げられる。小型筐体を実現するため
に、内部実装部品（半導体デバイス）のコスト増加が懸念
されるが、KPW-A などとの筐体の共用化をすることで、
低コスト化が期待できる。

4.2	 課題
　KPW-A などと同じ筐体を適用するにあたっての課題は
発熱である。KPW-A などの筐体は KPAC-A/B よりも体積
比で82％になる小型筐体である。KPAC-A/Bシリーズに対
して、回路などの構成要素は同じである一方で、外形のサ
イズが小型になるため、筐体内には、より熱がこもる状態
となる。さらに、KPBP-A シリーズでは KPAC-A/B よりも
連系時の出力、及び、自立時の出力容量が増加しており、
より発熱が厳しい条件になる。つまり、パワーコンディ
ショナ内部の空間体積の減少に加え、出力容量の増加で内
気を暖める熱量が増えることになり、パワーコンディショ
ナの内部温度の上昇が顕著となる。
　パワーコンディショナの内部には、各種プリント配線板
とそのプリント配線板上に実装された複数の部品が搭載さ
れている。これらの部品の中には寿命を有する部品があ
り、パワーコンディショナの信頼性と設計期待寿命を満足
するためには、部品毎の温度仕様を満足すると共に、部品
寿命がパワーコンディショナの設計期待寿命を満足する必
要がある。部品温度は、部品の自己温度発熱とプリント配
線板温度からの熱伝導、部品の周囲温度から決まり、全て
の実装部品に対して影響を及ぼすのがパワーコンディショ
ナの内部温度である。そのため、パワーコンディショナの
内部温度上昇を如何に抑制するかが、部品毎の温度仕様
と、部品寿命を満足するために重要となる。
　パワーコンディショナの内部温度に最も大きく影響を及
ぼすのが、スイッチング素子の損失である。スイッチング
素子の損失は、パワーコンディショナの全体損失の約5～
6割を占めている。スイッチング素子の損失の熱量はヒー
トシンクを通じてパワーコンディショナ外部に逃される
が、全ての熱量は放熱されず、一部の熱量はパワーコン
ディショナの内部温度を上昇させることになる。そのた
め、パワーコンディショナの内部温度上昇の抑制にはス
イッチング素子の損失の低減が必要である。

4.3	 課題解決の方針
　非絶縁型双方向 DC/DC コンバータとインバータのス
イッチング素子として、導通損失とスイッチング損失の低
減に効果のある SiC-MOSFET の適用を、電力損失シミュ
レーションと熱流体解析シミュレーションを用いて検討し
た。その結果、スイッチング素子の損失低減にはインバー
タよりも、非絶縁型双方向 DC/DC コンバータのみに SiC-
MOSFET を適用することで、最もコストと性能のバラン
スが良いことが分かった。また、非絶縁型双方向 DC/DC

コンバータのスイッチング素子の損失低減に加え、スイッ
チング素子以外の発熱部品の損失低減、リレーや制御電源
などの発熱部品の内部板金やパワーコンディショナ筐体へ
の放熱などを実施することで、連系時においては、小型筐
体の適用が可能であることが分かった。一方の自立時にお
いては、家庭内の家電負荷に高調波歪みが少ない電力を供
給可能なスイッチングパターンを採用している。そのた
め、連系時の発熱対策に加え、インバータを構成するリア
クトルのさらなる損失低減が必要となり、インバータのス
イッチングパターンの工夫によるリアクトル損失の低減を
図った。

4.4	非絶縁型双方向DC/DCコンバータへのSiC-MOSFET
の適用化技術

　従来機種である KPAC-A/B シリーズの非絶縁型双方向
DC/DC コンバータには Si-IGBT を採用していた。Si-IGBT
と比較すると、SiC-MOSFETは高い絶縁破壊電界強度特性
を持つことから低オン抵抗特性が得られ、低導通損失を実
現できる。さらに、スイッチング時のテール電流が原理的
に発生せず、高速動作が可能である。そのため、Si-IGBT
よりも低スイッチング損失を実現できる。図4に非絶縁型
双方向 DC/DC コンバータの回路図と Nch 型 SiC-MOSFET
のGate、Source、Drainの配置を示す。KPBP-Aシリーズで
は、Nch型 SiC-MOSFET を適用しており、図4の非絶縁型
双方向 DC/DC コンバータの右側はインバータの直流側に
接続され、左側は蓄電池に接続される。
　様々な半導体メーカから、SiC-MOSFETが商品化されて
いるが、製品性能には各メーカで違いがある。今回、電力
損失シミュレーションや熱流体解析シミュレーションで得
られたスイッチング素子の損失低減の設計目標を実現する
ために、半導体メーカの各種商品ライナップの中でも所望
の低オン抵抗特性が得られるSiC-MOSFETを選定した。ま
た、SiC-MOSFETの高速動作を極力制限しないことを目的
として、寄生インダクタンスの低減とゲート電圧保護回路
の付与による低スイッチング損失の実現と、スイッチング
パターン設計による SiC-MOSFET のボディダイオード損
失の低減を図った。

図 4　非絶縁型双方向 DC/DC コンバータと SiC-MOSFET
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4.4.1	 寄生インダクタンスの低減
　SiC-MOSFETのスイッチング損失の最小化を実現するた
めには、SiC-MOSFETのスイッチング動作をゲート抵抗な
どで極力制限せずに、素早いスイッチング動作を実現する
必要がある。しかしながら、素早いスイッチング動作を実
現しようとすると、Drain-Source 間電圧 Vds と Gate-Source
間電圧 Vgs で、サージ電圧の発生の可能性がある。この
サージ電圧の発生により、SiC-MOSFETの過電圧破壊、ノ
イズの増大による誤動作、及び、国内規格の逸脱の懸念が
ある。
　主回路とゲート回路のサージ電圧を抑制するためには、
SiC-MOSFET とプリント配線板に実装される周辺部品で
形成される電流ループ面積の最小化が必要である。そこ
で、電流ループ面積の最小化を期待できる SiC-MOSFET
モジュールを採用した。主回路における電流ループ面積の
最小化においては、スナバ回路を SiC-MOSFET モジュー
ルの直近に配置したことに加え、SiC-MOSFET モジュー
ル内のチップ配置やピン配置を最適化し、寄生インダク
タンスの低減を図った。ゲート回路については、プリン
ト配線板に実装されるゲート抵抗やゲートドライバ部品
を SiC-MOSFET モジュールの直近に配置したことに加え、
SiC-MOSFETモジュール内のチップ配置やSiC-MOSFETモ
ジュールのピン配置を最適化し、寄生インダクタンスの低
減を図った。また、電流が流れるループ配線自体の低寄生
インダクタンス化も有効な手段となる。そこで、プリント
配線板においては、広い配線パターン幅の確保に加え、電
流の流れる方向が異なる配線パターンを近接させ、各々の
電流によって発生する磁界を互いに相殺することで、寄
生インダクタンスの低減を図っている。SiC-MOSFET モ
ジュールにおいては、ワイヤボンディングやピンの複数本
数化によって寄生インダクタンスの低減を図った。
　プリント配線板や SiC-MOSFET の低寄生インダクタン
ス化の検討には、電磁界解析シミュレーションを用いて、
寄生インダクタンスを算出することで、最適化を図った。

4.4.2	 ゲート電圧保護回路
　SiC-MOSFET の Gate-Source 間電圧 Vgs は、ゲート酸化
膜界面に存在するトラップの影響によってゲート閾値電圧
が敏感に反応することが知られている。そのため、Si-
IGBTよりもGate-Source間電圧Vgsの推奨使用範囲は狭く
なり、特に負側の下限電圧が顕著となる。負側のサージ電
圧の発生は、下記の 2つの現象が主な要因である。なお、
図 4のハイサイドスイッチング素子 Q1 の動作を中心に説
明する。

①図 4の Q1 のターンオフ時におけるゲート回路の寄生
インダクタンスによる Q1 ゲート電圧のリンギング

② Q2 のターンオフによる Q1 のボディダイオード通流

時に、Q1の出力容量の放電電流がQ1のゲート回路を
介して流れることで発生する Q1 ゲート電圧の変動

　上記①のリンギング現象に対しては、前述した寄生イン
ダクタンスの低減よる対策を図った。一方で、上記②の
ゲート電圧変動に対しては、寄生インダクタンスの低減に
よる対策に加え、ゲート電圧保護回路をゲート回路に付与
することで、負側のサージ電圧の抑制を図った。
　図 5にゲート電圧保護回路の動作と回路構成を示す。
　Q2 がターンオフすると、図 4のリアクトルに蓄積され
たエネルギーと蓄電池のエネルギーが Q1 のボディダイ
オードを通じてインバータ側に流れ、Q1 のボディダイ
オードのオン時にQ1の出力容量（Drain-Source間の寄生容
量）の放電電流が Q1 の入力容量（Gate-Source 間の寄生容
量と Gate-Drain 間の寄生容量）とゲート回路を介して図 5 
（a） の経路で流れる。入力容量によってゲート電圧変動が
抑制されるものの、ゲートドライバ回路とゲート抵抗で発
生する電圧変動によって、負側に Q1 のゲート電圧が振ら
れる。
　このため、図 5 （b） に示すゲート電圧保護回路を付与
し、ゲートドライバ回路とゲート抵抗に流れる電流を抑制
することで、負側のゲート電圧変動の低減を図った。

図 5　ゲート電圧保護機能

　図 6に Q2 ターンオフ時の Q1 ゲート電圧波形を示す。
Q2 がターンオフし、Q1 のボディダイオードが通流するタ
イミングにおいて、Q1 の負側にゲート電圧が振られる現
象の波形である。ゲート電圧保護回路の適用によって、負
側のゲート電圧変動を低減したことで、SiC-MOSFET の
ゲート推奨電圧仕様を満足することができた。
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図 6　ゲート電圧波形

4.4.3	 スイッチングパターン
　SiC-MOSFETはバンドギャップが広いため、ボディダイ
オードの順方向特性は Si-IGBT に並列接続される還流ダイ
オードと比較して順方向電圧 Vf が大きくなる。この影響
によってボディダイオードの導通損失が大きく悪化する。
このため、ボディダイオードに流れる電流の通流期間を最
小化し、低オン抵抗特性を持つSiC-MOSFETの通流期間を
増やせる同期整流を採用することで、ボディダイオード損
失の低減を図った。具体的には、Q1 と Q2 のボディダイ
オードに電流が流れる期間に SiC-MOSFET をオンするこ
とで、Q1 と Q2 に流れる電流を SiC-MOSFET 側に流すス
イッチングパターン方式である。
　図7に Si-IGBTの損失を基準とした SiC-MOSFETにおけ
る同期整流の効果を示す。出力 5.9 kW、キャリア周波数
20 kHz での損失シミュレーションである。Si-IGBT、SiC-
MOSFET（同期整流なし）、SiC-MOSFET（同期整流あり）
の 3 種類で損失を求めた。同期整流を適用せずに、SiC-
MOSFET を適用すると、ダイオード部の導通損失によっ
て、Si-IGBT よりも損失が悪化することが分かる。一方、
同期整流を適用した場合は、ダイオード部の導通損失を大
きく低減することができるため、スイッチ部とダイオード
部の損失を合わせたトータル損失は、Si-IGBT を適用した
場合よりも大きく低減することができた。

図 7　同期整流の効果

　4.5　インバータのスイッチングパターンの最適化技術
　自立時の出力定格電圧は、KPAC-A/B シリーズでは 100 
V/2 kVA である。一方で、全負荷対応時の KPBP-A シリー
ズでは200 V/4 kVAである。自立時においては、系統が停
電中に、パワーコンディショナから高調波歪みを発生する
コンデンサインプット型整流負荷やサイリスタ、トライ
アックなどの位相制御を搭載した非線形の家電負荷に電力
供給すると、パワーコンディショナからの出力電圧が歪
み、安定的に電力供給できない懸念があるため、出力電圧
の正側と負側でスイッチングパターンを切り替えないバイ
ポーラ方式のスイッチングパターンを採用している。この
ため、電力の安定供給の観点で、連系時と自立時とでは、
インバータ出力のスイッチングパターンを変えている。図
8にインバータ部の回路構成を示す。UH、WH、UL、WL、
US、WS はスイッチング素子を示す。本インバータ回路
は、直流電力を交流電力に変換するフルブリッジインバー
タ部（UH、WH、UL、WL）と短絡部（US、WS）、リアク
トルから構成される 9）。
　インバータの交流出力電圧は、インバータに入力される
直流電圧を元に生成しているため、インバータの出力電圧
仕様が100 Vから200 Vへと大きくなると、インバータに
入力される直流電圧も出力電圧仕様の増加に合わせて高圧
化する必要がある。
　インバータに入力される直流電圧を高電圧化すると、イ
ンバータから出力されるパルス出力電圧の振幅が増加す
る。そのため、従来機種のKPAC-A/Bシリーズで採用して
いるパルスパターンをそのまま KPBP-Aシリーズで採用す
ると、リアクトルに印加されるパルス出力電圧も増加する
ため、リアクトルの鉄損の悪化によるリアクトルの温度仕
様の逸脱が懸念された。そこで、リアクトルに印加される
パルス出力電圧を低減可能な自立スイッチングパターンを
生成し、リアクトルに印加されるインバータの損失低減を
図った。

図 8　インバータ部の回路構成

　図9に、従来機種である KPAC-A/Bシリーズにおける自
立時のスイッチングパターンを示す。アーム短絡を防止す
るデッドタイムを設けた上で、UH/WLとUL/WHを排他で
動作させる一方で、短絡部は動作をさせない方式となって
いる。本スイッチングパターンでは、リアクトルに印加さ
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れるパルス出力電圧がインバータに入力される直流電圧
DDVを振幅として、＋DDVと－DDVとなる2レベル方式
のスイッチングパターンを採用していた。

図 9　従来方式

　図10に、KPBP-Aシリーズに適用し、損失低減のために
検討したスイッチングパターンを示す。アーム短絡を防止
するデッドタイムを設けた上で、UH/WLとUL/WHを排他
で動作させる一方で、短絡部 WS/US を動作させ、この
WS/US で交流電流を還流させる方式とした。本スイッチ
ングパターンでは、リアクトルに印加されるパルス出力電
圧がインバータに入力される直流電圧DDVを振幅として、
＋DDV と－DDV とゼロボルトとなる 3 レベル方式のス
イッチングパターンを採用した。
　リアクトルの鉄損は印可される電圧に影響されため、
KPBP-A シリーズでは、リアクトルに印加されるパルス出
力電圧が3レベル方式のスイッチングパターンを採用した
ことで、リアクトルの鉄損を低減し、温度仕様を満足する
ことができた。

図 10　損失低減のために考案した方式

5.	 開発成果
　表 2に非絶縁型双方向 DC/DC コンバータのスイッチン
グ素子の違いによる実機での効率測定の確認結果を示す。

表 2　スイッチング素子の違いによる効率比較

出力電力［W］
効率［％］

SiC-MOSFET IGBT
2500 W

（6.5kWh タイプ定格出力） 97.32％ 96.48％

4000 W
（9.8kWh タイプ定格出力） 97.96％ 97.36％

6000 W
（16.4kWh タイプ定格出力） 98.93％ 98.55％

　KPBP-A シリーズのマルチ蓄電パワーコンディショナに
おいて、蓄電池からの入力電力と、非絶縁型双方向 DC/
DCコンバータからの出力電力から、変換効率を実測した。
PVユニットが接続されない単機能蓄電システムにおいて、
6.5 kWh、9.8 kWh、16.4 kWh の各蓄電池が接続された場
合での交流側の最大出力電力と蓄電池側の公称電圧と同等
になるように、出力電力 2500 W/入力電圧 100 V、出力電
力4000 W/入力電圧150 V、出力電力6000 W/入力電圧200 
V にて、実測での比較を行った。いずれの条件であって
も、SiC-MOSFET の適用により、損失低減の効果があり、
設計目標通りであることを確認した。
　表3に自立時のインバータのスイッチングパターンの違
いによる効率測定の確認結果を示す。

表 3　スイッチングパターンの違いによる効率比較

方式 効率［％］
従来方式 93.16 ％

損失低減のために検討した方式 93.47 ％

　KPBP-A シリーズのマルチ蓄電パワーコンディショナに
おいて、蓄電池からの入力電力と、トランスユニットへの
出力電力から、規格の測定方法に則り、変換効率を実測し
た。表3で示す通り、従来方式と比較して、本方式は効率
が約 0.3％向上することを確認した。この結果、パワーコ
ンディショナの内部温度を約 5℃低減することができた。
　以上のとおり、電力損失を低減することで、パワーコン
ディショナの内部温度上昇を抑制し、部品毎の温度仕様と
部品寿命を満足することができたため、従来機種である
KPW-A などと同じ筐体の適用を実現した。この結果、
KPBP-A シリーズの外形寸法は 450×562×232 mm とな
り、従来機種の KPAC-A/B シリーズでの 650×493×222 
mm と比較して、体積比で約 82％になる小型化を実現し
た。また、KPBP-A シリーズの重量は約 21 kg となり、従
来機種の KPAC-A/B シリーズでの約 29 kg と比較して、重
量比で約 72％になる軽量化となり、一人施工を実現した。
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6.	 むすび
　本稿では、従来機種である KPW-A などと同じ筐体の共
用化を実現したマルチ蓄電プラットフォーム KPBP-A シ
リーズについて述べた。
　KPBP-A シリーズは、筐体の小型化と出力容量の増加か
ら、発熱が課題となった。しかし、非絶縁型双方向 DC/
DC コンバータへの SiC-MOSFET の適用化技術とインバー
タの自立時のスイッチングパターンの最適化技術によっ
て、電力損失を低減して高効率化することで、小型筐体の
適用を実現した。これらの高効率化技術によって、従来機
種であるKPAC-A/Bシリーズと比較して、サイズは約82％
になる小型化、重量は約 72％になる軽量化を実現した。
KPBP-A シリーズは、従来機種の小型筐体の共用化を実現
したことによって、施工性向上による工事費用の削減が図
れるため、ユーザの蓄電システムの導入コストの低減に寄
与し、更なる蓄電システムの普及拡大への貢献が期待でき
る。
　今後は、将来のアプリケーションを考慮したプラット
フォーム開発への展開を検討したい。例えば、絶縁型双方
向 DC/DC コンバータへの対応や、外部機器との通信系を
含めたシステム全体構成を考えると、プラットフォームと
しては改善の余地がある。再生可能エネルギーの発展と更
なる社会的ニーズに応えられるパワーコンディショナの開
発を行い、持続可能な社会の実現に貢献していく所存であ
る。
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シースルー構造を持つ薄型押しボタンの実現
工藤 卓也，鷲見 昌昭，阿形 剛宏，鬼塚 浩之

　人々の余暇創造および娯楽であり、エンターテインメントを提供する観光産業でもあるカジノ業界で、近年、カ
ジノマシンの進化が激しくなっており、カジノフロアにいる人々を惹きつけ、プレイ中の人々に没入感を与えるカ
ジノマシンの電飾をはじめとする演出内容も年々進化している。このような業界トレンドにもかかわらず、カジノ
マシンでゲームを開始する重要な役割を持つ SPINボタンは、押し感触が求められることから物理的な押しボタンの
ままである。
　我々は、次世代のカジノマシンに向けた SPINボタンをカジノマシンメーカ各社に提案、提供すべく、これまでに
日本のアミューズメント業界で経験・蓄積してきた耐衝撃構造や電飾機能といった技術を組み合わせ、液晶ディス
プレイ（LCD）上に配置できるほど薄型でありながら、押し感触が得られ、従来ボタンよりも耐久性能に優れ、防
水機能も有する物理的な押しボタンを実現した。この実現により、カジノマシンメーカ各社はボタン下部に配置し
ている LCD を活用することでボタン上の絵柄デザインを、コンテンツ毎に簡単に変更することが可能となる。ここ
で、コンテンツとは例えば映画やテレビ番組の版権とのタイアップ作品などを指す。また押しボタン外側の LCD 表
示と連続した絵柄デザインの表示やアニメーションの表示も可能となり、未来感あるカジノマシンの実現に向けた
一歩となる商品である。

Realization of Thin Push Button with Large Transparent 
Section Structure
KUDO Takuya, SUMI Masaaki, AGATA Takehiro and ONITSUKA Hiroyuki

In the casino industry, which is a tourism industry that provides entertainment as well as leisure time creation and 
amusement for people, the direction which attracting player, of casino machines have been evolving rapidly in 
recent years, and the visual area has been expanding year by year. However, the SPIN button, which is an impor-
tant button to start a game, remains a conventional physical push button because it needs to feel realistic.

We have realized a physical push button that is thin enough to be installed on the liquid crystal display (LCD), 
yet provides a realistic push feeling, better switch durability than conventional buttons, and a water resistance 
function to providing SPIN button for new generation casino machine to casino machine industry by combining 
technologies that have been experienced and accumulated in the Japanese amusement industry. This SPIN button 
allows casino machine manufacturers to change the display of button surface easily using LCD installed under-
neath the button for each gaming contents. In addition, it is possible to create a continuous LCD performance 
with the LCD display on the outside of the push button switch, which is a step toward the realization of a futuris-
tic casino machine.

1.	 まえがき
　今日、駅の券売機や ATMのように LCDとタッチパネル
を組み合わせて、表示と操作を可能にする機器を当たり前
のように多く見ることができる。カジノマシン（スロット
マシン）においては、かつては機械式のリールと物理的な

押しボタンを組み合わせた機器であったが、近年はその様
子が大きく変化している。なおリールとは、カジノマシン
の中で回転し、絵柄や数字が印刷されている筒状の部品で
あり、プレーヤーが SPIN ボタンを押下すると回転し、再
度押下すると停止する。また、リール停止時の絵柄や数字
などの揃い方により当選金額が決定される。このような機
械式リールは大型の LCD に取って代わり、LCD 上でリー
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ルの動きを表現している。また操作ボタンは物理的な押し
ボタンから LCD とタッチパネルを組み合わせた構成と
なっている。図1に機械式リールタイプのカジノマシンと
大型 LCD タイプのカジノマシンの概略図を示す。

図 1　カジノマシン概略図

　また図2にそれぞれのタイプの操作ボタン部の上面から
の概略比較図を示す。

図 2　操作ボタン部の概略比較図

　カジノマシンや操作部ボタン部が上記のように変化して
いるのは、プレーヤーの没入感を向上させ、カジノマシン
の稼働率向上を目指したためである。カジノマシンの各所
に設けた LCD が演出領域を拡大し、プレーヤーの没入感
向上に一役買っている。
　このようなカジノマシン業界のトレンドにも関わらず、

ゲームを開始する操作（リールを回し始める操作）はタッ
チパネルとは別に用意された物理ボタンである SPIN ボタ
ンを押すことで実施している。SPIN ボタンを押すことは、
お金を消費してゲームをスタートさせることを意味する。
よって、プレーヤーが意図せず押してしまうことを防止す
るため、SPIN ボタンは操作感触のある物理ボタンとして
残っている。
　また、従来の SPIN ボタンは、操作感触のある押しボタ
ンでカジノマシンへの取り付けが簡単な構造になっている
ものが多い。これは SPIN ボタンが壊れたらすぐに交換で
きるようにするためである。図 3に従来の SPIN ボタンの
概略断面図を示す。

図 3　従来の SPIN ボタンの概略断面図

　SPIN ボタン本体部とボタン取り付け部品にそれぞれオ
ネジ部/メネジ部を設け、ボタン取り付け部品を回転する
ことで SPIN ボタンをガラスパネル面に固定することがで
きる。これによりドライバーなど工具を用いずに SPIN ボ
タンの脱着作業を完結することができる。
　このような SPIN ボタンは「壊れたらすぐ交換する」と
いう特徴のため、SPIN ボタン自体は簡素でコストを抑え
た作りになっている。カジノマシンとしては大型 LCD 化
やタッチパネル操作が主流となり、未来感のある進化が見
て取れるが、SPIN ボタンはこのトレンドから遅れをとっ
ている。
　表 1に従来の SPIN ボタンのメリット、デメリットをま
とめた内容を示す。

表 1　従来の SPIN ボタンのメリット/デメリット

メリット デメリット
製品単価が安価 製品外観に高級感がない

交換性に優れている スイッチ操作の耐久性が低
い／防水機能がない

マイクロスイッチによる
フィーリングの良いスイッ
チ操作感触

表示機能が乏しい（領域狭
く、内容も固定）
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　先述のとおりコスト重視の作りとなっており、例えば
SPIN ボタン上面のデザインはボタン上面部品の表面への
印刷やボタン上面部品裏側に印刷シートを挿入する手法を
取られてきた。このような構成では製品コストは抑えられ
る反面、デザインを変更したい場合、ボタン上面部品の取
り換えや印刷シートの取り換えがカジノマシンのコンテン
ツ毎に必要となるデメリットがある。
　カジノマシンの近年のトレンドから遅れをとっている
SPIN ボタンに対して、我々はこれまで日本のアミューズ
メント業界で経験・蓄積してきた耐衝撃構造や電飾機能と
いった様々な技術を盛り込むことによって、未来感のある
カジノマシンの実現に向けた、薄型で高級感があり、
SPIN ボタン上面の表示は図 2で示した LCD を活用するこ
とで様々な絵柄デザインを表示できるシースルー構造を持
つ SPIN ボタンを実現した。

2.	 カジノマシン業界のニーズ
　LCD と物理的な SPIN ボタンという組み合わせがトレン
ドとなっているカジノマシンであるが、いかにしてプレー
ヤーを惹きつけられるか？という課題が常に存在すること
を把握してきた。この課題を解決するため、1章で述べた
とおり各カジノマシンメーカーは演出に拘ろうとしてお
り、例えば操作パネルの LCD 表示領域を拡大し、よりプ
レーヤーを惹きつける映像を表示している。
　操作ボタンがタッチパネル式であればシート状のタッチ
センサをガラスパネルと LCD の間に配置し、LCD 表示領
域を拡大できる。しかし物理的な押しボタンである SPIN
ボタンはボタン自体に厚みがあり、ボタン下部に LCD を
配置することはできない。プレーヤーを惹きつける方法の
一つとして、LCD を活用し SPIN ボタン上面のデザイン内
容を簡単に変更可能にするには、① SPIN ボタン上面に
LCD を配置する、② SPIN ボタンを薄型化かつシースルー
構造としボタン下部にLCDを配置する、の2案が考えられ
る。図 4に案①および案②の概略図を示す。

図 4　SPIN ボタン表示部拡大化（2案）の概略図

　案①については、ボタンに収まる小型LCD分のコストが
追加となり、また表示制御もボタン用に作りこむ必要があ
るというデメリットがある。一方、案②ではボタン自体に
LCD を搭載する必要がなく、表示制御も操作パネル LCD
の延長で実施することができ、ボタン専用の制御を必要と
しない。また案②では、操作パネルと SPIN ボタンの LCD
を共有していることから、SPINボタン外形よりすぐ外側か
ら LCD 表示ができ、操作パネルと SPIN ボタンの表示に連
続性を持たせることができる。図5は案②をベースとした、
将来のカジノマシンの提案用コンセプトを示す。

図 5　未来のカジノマシンの提案用コンセプト
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　SPIN ボタンの内と外の LCD 表示に連続性を持たせるこ
とで、演出性の高い操作デッキの実現が可能となる。
　以上より LCD 表示領域拡大のためには案②が効果的で
ある。しかし、案②の SPIN ボタン構造は薄型化かつボタ
ン下部にある LCD 表示を透過させる必要があり、スイッ
チの機能を納めるスペースが小さくなる。このような制約
にも関わらず、SPIN ボタンとしての基本的な機能は維持
または向上させる必要がある。表 2に SPIN ボタンの基本
機能一覧を示す。

表 2　SPIN ボタンの基本機能一覧

機能 市場要求
スイッチ操作
の耐久性 30N/400万回以上の条件で破壊なきこと

衝撃耐性 300N/1 万回以上の条件で破壊なきこと

静電気耐性 接触放電±10kV および気中放電±27kV
の条件で破壊なきこと

脱着性能 工具なしで SPIN ボタンの脱着ができる
こと

　表2に示す市場要求の項目は、これまでの弊社から各カ
ジノメーカーへの提案活動や商談で得た情報をもとにして
いる。
　また、ただ小さいスペースの中に SPIN ボタンの基本機
能を盛り込むだけでなく、高級感を醸し出すデザインにす
る必要もある。そのための方法として、SPIN ボタンの縁
取りを可能な限り狭める、縁取り部品は光沢感のある材料
を選択する、などが挙げられる。さらに一歩踏み込んで未
来感を醸し出すため、図 4の案②で示すように SPIN ボタ
ンを LCD 上に配置可能とすることが求められている。

3.	 技術的課題
　2章で述べたように、図 4案②で示したシースルー構造
を持ち LCD 表示を透過できる SPIN ボタン（以降、「LCD
表示透過型 SPIN ボタン」と称する）を実現するには、限
られたスペースで従来のようなスイッチとして機能する構
造を盛り込み、かつデザイン性に優れた外観にする必要が
ある。図 6に SPIN ボタンの従来構造と透過型の構造の断
面比較図を示す。以下、図6に示す様々な機構/構造を限ら
れたスペースに収めるための課題を述べる。

図 6　従来構造と透過型構造の断面比較

3.1	 スイッチ機能に関わる構造の課題
　従来の SPIN ボタンのサイズは、ボタン上面の絵柄デザ
インが視認でき、かつボタンを操作するプレーヤーの手の
大きさに合わせて直径70mmから直径90mm程度であるこ
とが多く、ボタンの高さは80mmほどある。ボタンの下部
にマイクロスイッチ1）を配置しており、マイクロスイッチ
より上の部分で SPIN ボタンの摺動動作をしている。また
SPINボタンの入力検出（on/off検出）にマイクロスイッチ
を活用することで、SPIN ボタンの製品コストを抑えるこ
とができる。
　しかし、LCD 表示透過型 SPIN ボタンの実現にこのマイ
クロスイッチを採用することは以下の理由により非常に困
難である。まずはサイズの問題がある。図4案②で示した
ボタン構造の場合、そのボタン高さは15mm程度にする必
要があるが、マイクロスイッチは小さいサイズでも高さが
7mm 程度あり大きくスペースを消費してしまう。また
LCD 表示透過型 SPIN ボタンでは、従来ボタンのようにボ
タン中央部に摺動構造を持つことができないため、ボタン
を端押しするとボタンが傾いてしまう。ボタンが傾いた場
合でもマイクロスイッチで入力検出しようとすると、マイ
クロスイッチの複数配置が必要となる。マイクロスイッチ
を複数配置するとさらにスペースを消費してしまうため、
現実的ではない。さらにマイクロスイッチの複数使いは製
品コストを跳ね上げてしまう問題もある。
　このような小さいサイズのマイクロスイッチはスイッチ
の on/off 検出に必要なストロークが短いため、マイクロス
イッチに大きな負荷が印加される前に構造的にストローク
を止めることが困難であるため耐衝撃性能は低い。またマ
イクロスイッチ単体のスイッチ操作耐久性能も低く、表 2
で示した基本機能の市場要求を満たすことができない。
　以上のように、LCD 表示透過型 SPIN ボタンの実現には
マイクロスイッチ以外のスイッチ検出機構が必要である。
スイッチ検出機構としては、薄く、耐久性や耐衝撃性に優
れていることが求められる。
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3.2	 防水機能に関わる構造の課題
　従来の SPIN ボタンには防水機能を持ったものはほとん
どないが、カジノホールでは飲食をしながらプレイするこ
ともあり、飲食物によりボタンが破損した場合は、新品と
取り換える対応をとっていた。ボタンが安価ではあるが、
取り換える手間によるコストが膨らむため、ボタン上部か
ら SPIN ボタン内や操作パネル内への液体侵入を防ぐこと
は市場から求められる機能である。物理的な押しボタンに
は可動部品と固定部品が摺動する部分があり、この部分に
はクリアランスが設けられている。このクリアランスから
液体はSPINボタン内部へと容易に侵入できてしまうため、
このクリアランスを埋める必要がある。可動部品と固定部
品が摺動動作でき、かつクリアランスを埋める方法として
は、可動部品と固定部品を弾性部材で繋ぐことが方法の一
つとして挙げられる。
　しかし、繋ぎである弾性部材はスイッチ操作の繰り返し
動作で破損しないことが求められる。破損しないために弾
性部材の厚みを増やすと、弾性部材にコシがでるためス
イッチ操作が重くなる傾向になる。このトレードオフを解
決するため、弾性部材の形状や厚みのコントロールが必要
とされる。また 3.1 節で先述した通り、狭いスペースの中
でどのようにして弾性部材を設置するかも課題となる。

3.3	 静電気耐性確保に関わる構造の課題
　カジノマシンはホテル内などの空調の良く効いた乾燥し
た環境、かつカーペット敷きの上に設置されることがよく
ある。このため、強力な静電気に対して耐性を持たせるこ
とが重要である。一般的には、SPIN ボタン上面から SPIN
ボタン内部の基板までの沿面距離を取り、SPIN ボタン内
部への静電気侵入を防いでいる。沿面距離の設定の目安と
しては、気中放電 1kV 当たり沿面距離 1mm である。表 2
より気中放電 27kV では沿面距離は約 30mm 必要となる。
3.1 節で先述したように、従来の SPIN ボタンは高さが
80mm ほどあり、30mm の沿面距離を確保することができ
たが、LCD表示透過型 SPINボタンは高さが 15mm程度に
する必要があり、30mm の沿面距離は確保できない。
　以上より、沿面距離を十分に取れない中で静電気耐性を
どうやって確保するかが課題となる。

3.4	 製品外観の課題
　2章で述べたとおり、SPINボタンには高級感や未来感を
感じさせる製品外観が求められる。近年、スマートフォン
やノートパソコンなど、LCD を搭載している製品の挟縁
（ベゼルレス）化が進んでいる。製品の軽量化、小型化、
表示領域の拡大化が主目的ではあるが、無駄なものが削ぎ
落された洗練されたデザインとなり高級感や未来感を提供
する。これに倣い、LCD 表示透過型 SPIN ボタンも可能な
限りベゼルレス化を狙い、LCD 表示領域をできるだけ広

くとれるように 3.1 節から 3.3 節で述べた構造を盛り込む
必要がある。
　また SPINボタンの LCD表示部は高さに関しても課題が
ある。SPIN ボタンよりも低い位置に LCD が配置されるた
め、SPIN ボタン上面と LCD 間に大きな距離があると、
SPIN ボタンの表示がボタン上面に対して沈んだように見
え、違和感を生んでしまう可能性がある。そのため、LCD
表示をボタン上面に浮かび上がらせるような工夫が必要と
なる。
　以上の他に高級感を生む要素としては電飾がある。大人
しい色合いかつ均一な発光であるほど高級感が生まれる。
また電飾は高級感の提供だけでなく、プレーヤー以外の目
を惹きつけ、プレイしてもらうきっかけとなる。しかし、
限られたスペースの中で発光部分を設け、その発光が均一
となり、かつその発光で SPINボタン中央部の LCD表示を
阻害しないようにする必要がある。
　また、SPIN ボタンはスイッチ on/off 検出用の入出力信
号および電飾用の電力はカジノマシンとのハーネス接続に
より供給される。LCD 上に SPIN ボタンを配置すると、こ
のハーネスがガラスパネルと LCD の間に必ず配線される
ことになり、プレーヤーから不格好に見えてしまう。ハー
ネスは必須ではあるが、存在を目立たせなくする工夫が必
要となる。

4.	 技術内容
　LCD 表示透過型 SPIN ボタンの実現のため、3章で述べ
た各課題に対する解決策を以下に説明する。

4.1	 スイッチ機能に関わる構造の実現
　ここでは薄型でスイッチの on/off を検出できる方式の選
定、スイッチの端押し操作への対応、耐荷重への対策が課
題であった。
　まずはスイッチ検出方式および端押し操作への対応につ
いて述べていく。スイッチ検出方式としては、様々な方式
があるが、例えばフォトセンサを利用して光軸を遮光/投
光で on/off 検知する方法、ドームコンタクトを利用して電
圧の high/low で on/off 検知する方法、圧力センサを利用し
て閾値より高い/低いで on/off検知する方法などがある。こ
のような方式のうち、ドームコンタクト式や圧力センサ式
は薄いシート状にすることが可能である。さらにこの2方
式の中ではピエゾ抵抗効果を活用した圧力センサが繰り返
しスイッチ操作の高い耐久性能を保有している。以上よ
り、本製品におけるスイッチ検出方式は圧力センサ式を採
用した。図7に本製品で使用している圧力センサの上面図
を示す。
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図 7　圧力センサの上面図

　本製品では外形形状を丸型としており、圧力センサはリ
ング型の外形としている。この圧力センサはフィルム形状
で厚みは 0.2mm であり、圧力検出部を複数設けることが
可能である。図7に示すように、圧力センサには4つの圧
力検出部を設けており、ボタンを端押しされても4つのう
ち 1つ以上が圧力を受けるようにしている。なお、この 4
つの圧力検出部は並列回路となっており、1つでも圧力が
印加されれば製品としてスイッチ信号を出力できるように
なっている。
　続いて耐荷重への対策内容について述べていく。始めに
圧力検出部の耐荷重は 50N であり、本製品を強く押し込
まれても、圧力検出部は 50N 未満の負荷となるような構
造が必要であった。方法としては、構造的にストッパーで
過剰な負荷を受け止める構造とした。図8に圧力センサを
押下する箇所の断面詳細図を示す。

図 8　圧力センサ押下部の詳細断面図

　ボタン可動部品を下向きに動かすことで圧力センサ押下
用の押し子が圧力センサに接触し、スイッチ信号を出力す
る。ボタンを押し始めてから押し子が圧力センサに接触す
るまでの距離は、従来の SPIN ボタンのストロークを参考
に 1.2mm と設定した。一方、ボタン可動部品はボタン固
定部品に接触するまで 1.5mm の距離を設けている。これ
は、組立ばらつきを考慮した上でボタン可動部品が押し下

がれば必ず圧力センサに荷重を与えるためである。つまり
ボタン可動部品を最下点まで押し下げた場合、押し子と圧
力センサは 0.3mm 干渉することになる。そのため、押し
子は弾性を持つ材質とし、0.3mm 押し子が圧縮されても
50N未満の負荷となるようにした。材質については、防水
機能と関連性があるため 4.2 節で後述する。
　次にボタン固定部品の耐荷重性能について述べていく。
図9にボタン可動部品がボタン押下状態での詳細断面図を
示す。

図 9　ボタン押下状態での詳細断面図

　図9に示すように、ボタン固定部品はボタン可動部品か
らA点で荷重を受ける。そして受けた荷重はガラスパネル
と接触しているB点にて支える構造となっている。そのた
めボタン固定部品の材質選定と肉厚が重要となってくる。
材料としては耐衝撃に強いポリカーボネートを選定し、図
10 に示すような応力解析や実験にて、各部位に必要な肉
厚を決定した。その結果、ボタン固定部品の外周壁や底面
の肉厚は 2.2mm 以上に設定した。

図 10　ボタン固定部品の応力解析結果

4.2	 防水機能に関わる構造の実現
　ここでは限られたスペースの中で防水構造を設けるこ
と、その構造がスイッチ操作の繰り返し動作に耐えるよう
にすることが課題であった。まず防水構造について述べて
いく。
　4.1 節で述べたように、圧力センサの押し子には弾性部
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材が必要であったことから、これを延長して防水用のパッ
キンの役割を果たす形状ができないか検討を行った。ただ
し、ボタン中央部の視認領域確保やスムーズな摺動動作の
ため、ボタン可動部品全体を弾性部材にすることはできな
い。そこで、ポリカーボネートとエラストマーの二色成形
でボタン可動部品を形成することを考え、ボタン可動部品
の中央部は視認性確保のため透明のポリカーボネートを配
置し、外周部は押し子とパッキンを形成するエラストマー
という配置とした。図 11 に本製品の断面図とボタン可動
部品の二色成形構造の詳細断面図を示す。

図 11　本製品の断面図および可動部品の二色成形構造

　図 11 に示すように、ボタン可動部は外観上プレーヤー
から見える範囲は透明のポリカーボネートで構成し、それ
以外はエラストマーで構成している。押し子より製品外側
方向に延長するようにパッキン形状を設け、ボタン外周部
品とボタン固定部品で挟んでいる。これにより製品内部へ
の液体侵入を防いでいる。
　続いてスイッチ操作の繰り返し動作への対策について述
べていく。図 11 に示すように、ボタン可動部品のエラス
トマー部分にて、パッキン部と押し子の間に薄肉のU字形
状を設けている。これにより、ボタン可動部品のエラスト
マー部で上下可動する箇所と固定させる箇所を分けること
ができる。このU字形状は上下動の耐久性を考慮すると薄
い方が良いが、薄すぎると成形できなくなる可能性があっ
た。これについては流動解析や過去製品実績より厚み
0.2mmを採用し、その結果この構造でスイッチ操作の耐久
試験（押下力30Nで400万回以上）を実施した上で、エラ
ストマー部分が破損しないことを確認できている。

4.3	 静電気耐性に関わる構造の実現
　本製品では沿面距離を十分にとった静電気耐性の確保がで
きないことが課題であった。静電気耐性を確保する考え方と
しては二通りある。一つ目は製品内に静電気が侵入しないよ
うに封止すること。二つ目は静電気を積極的に受ける部分を
設け、製品のグランド（GND）に接続することである。4.2
節で述べたように、パッキン部分を設けて防水構造を作りこ
んでいるため、静電気は製品内に侵入しないと思われたが、
固定部品とパッキンであるエラストマーには液体は通さない
が僅かな隙間は存在しており、この隙間から静電気は製品内
に侵入することが分かった。これにより、考え方としては製
品内に静電気を積極的に受ける構造を検討した。
　静電気が製品内に侵入した場合、最も破壊しやすいのが
電飾用基板である。ボタン可動部品とボタン固定部品の隙
間を通って電飾基板に到達する前に静電気を受ける箇所を
設ける必要がある。そこで、圧力センサの上部に厚み
0.1mm の静電気受電用板金を設け、この板金を導電性の
テープを利用して電飾基板の GND と電気的に接続した。
図 12 にボタン可動部品とボタン外周部品を非表示とし静
電気受電用板金の配置を示した上面図を示す。板金部品の
下にある圧力センサ、電飾用基板を覆うように板金は設置
しており、図 12 の赤丸で示す箇所で板金部品と電飾用基
板 GND を電気的に接続している。

図 12　静電気受電用板金部品の配置図

　図 12 に示すような製品構造にすることで、表 2で示し
た製品として必要な静電気耐性が確保できていることを±
10kVの接触放電試験と±27kVの気中放電試験で確認でき
ている。図 13 に製品内部に侵入した静電気が静電気受電
用板金に至るまでの経路を示す。
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図 13　静電気の放電経路

4.4	 製品外観の実現
　ここでは LCD 表示部の領域を可能な限り広げること、
LCD 表示をボタン上面に浮かび上がらせること、均一発
光する電飾機能、およびハーネスを目立たせないことが課
題であった。
　まずLCD表示部の領域拡大については、4.1節~4.3節で
述べた構造に大きく依存している。結果として、製品外形
が直径 84mm に対し、LCD 表示部は直径 58mm となった。
図 14 に本製品を上面から見た図を示す。

図 14　本製品の上面図

　次に LCD 表示をボタン上面に浮かび上がらせる方法で
あるが、ボタン可動部の透明ポリカーボネートを厚肉と
し、空気中と透明ポリカーボネートの屈折率の差を利用す
ることで LCD 表示を浮かび上がらせることができた。し
かし、4.2 節でも述べたがボタン可動部品は二色成形を実
施するため、ポリカーボネートの成形時とエラストマーの
成形時で大きく型温度を変化させられないことや冷却時間
を同じにする必要があるなど、材料単品で成形するよりも
成形条件に制約がある。そのような制約の中、ポリカーボ
ネートの厚みを調整できる入れ駒型を製作し、量産性のあ
る成形条件で見いだせた厚みが 7.0mm である。7.0mm よ
りも薄い場合、例えば厚み 4.0mm での成形試作では、ポ
リカーボネートの成形は厚み 7.0mm 時よりも約半分の冷

却時間で変形なく成形可能であるが、エラストマーにとっ
ては冷却時間が短く形状が大きく変形し、バリも多く発生
した。よって本製品では厚み 7.0mm を採用した。図 15 に
7.0mm の厚肉成形を実施したボタン可動部品により表示
が浮き上がっている様子を示す。

図 15　ボタン可動部の透明ポリカーボネート

　次に均一発光する電飾機能について述べていく。図8で
示したように、電飾用基板の上には圧力センサを配置して
おり、さらにこれより上の空間はボタン可動部品がボタン
押下により下がってくるため、電飾用に構造を設けること
ができない。そこで、実装面に対して垂直方向に発光する
トップ型 LED（Light Emitting Diode）を電飾基板下側に配
置し、ボタン固定部品の肉厚の中に光を通すことを検討し
た。図16にボタン固定部品の肉厚の中を通る光路を示す。
LED から出てきた光はボタン固定部品の肉厚に入るが、
ボタン固定部品のあらゆる場所で拡散、反射、透過が発生
する。一方で、発光させたい電飾発光面は図 16 のオレン
ジで示したように LED 光源から遠い場所にある。そのた
め、ボタン固定部品の肉厚内はできるだけ光の減衰をさせ
ないように図 16 に示すように反射シートを配置した。こ
のような光の通し方をすることで、電飾発光面に到達する
までに十分に拡散し、電飾発光面では均一な発光を得るこ
とができた。

図 16　ボタン固定部品内の光路

　なお、実装面に対して水平方向に発光するサイド型
LED を使用した場合、反射シートで反射する光が少なく
なるためボタン固定部品の肉厚内の拡散が弱く、電飾発光
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面の発光が不均一となった。そのため、サイド型 LED は
不採用とした。
　このようにトップ型 LED と発光面の向かい側に配置し
た反射シートの組み合わせで、電飾発光面の均一な発光を
得ることができたが、LED からの光はボタン固定部品の
内側にも進み、LCD 表示部に LED からの光が見えてしま
う。そこで、ボタン可動部品と同様に、ボタン固定部品も
二色成形とし部分的に黒色樹脂にすることで LED からの
光を遮断することとした。図 17 に二色成形のボタン固定
部品の肉厚の中を通る光路を示す。

図 17　二色成形タイプのボタン固定部品内の光路

　ボタン固定部品は 4.1 節で述べたように耐衝撃性からポ
リカーボネートを選択していた。二色成形の材料としては
グレードの異なるポリカーボネートとした。一つは透明色
のポリカーボネート。もう一つは黒色かつ摺動グレードの
ポリカーボネートを選択した。黒色の部分はボタン可動部
品のストッパー役かつ摺動させる箇所でもあるため、摺動
グレードとしている。このようなボタン固定部品の構造に
することで、一部品で電飾機能と摺動構造の両立ができ
た。図 18 に実際の電飾発光写真を示す。

図 18　実際の電飾発光時の写真

　本節の最後に、ハーネスを目立たせなくする方法につい
て述べていく。ハーネスでは電飾用の電源および信号ライ

ン、そして圧力センサの電源および信号ラインが必要とな
る。圧力センサはシート状のため、図7で示した圧力セン
サにハーネス部分を追加することができる。しかし、圧力
センサの基材は透明化可能であるが、太い配線部は透明化
できず目立ってしまう。図 19 に基材を透明化した圧力セ
ンサを LCD 上に置いたときの写真を示す。

図 19　LCD上に置いた透明圧力センサの写真

　この写真より、配線の存在が大きいことが分かる。一
方、電飾基板は FPC（Flexible Printed Circuits）用コネクタ
を搭載し透明ポリイミド基材の透明 FPC を活用すること
ができる。図 20 に LCD 上に置いた透明 FPC の写真を示
す。

図 20　LCD上に置いた透明 FPCの写真

　図 19 の透明圧力センサより配線は目立っていないこと
がわかる。ここで、配線を波模様にしているのは、LCDの
画素とのモアレを抑制するためである。以上から本製品の
ハーネスとしては透明 FPC1 本として、ハーネスの存在を
目立たせないようにすることを検討した。
　しかし、ハーネスを透明FPCのみにするためには製品内
部で圧力センサと電飾用基板を電気的に接続する必要があ
る。このような電気的接続は通常であればFPCコネクタを
用いる方法が一般的である。しかし、これまでも述べてき
たように本製品はスペースが非常に限られており、FPCコ
ネクタを設けることはできなかった。そこで、シート状の
圧力センサと電飾用基板を ACF（Anisotropic Conductive 
Film）圧着という、LCDなど多極の接続でよく使用される
手法を用いた。図 21 に実際の ACF 圧着後の写真を示す。
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図 21　実際の ACF圧着後の写真

　図 21 の圧着電極部に示すように、圧力センサは信号線
が 2極しかないため、電極サイズは約 3mm x 3mm として
いる。先述のとおり、ACF圧着は LCDなど 0.5mm程度の
狭ピッチかつ多極の接続でよく利用されるため、本製品で
使用している圧着用電極サイズは非常に大きい部類にな
る。このように電極サイズを大きくすることで、ACF圧着
の密着性を確保し、本製品に大きな衝撃や振動が加わって
も圧着部分が剥がれないようにしている。以上より、ACF
圧着によって製品内に無理なく圧力センサと電飾基板の電
気的接合を達成することができ、本製品のハーネスは透明
FPC のみとすることができた。

5.	 むすび
　プレーヤーを惹きつける未来感のある近年のカジノマシ
ンの進化に対して、SPIN ボタンはこのトレンドから遅れ
をとっていた。今回、プレーヤーを惹きつけるための方法
の一つとして、これまでになかったようなカジノマシンの
演出の実現に貢献できる、薄型でボタン下部の LCD 表示
を透過可能な押しボタンを設計し、表2で示したボタンと
しての基本機能を確認する試験や、防水試験などの多種製
品試験項目を全てクリアすることを確認した上で、弊社の
製品として上市した。図 22 に本製品の外観写真を示す。

図 22　透過型押しボタンの外観

　製品サイズは直径84m、高さ14.2mmでLCD表示透過部
サイズは直径58mmである。なお、製品の取り付けは製品
に付属する固定用リング部品を用い、工具不要で固定可能
である。
　また、図 23 は本製品紹介用に作製したカジノマシン操
作ボタン部の試作品の外観写真である。

図 23　本製品を搭載した製品紹介用試作品の外観

　これが図4案②を実現した写真である。このような本製
品の実現または上市にあたっては、多くの課題が複雑に絡
んでおり、それぞれの解決策も一部品二役、三役と言った
ように複数の機能を持たせることで業界ニーズに合った製
品を実現することができた。
　本製品はカジノマシン業界をターゲットに開発を進めた
汎用製品ではあるが、カジノマシン業界以外でもガラスパ
ネルと LCD が重なった構造があれば本製品を取り付ける
ことは可能である。例えば、近年駅や商業施設で見かける
ことが多くなったデジタルサイネージへの応用などが挙げ
られる。今後は上記のようにカジノマシン業界以外の業界
にも対応できるよう、本製品の展開を進めていきたい。
　また今後の技術的な展望としては、更なる未来感ある製
品提供のため、ガラス面からのボタン高さの更なる削減や
ボタン縁取り（図 11 のボタン外周部品）の狭縁化の検討
を進めていきたい。

参考文献
1） オムロン株式会社．マイクロスイッチ参考資料．https://www.

fa.omron.co.jp/guide/technicalguide/29/326/index.html.（参照 2021/ 
04/12）
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低接触抵抗と高容量開閉を両立する 
リレー開閉機構の開発
高橋 慶、田尻 さやか、野田 将之

　近年、環境問題への対策として利用が高まっている太陽光発電などに代表される再生可能エネルギーにおいてシ
ステムの高効率化とメンテナンスフリー化が推進されている。高効率化のためにシステムの高電圧化が加速してお
り、また大電流通電時の発熱における種々の不具合抑制のため、系統連系部に使用されるリレーについても大電流
通電時の発熱抑制および高電圧大電流の高容量開閉を両立するリレーが求められている。
　本検討では、はじめに低接触抵抗を実現する接点材料・機構の選定を行った。次に、高容量開閉時に発生する接
点溶着の引きはがしに適した構造およびその構造での引きはがし力の導出方法を検討した。高容量開閉を可能にす
るため、従来の設計で使用していた接点接触力や接点押込み量などに加え、引きはがす瞬間における運動量変化を、
新たな設計パラメータとした。今回の検討により、低接触抵抗と高容量開閉を両立する開閉機構の技術を確立した。

Development of Relay Switching Mechanism that 
Achieves both Low Contact Resistance and  
High-capacity Switching
TAKAHASHI Kei, TAJIRI Sayaka and NODA Masayuki

In recent years, high efficiency and maintenance-free systems have been promoted in renewable energies such as 
photovoltaic power generation, which are increasingly used as countermeasures against environmental problems. 
The increase in voltage of the system is accelerating to improve efficiency, and in order to suppress various prob-
lems in heat generation when energized with a large current, the relay used for the grid linkage section also sup-
presses heat generation when energized with a large current. There is a demand for a relay that can switch a high 
capacity with a high voltage and a large current.

In this study, we first selected contact materials and mechanisms that achieve low contact resistance. Next, we 
investigated a structure suitable for peeling the contact welding generated during high-capacity switching, and the 
method for deriving the peeling force in that structure. In order to enable high-capacity switching, the change in 
momentum at the moment of peeling is set as a new design parameter in addition to the contact force and contact 
follow used in the conventional design. Through this study, we have established a technology for a switching 
mechanism that achieves both low contact resistance and high-capacity switching.

1.	 まえがき
　地球温暖化などの環境問題に対する意識の高まりから、
太陽光発電等を用いた再生可能エネルギー市場が拡大して
いる。太陽光で発電された直流電圧を、商用および家庭用
で使える交流電圧に変換するための太陽光発電用インバー
タ（以下、PV インバータ）において、系統連系部にリ
レーが使用される。

　系統連系部に使用されるリレーは、システムの安全用途
として朝晩における定期的な開閉および緊急時の遮断に用
いられ、また最大発電時には大電流の通電も必要となる。
大電流通電時において、リレー接点 ON 時に生じる接触抵
抗が大きい場合には発熱が大きくなり、PV インバータへ
の悪影響がある。そのため従来の家電・産業機械向けなど
の汎用リレーと比較し低接触抵抗が求められる。今回の検
討ではこの発熱課題を解決するため、初期接触抵抗
0.2mΩ以下という業界トップラスの低接触抵抗を目標値
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とした。
　ただし低接触抵抗を実現するためには導電率の良い接点
材を使用する必要があり、そのような材料では電気的な開
閉時に、アーク放電による接点溶融が起こりやすく、接点
ON 状態で止まってしまう溶着故障が発生する可能性が高
まる。
　また、PV インバータの高効率化のための高電圧化トレ
ンドに伴い部品自体の高絶縁性能が求められる。このため
回路の直接的な遮断機能を担うリレーにおいては、限られ
たスペースの中で空間絶縁距離を大きく取る必要がある。
その方策としては、一対の接点によるシングルブレイク構
造よりも、二対の接点を直列に配置するダブルブレイク構
造の方が、大きな空間絶縁距離を取ることができるため望
ましい。ただし、ダブルブレイク構造では接触点が増える
ため接触抵抗が増大する問題がある。
　従来技術では、高容量遮断のためには添加剤入りの接点
を使用しており、接触抵抗低減のためには大きな接点接触
力が必要であった。一方で、添加剤入りの接点は接触抵抗
のばらつきが大きく、異常発熱のリスクがある。また接点
接触力の増大に伴いリレーの駆動コイルが大型化し、全体
サイズが拡大する問題がある。
　そこで我々は低接触抵抗と高容量開閉を両立するリレー
を以下の構成で実現した。

･低い通電抵抗の実現のため純 Ag 系接点を使用
･接触抵抗低減のためリレー内部の通電路を並列化
･高電圧を安全に遮断するためダブルブレイク構造を採用
･電気的開閉時の溶着事象を開離する構造仕様を運動量
変化による力積で設定

　また本稿では以下の構成で述べる。
　第 2章では低接触抵抗を実現するための理論式の構築、
接点材質の選定、および実測値の比較評価から実現可能な
構造を導いた結果を述べる。
　第3章では溶着事象を引きはがす機構の選定、および設
計仕様として開離機構の運動量変化から計算される力積に
着目した検討結果を述べる。
　第 4章では第 2、3章の検討結果に基づく開閉機構にお
ける力積の設計パラメータ検討結果を述べる。
　第5章では本検討結果の振り返りと残課題及び今後の展
望について述べる。

2.	 低接触抵抗を実現する材料と構造の検討

2.1	 初期接触抵抗の理論式構築
　リレーの接点材質は、純Ag系接点と添加材入りAg接点
に大別される。更に添加材入り Ag 接点は Ag＋金属（Me）
および Ag＋金属酸化物（MeOx）のものが一般的である。

一般的に接触抵抗は純Ag系接点＜Ag＋Me＜Ag＋MeOxで
あるが、耐溶着性は逆の傾向となる。従来の負荷開閉に利
用されるリレーは、アークによる溶着に対して強い金属酸
化物（MeOx）の添加材入り接点材質を選定することで開
閉性能を向上させつつ、接触抵抗については数十 mΩまで
許容されていた。PV インバータ向けリレーでは開閉性能
と共に 1mΩ以下の低接触抵抗も求められる。本検討では、
目標とした初期接触抵抗 0.2mΩ以下を実現するため、Ag
＋MeOxの接点材質は適さないと判断し、抵抗率の低いAg
含有量 99％以上の純 Ag 系接点：接点材質 A、および従来
の汎用リレーに使われている Ag 含有量 90％程度の Ag＋
Me 接点接点材質 B の二種類に絞り込み、理論式と実現可
能な構造を検討した。
　リレーの接触抵抗は、導電部の導体抵抗、接触部の集中
抵抗、接触面の境界抵抗の3つに分類される。導体抵抗は
導体部の材料の導電率と部品形状により算出でき、固定値
となる。本章では、集中抵抗と境界抵抗の和の低減を検討
の対象とした。そのため集中抵抗理論式から理想の接触抵
抗を想定した上で、実測値における集中抵抗値＋境界抵抗
値を理論値に近づけるパラメータ値及び構造検討を行っ
た。
　接点接触部の集中抵抗の理論としては、ホルムの近似式
が知られている1,2）。

 R
rk = ρ
2

 （1）

Rk : 集中抵抗［Ω］
ρ : 抵抗率　 ［Ω .m］
r : 接触半径［m］

　また、接触半径についてはヘルツの接触理論を用いる1,2）。
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P : 接触力　　 ［N］
E : 縦弾性係数［MPa］
ν : ポアソン比［－］
R : 曲率半径　 ［m］

　式（1）、（2）に示した理論式において、接点材質Aおよび 
B を用いて、接触力を変化させた時の集中抵抗の計算結果
を図 1に示す。また計算に使用した数値を表 1に示す。
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図 1　Ag材料を用いた時の接触力に対する集中抵抗の理論値

表 1　集中抵抗の理論計算値に使用した値

接点材質 A 接点材質B
抵抗率［Ω］ 1.63×10－8 1.92×10－8

縦弾性係数［MPa］ 90000

ポアソン比［-］ 0.33

曲率半径［m］
可動接点 0.020

固定接点 平面（∞）

　理論計算では、抵抗率の比 15％がそのまま集中抵抗の
違いとして表れた。

2.2	 初期接触抵抗の実測結果
　図 2に示すプランジャ型リレー構造を用い、接点材質
A、Bを接触力2N近傍で実測した比較を表2に示す。抵抗
値は電圧降下法により測定した3）。実測においては導体抵
抗も含まれているため、算出した導体抵抗を実測した値か
ら除外した。また測定した構造において接点の接触部が二
か所あるため、両接点の平均値を実測値とした。

図 2　検討に使用したプランジャ型リレー構造

表 2　接触力 2N近傍での接点材質 A、Bの集中抵抗

接点材質
A（n＝7） B（n＝4） B/A

理論値［mΩ］
（P：2N近傍） 0.091～0.095 0.110～0.117 118％

実測値［mΩ］
（平均値）

0.098～0.123
（0.111）

0.156～0.170
（0.166） （149％）

実測値／理論値
（平均値）

107％～132％
（119％）

142％～153％
（147％）

　表 2より以下のことが確認できた。

1）理論値ではAとBの差は18％だが、実測値では平均
値の比較で 49％の差がある。この差異は、実測値の
材料硬度のばらつきなどによる実接触部面積の違い
や表面被膜などの影響を含んでいるためと推定し
た。

2）接点材質 A は実測値/理論値が 119％に対し、接点材
質 B では 147％であり、理論値との差を生む要因の
影響が大きい。

1）、2）より、低接触抵抗を安定して実現する目的から、
これ以降は理論値と実測値の差異検討を接点材質Aに絞っ
て実施した。
　ここで、図 2のプランジャ型リレーを用いて接点材質 A
の接触力を変化させた時の接触抵抗値を実測した結果を図
3に示す。ここで実線は集中抵抗の理論計算結果を表す。

図 3　接点材質 Aの接触力と接触抵抗の実測値

　接触力が低い領域では接触抵抗は理論値から上方にばら
ついているが、接触力が上がるにつれ理論値と概ね合致し
た。ここで接触力に対して接触抵抗の実測値/理論値の比
率を図 4に示す。
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図 4　接点材質 Aの接触力と接触抵抗の実測値/理論値比率

　純Ag系接点では1N程度の接触力で表面粗さの違いによ
る接触抵抗への影響は小さくなることが知られている 4）。
本検討でも接触力が高くなると実測値が理論値に近づいて
いくことより、理論式との差異の要因として推定した接触
面積や表面皮膜の影響について、接触力を適切な設計値と
することで低減できることが確認できた。この実測値と理
論値との差異を考慮し構造検討を実施する。

2.3	 低接触抵抗を実現する構造の検討
　第 1章でも述べたように高容量の PV インバータにおい
ては高電圧仕様になるため、リレーの開閉構造はダブルブ
レイク構造を採用する。その場合、接点が二対あるため接
点部の接触抵抗が二か所で発生する。導体抵抗を 0.05mΩ
と仮定すると、目標の 0.2mΩの達成には集中抵抗と境界
抵抗を合わせた値を 0.15mΩ以下に抑えなければならず、
ダブルブレイク構造では一対の接点当たり 0.075mΩに抑
える必要がある。この時一対の接点に必要な接触力は、図
3に示す集中抵抗理論値において約 4N であり、両側接触
力で 8N 必要となる。この接触力を発生させるためには駆
動力が大きくなってしまい、コイルブロックが大型化し、
リレーの小型化に影響が出る。
　この課題を解決するため、同じ接触力でも接触抵抗が小
さくなるよう、通電路となる可動端子が一つのシングル接
点構造から、二つの可動端子を並列化するツイン接点構造
を検討する。同じ駆動力において一つ一つの接点にかかる
接触力は分散するため一か所の接点での接触抵抗は大きく
なるが、図5のように並列化により全体の接触抵抗は小さ
くすることができる。

R1：可動端子 1の接触抵抗
R2：可動端子 2の接触抵抗
Rt：R1 と R2 の合成抵抗（Rt＝（R1×R2）/（R1＋R2））
図 5　ツイン接点構造の接触抵抗モデル

　各接点にかかる接触力の和を Ptotal とし、Ptotal とダブ
ルブレイク構造でのシングル接点構造およびツイン接点構
造での集中抵抗の理論値を図 6に示す。

図 6　接点構造と集中抵抗の理論値

　先述の内容と同様に導体抵抗を 0.05mΩと仮定した時、
許容可能な集中抵抗は 0.15mΩであり、シングル接点構造
では理論値でも Ptotal は 8N 必要だったのに対し、ツイン
接点構造では Ptotal が 2N で達成できることがわかる。ま
たツイン接点構造では、各接触力がばらつき接触抵抗差が
ある場合でも合成抵抗差は小さくなり、接触抵抗を安定化
させることがシングル接点構造に比べ容易なため、ダブル
ブレイク & ツイン接点構造を採用する。

3.	 高容量開閉における開閉機構の運動量変化に
よる溶着引きはがしの検討

3.1	 純 Ag 系接点を用いた高容量開閉構造
　低接触抵抗を実現するために、純 Ag 系接点を用い、か
つダブルブレイク & ツイン接点構造を定めた。
　ここで、リレーは電気的な開閉を行うことが必須機能で
あるが、純 Ag 系接点においては電気的開閉時の接点バウ
ンスによる断続的な電流遮断時に発生するアーク放電によ
り溶着故障を起こしやすい問題がある。
　溶着故障を回避するためには、そもそも溶着が発生しな
いようにするか、溶着しても引きはがしできればよい。溶
着が発生しないようにするには接点接触時のバウンスをな
くすことで達成されるが、機械的挙動によるリレーにおい
てそのような動きを簡単な機構で実現するのは困難であ
る。そこでまずは単純なダブルブレイク構造で開閉機構の
検討を行った。

3.2	 運動量変化で計算される力積に着目した溶着引きはが
しの検討

　PV インバータ用途の一般的なリレーの開閉構造を図 7
に示す。本構造ではばねによる接点の開離時の運動のみで
溶着を引きはがしており、引きはがし力を上げるにはばね
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定数を上げるか接点の押し込み量を大きくする必要があ
り、リレーが大型化する問題がある。一方、図8に示した
プランジャ型リレー構造では、図9のように遮断時に可動
鉄心と軸を介して接続されているストッパが可動端子に衝
突するタイミングで、大きな衝撃力が発生する。この衝撃
力により強い溶着を引きはがすことを期待できる。図9に
おいて、（a）は接点が完全に押し込まれた状態、（b）は
ON 状態から OFF 状態に遷移する時に接点が開離する（ス
トッパが可動端子に衝突する）瞬間、（c）は完全にOFFに
なった状態である。この（a）～（c）に至る遷移を、横軸に
衝突体の動作距離、縦軸に衝突体の動作力（可動鉄心系を
押し込んだ時の接点ばねおよび復帰ばねによる力）として
図 10 に示す。なお、衝突体は可動鉄心および軸、ストッ
パを含めた可動鉄心系全体で構成される。この衝撃力は衝
突体の運動量変化によって発生するため、運動量変化で計
算される力積に着目した引きはがし効果について検討を
行った。

図 7　PVインバータ用途の一般的なリレー構造

図 8　プランジャ型リレー構造

図 9　プランジャ型リレーの溶着引きはがし機構

図 10　リレーの動作距離と動作力の関係

　衝撃力 Fは衝突体の運動方程式より以下の式で計算でき
る5）。

 F ma m v v
t

= = ′ −
Δ

 （3）

m ：衝突体の質量　　　　 ［kg］
a ：衝突体の加速度　　　 ［m/s2］
v ：衝突体の衝突直前速度［m/s］
vʼ ：衝突体の衝突後速度　 ［m/s］

式（3）にΔt をかけると、

 F t I mv mvΔ = = ′ −  （4）

となり、衝撃力 F は運動量の変化量で表される力積 I によ
り代替可能である。
　図 11 に示すように、衝突体の質量 m は可動鉄心および
軸、ストッパを含めた可動鉄心系全体の質量となる。

図 11　衝突体の質量と速度測定部

　衝突体の速度導出のため高速度カメラによりストッパの
変位を測定する。ストッパが可動端子に当たった瞬間をよ
り正確に判別するため、接点が開離するタイミングをオシ
ロスコープにて電気的に取得し、高速度カメラと同期させ
て測定した。
　接点開離直前のストッパの速度を変位より算出し、接点
開離のタイミング直前における速度を v とした。この測定
例を図 12 に示す。ここで横軸は変位測定の時間、縦軸は
ストッパの変位および速度である。
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図 12　ストッパ変位測定および速度算出結果

　ここで接点が完全に溶着している状態を仮定し、ストッ
パが速度 vで可動端子に当たり、速度 vʼ ＝0になるとした
場合の力積 Iを式（4）を用いて算出し、電気的開閉試験に
よる目標回数内での溶着故障の有無の関係について確認し
たところ、図13のように力積 Iの大小で2分化された。こ
こで力積 I は目標回数に達した中で最も小さいものを 1と
して比率で示した。目標回数を達成するための力積 I のし
きい値が確認できた。

図 13　�電気的開閉試験による目標回数内での溶着有無と力積 I の
関係

　ここで力積 I についてエネルギー保存の法則の観点より
考察を行う。図 8のようなプランジャ型リレーにおいて、
（a）のリレー ON 状態では接点ばねおよび復帰ばねが圧縮
されることで弾性エネルギーが蓄積されている。リレー
ON 状態から OFF 状態に遷移する時に弾性エネルギーが衝
突体の運動エネルギーに変換されることでストッパが可動
端子に衝突し、大きな運動量変化が発生する。ここでリ
レーが ON 状態から接点開離する瞬間までに消費されるば
ねの弾性エネルギー U ［N・m］ は、図 10 のリレー動作距
離と動作力の関係より図 14 のハッチング部の面積で表さ
れる。

図 14　�ON状態から接点開離する瞬間までに消費されるばねの弾
性エネルギー

 U Fc Fs CF Fs CF= − ×{ } + ×1
2
( )  （5）

Fc ：ON 状態の時の荷重 ［N］
Fs ：接点が開離する瞬間の荷重 ［N］
CF ：ON 状態から接点が開離するまでの 

可動鉄心系の動作距離 ［mm］
CG ：接点が開離してから OFF 状態になるまでの 

可動鉄心系の動作距離 ［mm］

　ばねの弾性エネルギー Uを横軸に、力積 Iを縦軸に取っ
たグラフを図 15 に示す。なお、ある基準サンプルにおけ
る Fc、Fs、CF の値で式（5）を使用し算出したばねの弾性
エネルギーUと、そのサンプルのストッパ速度を高速度カ
メラで測定し算出した力積 I をそれぞれ 1とし、比率で示
す。

図 15　試作サンプルのばね弾性エネルギー U と力積 I の関係

　図 15 よりばねの弾性エネルギー U が力積 I と線形の関
係にあることがわかる。この結果より、機構の設計方法と
して、シャルピー衝撃試験などに代表される考え方と同様
に、ばね弾性エネルギーで溶着部の引きはがし性能を設定
できることを確認した。

OMRON TECHNICS　Vol.54 No.1（通巻 166 号）2022

134 (134)



高橋 慶 ほか� 低接触抵抗と高容量開閉を両立するリレー開閉機構の開発

4.	 ダブルブレイク&ツイン接点構造における溶
着引きはがしの検討

　これまでの検討結果より、低接触抵抗を実現しながら高
容量開閉を行うために、図16に示すような、開閉部は図5
と図 8を合わせたダブルブレイク＆ツイン接点構造とし、
開閉機構はプランジャ型に定める。

図 16　�ダブルブレイク&ツイン接点かつプランジャ型機構をもつ
検討用リレー構造

　このダブルブレイク & ツイン接点構造かつプランジャ
型機構における開閉性能についても、第3章で述べた従来
のダブルブレイクのプランジャ型機構での引きはがし検討
結果の考え方が問題なく設計活用できるか検討した。
　ダブルブレイク & ツイン接点構造では独立した可動端
子が二つあるため、ばねによるリレーの動作力と動作距離
の関係は図 17 のようになる。

図 17　可動端子が二つの場合の動作距離と動作力の関係

Fc ：ON 状態の時の荷重 ［N］
Fs1 ：可動端子 1が開離する瞬間の荷重 ［N］
Fs2 ：可動端子 2が開離する瞬間の荷重 ［N］
CF1 ：ON 状態から可動端子 1（CF が小さい側）が開

離するまでの可動鉄心系の動作距離 ［mm］
CF2 ：ON 状態から可動端子 2（CF が大きい側）が開

離するまでの可動鉄心系の動作距離 ［mm］
CG ：可動端子 2が開離してから OFF 状態になるまで

の可動鉄心系の動作距離 ［mm］

　ここで、二つの端子はそれぞれ開離するタイミングが異
なるが、二つの端子の CF が小さい側を CF1 と定義してお
り、開離のタイミングは CF1 が早くなる。3.2 項と同様に
CF1 側の端子および CF2 側のそれぞれの接点開離のタイミ
ング直前における速度 v1i、v2i を高速度カメラにより測定
し、力積を算出した。
　二つの可動端子について、CF1 のグラフを図18、CF2 の
グラフを図19に示す。ここで横軸はCFの設計最小値から
の CF1 もしくは CF2 の実測値の比率、縦軸はその CF に対
応した可動端子に与えられる力積 I について、3章で使用
した数値で比率化したものである。またCF1とCF2の差を
比差とし、その差を小・中・大と区別しプロットした。

図 18　CF1 と力積 I の関係

図 19　CF2 と力積 I の関係

　図 18より、CF1 と力積 I との間には CF 比差による影響
は見られない。
　一方で、図19よりCF2側の端子はCF比差が大きい方が
衝突体の力積が低下し、かつばらつきも増加する傾向にあ
る。これは先に衝突するCF1側端子の衝突の影響をCF2側
端子は受けるが、CF 比差が大きいほど CF1 側端子衝突後
からCF2側端子衝突までの衝撃体の速度が減少し、力積が
増加しないためと考えられる。
　これらの結果から、ダブルブレイク&ツイン接点かつプ
ランジャ型機構を持つリレーにおいては、以下を確認でき
た。
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･ 3 章で述べたばね弾性エネルギーに加えて、CF1 と
CF2 の差も力積の設計パラメータとして重要である。

･力積 I が小さくなる CF2 側を、3章の検討結果におけ
る力積 I 比率が 1以上となるように設計することで開
閉性能が達成できる。

5.	 むすび
　太陽光発電システムに用いられる PV インバータの大容
量化と高効率化に伴い、使用されるリレーにおいても高電
圧大電流の高容量開閉および大電流通電時の発熱抑制を両
立していく必要がある。発熱抑制のために純 Ag 系接点を
使用し、リレー内部の通電路を並列化することで低接触抵
抗を実現した。さらに、純 Ag 系接点での電気的開閉時の
溶着事象を、運動量変化で計算される力積で設計可能な衝
撃により引きはがす機構の妥当性を、実験から検証でき
た。これらの検討結果を用いた開閉機構により、高容量パ
ワーリレー群の中でも低接触抵抗と高容量開閉を両立する
PVインバータ向けリレーとして、形G9KAを実用化した。
　実使用条件においてはコイル駆動部の逆起電圧防止用の
ダイオードの有無や種類、リレー自体の取り付け方向性に
より開閉機構は影響を受けるが、今回の検討方法でしきい
値を決定することで、それらを考慮した設計が可能とな
る。
　今後はプランジャ型以外のリレーも考慮し、様々な溶着
状態での複雑な開閉挙動における引きはがし力の算出に取
り組み、再生可能エネルギーのより一層の普及に向け、安
全かつ安定して通電・遮断のできるリレー商品開発を引き
続き行う。
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改札機通過データを利用した列車混雑予測
システムの開発
System Development for Estimating Train Con-
gestion Rate Using Data from Automatic Ticket 
Checking Machines
廣田敦士（オムロン ソーシアルソリューションズ株式
会社 技術創造センタ 技術開発部）、幡山五郎（オム
ロン ソーシアルソリューションズ株式会社 技術創造
センタ 技術開発部）、岡部浩史（オムロン ソーシア
ルソリューションズ株式会社 技術創造センタ 技術開
発部）
サイバネティクス、2021年、一般社団法人 日本鉄道
技術協会特定部会日本鉄道サイバネティクス協議会、
Vol.26、No.3、p.32-37、日本語
2021年日本鉄道サイバネティクス協議会「論文賞」受賞

　日本の鉄道における混雑は社会課題の一つである。特に、2021年現在流行し
ているCOVID-19対策のため列車混雑の緩和は喫緊の課題となっている。混雑
対策の一つに、より空いている列車への乗車を促すための混雑情報提供が考え
られる。そこで我々は、改札機の通過データからリアルタイムに各列車の混雑
度を予測するシステムを開発した。本稿では、列車ごとの混雑度を予測するア
ルゴリズムを紹介し、その性能評価結果を報告する。評価の結果、6段階混雑度
のRMSEは0.90であった。これは平均的に1段階未満の誤差であることを意味
し、おおよそ正しく予測できることが示された。
　Copyright（c）2021 JREA

平均画像に対するVAE異常検知の適用によ
る道路落下物検出
Fallen Object Detection on Road by Using VAE 
Anomaly Detection with Average Image
山本健生（オムロン ソーシアルソリューションズ株式
会社 技術創造センタ 先端技術研究所）、橋本敦史

（オムロン サイニックエックス株式会社）、岡本大和
（オムロン ソーシアルソリューションズ株式会社 技術
創造センタ 先端技術研究所）
人工知能学会全国大会論文集（第35回）、2021年、
一般社団法人 人工知能学会、Vol.35、ROMBUN 
No.2F1-GS-10f-03、日本語

　道路の安全・安心な環境づくりのため、監視カメラを用いた落下物の自動検
出が有用である。従来、落下物検出には背景差分法が用いられていた。しかし、
光の当たり方・影など、環境変化で誤検出する課題があった。そこで本研究で
は、VAE（Variational Auto-Encoder）による異常検知技術を道路の監視カメ
ラによる落下物検出問題に適用した。実験の結果、OpenCVによる背景差分法
と比較して、特に環境変化が多く含まれる画像において精度が向上した。落下
物の検出精度は35％から75％に向上し、誤検出率は15.0％から2.4％に減少し
た。
　Copyright（c）2021 JSAI

ロボット組立のための低精密センサを用いた
正確なマルチモーダルインハンド姿勢推定
Precise Multi-Modal In-Hand Pose Estimation 
using Low-Precision Sensors for Robotic 
Assembly
Felix von Drigalski（オムロン サイニックエックス
株式会社）、林剣之介（技術・知財本部 コアテクノ
ロジーセンタ）、井尻善久（技術・知財本部 コアテク
ノロジーセンタ）
Proceedings of International Conference on 
Robotics and Automation (ICRA)、2021 年、
IEEE、p.968-974、英語

　In industrial assembly tasks, the in-hand pose of grasped objects needs 
to be known with high precision for subsequent manipulation tasks such 
as insertion. This problem (in-hand-pose estimation) has traditionally been 
addressed using visual recognition or tactile sensing. On the one hand, 
while visual recognition can provide efficient pose estimates, it tends to 
suffer from low precision due to noise, occlusions and calibration errors. 
On the other hand, tactile fingertip sensors can provide precise comple-
mentary information, but their low durability significantly limits their use 
in real-world applications. To get the best of both worlds, we propose an 
efficient method for in-hand pose estimation using off-the-shelf cameras 
and robot wrist force sensors, which requires no precise camera calibra-
tion. The key idea is to utilize visual and contact information adaptively 
to maximally reduce the uncertainty about the in-hand object pose in a 
Bayesian state estimation framework. As most of the uncertainty can be 
resolved from visual observations, our approach reduces the number of 
physical environment interactions while keeping a high pose estimation 
accuracy. Our experimental evaluation demonstrates that our approach 
can estimate object poses with sub-mm precision with an off-the-shelf 
camera and force-torque sensor.
　Copyright 2021 The Institute of Electrical and Electronics Engineers, 
Inc. All rights reserved.
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ロボットによるディアボロの学習と 
制御のための解析モデル
An Analytical Diabolo Model for Robotic Learn-
ing and Control
Felix von Drigalski（オムロン サイニックエックス
株式会社）、Joshi Devwrat（オムロン サイニック
エックス株式会社）、室岡貴之（東京大学大学院情報
理工学系研究科、オムロン サイニックエックス株式
会社インターン）
Proceedings of International Conference on 
Robotics and Automation (ICRA)、2021 年、
IEEE、p.4055-4061、英語

　In this paper, we present a diabolo model that can be used for training 
agents in simulation to play diabolo, as well as running it on a real dual 
robot arm system. We first derive an analytical model of the diabolo-
string system and compare its accuracy using data recorded via motion 
capture, which we release as a public dataset of skilled play with diabolos 
of different dynamics. We show that our model outperforms a deep-
learning-based predictor, both in terms of precision and physically consis-
tent behavior. Next, we describe a method based on optimal control to 
generate robot trajectories that produce the desired diabolo trajectory, as 
well as a system to transform higher-level actions into robot motions. 
Finally, we test our method on a real robot system playing the diabolo, 
and throw it to and catch it from a human player.
　Copyright 2021 The Institute of Electrical and Electronics Engineers, 
Inc. All rights reserved.

ソフトロボットによる部品組立のための 
ダイナミクスモデル集約による転用学習
TRANS-AM: Transfer Learning by Aggregating 
Dynamics Models for Soft Robotic Assembly
田中一敏（オムロン サイニックエックス株式会社）、
米谷竜（オムロン サイニックエックス株式会社）、濱
屋政志（オムロン サイニックエックス株式会社）
Proceedings of International Conference on 
Robotics and Automation (ICRA)、2021 年、
IEEE、p.4627-4633、英語

　Practical industrial assembly scenarios often require robotic agents to 
adapt their skills to unseen tasks quickly. While transfer reinforcement 
learning (RL) could enable such quick adaptation, much prior work has to 
collect many samples from source environments to learn target tasks in a 
model-free fashion, which still lacks sample efficiency on a practical level. 
In this work, we develop a novel transfer RL method named TRANSfer 
learning by Aggregating dynamics Models (TRANS-AM). TRANS-AM is 
based on model-based RL (MBRL) for its high-level sample efficiency, and 
only requires dynamics models to be collected from source environments. 
Specifically, it learns to aggregate source dynamics models adaptively in 
an MBRL loop to better fit the state-transition dynamics of target environ-
ments and execute optimal actions there. As a case study to show the 
effectiveness of this proposed approach, we address a challenging con-
tact-rich peg-in-hole task with variable hole orientations using a soft 
robot. Our evaluations with both simulation and real-robot experiments 
demonstrate that TRANS-AM enables the soft robot to accomplish target 
tasks with fewer episodes compared when learning the tasks from 
scratch.
　Copyright 2021 The Institute of Electrical and Electronics Engineers, 
Inc. All rights reserved.
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異種クライアントからの分散学習のための 
適応蒸留
Adaptive Distillation for Decentralized Learning 
from Heterogeneous Clients
Jiaxin Ma（オムロン サイニックエックス株式会社）、
米谷竜（オムロン サイニックエックス株式会社）、
Zahid Iqbal（University Sains Malaysia）
Proceedings of the International Conference 
on Pattern Recognition、2021 年、IEEE、
p.7486-7492、英語

　This paper addresses the problem of decentralized learning to achieve 
a high-performance global model by asking a group of clients to share 
local models pre-trained with their own data resources. We are particu-
larly interested in a specific case where both the client model architec-
tures and data distributions are diverse, which makes it nontrivial to 
adopt conventional approaches such as Federated Learning and network 
co-distillation. To this end, we propose a new decentralized learning 
method called Decentralized Learning via Adaptive Distillation (DLAD). 
Given a collection of client models and a large number of unlabeled dis-
tillation samples, the proposed DLAD 1) aggregates the outputs of the 
client models while adaptively emphasizing those with higher confidence 
in given distillation samples and 2) trains the global model to imitate the 
aggregated outputs. Our extensive experimental evaluation on multiple 
public datasets (MNIST, CIFAR-10, and CINIC-10) demonstrates the effec-
tiveness of the proposed method.
　Copyright 2021 The Institute of Electrical and Electronics Engineers, 
Inc. All rights reserved.

組立作業の自動化に向けた産業用ロボット 
の力覚センサ信号を入力とするリカレント
ニューラルネットワークを用いた作業完了 
状態の自動判定器の開発
Completion Estimator for Robotic Assembly 
Manipulation Using Recurrent Neural Network 
with Wrist Force Sensor Signal
沖賢太朗（技術・知財本部 コアテクノロジーセンタ）、
的場俊亮（技術・知財本部 コアテクノロジーセンタ）、
高西完治（技術・知財本部 コアテクノロジーセンタ）
システム制御情報学会研究発表講演会講演論文集、
2021年、一般社団法人 システム制御情報学会、
Vol.65、ROMBUN No.TS09-01-2、日本語

　昨今の製造現場では、労働人口減に伴う人手不足のため、工程の自動化によ
り労働負荷を下げたいという要求が高まってきている。特に組立作業工程は、現
在でもロボットによる自動化の取り組みが産学問わず行われているが、依然と
して実用化には至っていない。その理由の1つとして、ロボットが組立動作を実
行した結果から得られる複雑なセンサデータから、作業完了を高精度に自動判
定することが難しいことが挙げられる。本論文では、スナップフィット式コネ
クタの挿入作業を対象に、複数種類の時間幅のセンサデータを並列に入力可能
なリカレントニューラルネットワークを用いた作業完了の自動判定器を提案す
る。産業用ロボット手首部の力覚センサデータを入力として45回分の挿入の動
作データを用いて学習させたところ、93％の高い推定正答率を得た。
　Copyright（c）2021 SCIE

高度なラリーをする卓球ロボット「フォルフェ
ウス」
FORPHEUS: The Ping Ping Robot for Advanced 
Ralliies
浅井恭平（技術・知財本部 コアテクノロジーセンタ）、
古賀寛規（技術・知財本部 コアテクノロジーセンタ）、
劉暁俊（技術・知財本部 コアテクノロジーセンタ）
システム制御情報学会研究発表講演会講演論文集、
2021年、一般社団法人 システム制御情報学会、
Vol.65、ROMBUN No.T4-1、日本語

　我々は、オムロンユニークな人と機械の関係性「融和」を訴求するため、7年
間にわたり人の成長や可能性を引き出す卓球ロボット「フォルフェウス」を継
続的に開発している。より高度な「融和」を実現するため、ピン球の過去軌跡
から回転速度を高精度に推定する技術や、自身のミスからパラメータを学習的
に調整する技術を開発しており、人のようなスピード感のある高精度なラリー
を実現できるようになった。今回の講演では、卓球ロボットに搭載されている
それら技術や、CIIE2020にて初出展した協調ロボットを活用したデモについて
紹介する。
　Copyright（c）2021 SCIE
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ロボットセルシステムのための階層的最適化 
:レイアウト設計から動作計画まで
Hierarchical Optimization for Robotic Cell Sys-
tems: From Layout Design to Robot Motion
倉谷僚一（技術・知財本部 研究開発センタ）、小島
岳史（技術・知財本部 研究開発センタ）、藤井春香

（技術・知財本部 研究開発センタ）、的場俊亮（技
術・知財本部 研究開発センタ）、高西完治（技術・
知財本部 研究開発センタ）
システム制御情報学会研究発表講演会講演論文集、
2021年、一般社団法人 システム制御情報学会、
Vol.65、ROMBUN No.TS09-01-3、日本語

　多様な作業を実行するロボットセルシステムで必要不可欠な、レイアウトや
ロボット動作の最適化は困難な課題である。従来研究では、ロボットの姿勢が
明示的に考慮されていないため、配置最適化で得られたレイアウトに対して動
作を最適化すると、解が得られない、あるいは動作時間が長くなる可能性があ
る。本研究では、ロボットの作業姿勢の重要性に着目し、配置最適化と動作最
適化の間に新たに姿勢最適化を追加した階層的な最適化フレームワークを提案
する。さらに、配置最適化を遺伝的アルゴリズムで解く際に、設計上の制約を
考慮するための目的関数を考案し、提案手法の有効性をシミュレーション実験
により確認した。
　Copyright（c）2021 SCIE

ソフト手首を用いた助言と敵対的インタラク
ションからのロボット学習
Robotic Learning From Advisory and Adver-
sarial Interactions Using a Soft Wrist
濵屋政志（オムロン サイニックエックス株式会社）、
田中一敏（オムロン サイニックエックス株式会社）、
Felix von Drigalski（オムロン サイニックエックス
株式会社）
IEEE Robotics and Automation Letters、2021
年、IEEE、Vol.6、No.2、p.3878-3885、英語

　In this letter, we developed a novel learning framework from physical 
human-robot interactions. Owing to human domain knowledge, such 
interactions can be useful for facilitation of learning. However, applying 
numerous interactions for training data might place a burden on human 
users, particularly in real-world applications. To address this problem, we 
propose formulating this as a model-based reinforcement learning prob-
lem to reduce errors during training and increase robustness. Our key 
idea is to develop 1) an advisory and adversarial interaction strategy and 
2) a human-robot interaction model to predict each behavior. In the advi-
sory and adversarial interactions, a human guides and disturbs the robot 
when it moves in the wrong and correct directions, respectively. Mean-
while, the robot tries to achieve its goal in conjunction with predicting 
the human’s behaviors using the interaction model. To verify the pro-
posed method, we conducted peg-in-hole experiments in a simulation and 
real-robot environment with human participants and a robot, which has 
an underactuated soft wrist module. The experimental results showed that 
our proposed method had smaller position errors during training and a 
higher number of successes than the baselines without any interactions 
and with random interactions.
　Copyright 2021 The Institute of Electrical and Electronics Engineers, 
Inc. All rights reserved.

明示・暗示ダイナミクス変数を用いた多様な
環境下での動作学習
Learning-based Manipulation with Explicit and 
Implicit Dynamics Parameters for Multiple Envi-
ronments
室岡貴之（東京大学大学院情報理工学系研究科、オ
ムロン サイニックエックス株式会社インターン）、濵
屋政志（オムロン サイニックエックス株式会社）、
Felix von Drigalski（オムロン サイニックエックス
株式会社）
日本ロボット学会誌、2021年、一般社団法人 日本
ロボット学会、Vol.39、No.2、p.177-180、日本語

　近年のロボットマニピュレーション技術や機械学習の進展により、ロボット
が複雑な作業を実現できるようになってきた。
　一方、学習制御で多様な環境に対していかに迅速に適応できるかについては、
多くの課題が残されている。
　我々は、明示的・暗示的にダイナミクスを表現するパラメータを使用して、一
般的な学習制御の枠組みを拡張することで多様な環境に迅速に適応する手法を
提案した。
　また、提案手法を深層強化学習と深層モデル予測制御に適用し、提案手法が
未知のダイナミクスを持つCartpoleや物体を押す作業を遂行できることを確認
した。
　Copyright（c）2021 RSJ
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プリント配線板の層間接続構造を考慮した 
プレーナ型磁気部品の小型化検討
Examination of Miniaturization of Planar Mag-
netic Components Considering the Interlayer
大村英一（グローバル購買・品質本部 品質監査室）、
博田知之（グローバル購買・品質本部 品質技術室）、
石橋寛基（技術・知財本部 エンジニアリングセンタ）
エレクトロニクス実装学会講演大会講演論文集、
2021年、一般社団法人 エレクトロニクス実装学会、
Vol.35、ROMBUN No.17A2-03、日本語

　パワエレ機器に用いられる磁気部品の小型化手法として、プリント基板工法
を利用したプレーナ型磁気部品が考案・実用化されている。さらなる小型化に
向けてスイッチングの高周波化が進むと予想されるが、プリント基板の寄生成
分の影響が問題となる。本研究では、ヘリカル形状の多層プリント基板コイル
と磁性コアで構成される磁気部品において、基板の寄生成分と層間接続ビアで
発生する磁束の影響によるインダクタンスの低下を最小化した最適構造を検討
したので報告する。
　Copyright（c）2021 JIEP

DC給電されるサーボドライブシステムの 
インピーダンス法による回生時の安定性解析
Impedance-based Stability Analysis of DC Bus 
Servo Drive Systems in Regenerative Mode
桐淵岳（インダストリアルオートメーションビジネス
カンパニー 商品事業本部 ドライブ事業部 開発部）、
徳崎裕幸（技術・知財本部 エンジニアリングセンタ）、
日下佳祐（長岡技術科学大学）、伊東淳一（長岡技術
科学大学）
電気学会全国大会講演論文集、2021年、一般社団
法人 電気学会、Vol.WEB18-C4、ROMBUM No.4-
118、日本語

　PWMインバータを使用した電力変換器と電動機は、動力線のノイズ対策に
工数が割かれ問題となっている。この問題に対し、DCリンク部で分割のイン
バータを電動機近傍へ配置し、DC給電によりノイズ放射の軽減が期待できる。
しかし、 DC給電は、DC配線とインバータ・電動機間の干渉により、システム
が不安定になる。そこで筆者らは、力行動作のインピーダンスでの安定解析方
法を提案している。本論文では、回生動作のインピーダンスでの安定性解析方
法を確認し報告する。
　Copyright（c）2021 IEEJ

工場内マイクロ波電力伝送における人体上の
電力密度推定方法の実機評価について
Actual System Evaluation of Estimation Method 
of Surface Power Density on Human Body for 
Microwave Wireless Power Transmission in Fac-
tory Environment
グエン マインタイ（技術・知財本部 コアテクノロ
ジーセンタ）、村井彬人（技術・知財本部 コアテクノ
ロジーセンタ）、山田寛喜（新潟大学大学院 自然科
学研究科）
電子情報通信学会大会講演論文集、2021年、一般
社団法人 電子情報通信学会、ROMBUN No.B-1-
72、日本語

　マイクロ波電力伝送技術を社会実装する場合、給電エリア近傍の人体に影響
を及ぼさないように電波防護指針を遵守する必要がある。給電と人体防護を両
立するためには、給電時に人体上の電力密度を把握しそれに基づき送信電力を
調整し、人体上の電力密度を電波防護指針の基準値以下に保つ必要がある。そ
のため、著者らはマルチパスの多い工場内でも実装が容易で比較的精度が高い
人体上の電力密度推定方法を提案し、シミュレーションによって効果を検証し
た。本稿では、試作機に提案方法を実装し、工場の模擬環境下でその有用性を
検証したので報告する。
　Copyright（c）2021 IEICE
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異なる粒度の作業分析のための動作系列
Sequence to Sequenceモデル
惠本序珠亜（技術・知財本部 コアテクノロジーセン
タ）、西行健太（技術・知財本部 コアテクノロジーセ
ンタ）、戎野聡一（インダストリアルオートメーション
ビジネスカンパニー 技術開発本部 第1技術部）
情報処理学会研究報告、2021年、一般社団法人 情
報処理学会、Vol.2021-CVIM-224、No.2、p.1-5、
日本語

　工場の生産性向上には作業の分析が必要であるが、作業手順のミス検知、効
率的な手順の探索など、作業分析の目的や対象により、認識したい作業の粒度
は異なる。しかし、全ての粒度に対応するため、各粒度の動作をラベル付けし
た学習データを用意することは難しい。そこで、ある粒度の動作を認識する識
別器を作成した後、少数データを用いて、それらの識別器の出力を粒度の粗い
作業に変換する手法を提案する。その一例として、「把持」「運搬」「調整」など
の粒度の細かい動作系列を「箱を台に固定する」「製品を箱に入れる」などの粒
度の粗い作業系列に変換するモデルを開発した。提案手法は、42名の作業者か
ら撮影した工場での作業を模した5つの工程の動画データで評価した。1名の作
業者の動画データだけを用いて学習した結果、5工程中4工程において90％を超
える精度を達成した。
　Copyright（c）2021 IPSJ

正確な顔器官検出のための繰り返し 
自己蒸留法
Iterative Self-distillation for Precise Facial Land-
mark Localization
長江成典（技術・知財本部 コアテクノロジーセンタ）、
竹内倭（技術・知財本部 コアテクノロジーセンタ）
Computer Vision –  ACCV 2020 Workshops、
2021 年、Springer International Publishing、
Vol.12628、p.154-167、英語

　In this paper, we propose a novel training method to improve the pre-
cision of facial landmark localization. When a facial landmark localization 
method is applied to a facial video, the detected landmarks occasionally 
jitter, whereas the face apparently does not move. We hypothesize that 
there are two causes that induce the unstable detection: (1) small changes 
in input images and (2) inconsistent annotations. Corresponding to the 
causes, we propose (1) two loss terms to make a model robust to changes 
in the input images and (2) self-distillation training to reduce the effect of 
the annotation noise. We show that our method can improve the preci-
sion of facial landmark localization by reducing the variance using public 
facial landmark datasets, 300-W and 300-VW. We also show that our 
method can reduce jitter of predicted landmarks when applied to a video.
　Copyright 2021 Springer Nature Switzerland AG. All rights reserved.
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